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1. 背景 

2019 年 10 月に「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施行され、国、地方公共団体、

事業者、消費者等の多様な主体が連携し、国民運動として、食品ロスの削減を推進している

ところである。同法第 19 条「未利用食品等を提供するための活動の支援等」においては、

いわゆるフードバンク活動の支援について規定されており、同条第 3 項では、フードバン

ク活動のための食品の提供等に伴って生ずる責任の在り方に関する調査及び検討を行うよ

う努めるものとされている。諸外国では、フードバンク活動団体等への食品の提供・寄附を

促進するため、食品を提供・寄附した場合の税制上の優遇措置や、寄附した食品に起因する

事故・損害等が発生した場合の免責等の制度が定められている例がある。 
 

2. 調査目的 

諸外国における食品の提供・寄附の実態とそれに関連する制度等に関する調査を実施す

るとともに、我が国で同様の法制度を導入する際の課題等を整理した。 
 

3. 調査項目 

アメリカ、イギリス、フランス、オーストラリアの 4 カ国について、フードバンクへの食

品の提供・寄附に関する制度や実態・背景の調査を実施した。4 章では、文献調査及びヒア

リング調査から、国ごとに各項目の調査結果を取りまとめた。主な調査項目は以下のとおり

である。 
 
＜食品の寄附に関する法制度＞4 章 
 税制優遇 
 免責制度 
 廃棄規制（フランスのみ） 
 その他：寄附される食品の安全・衛生基準、食品の期限表示 など 
 
＜フードバンクの実態や背景＞4 章 
 食品ロスの発生状況・目標、食品廃棄物の処理に関する優先順位の設定 
 フードバンクの設立背景・目的 
 実態、大手フードバンクについて、関係機関の連携 他 
 
＜法制度導入にあたっての課題等の整理＞5 章 

4 章で整理した諸外国の法制度に関して国内の既存の法制度や支援施策で目配りすべき

ものをまとめた。また、国内のフードバンク団体や有識者のヒアリング結果より、諸外国の

制度を日本に導入したと仮定した際の受け止めや想定される効果や課題について取りまと

めた。 
 
＜コロナ禍の影響＞6 章 
 新型コロナウイルス感染症のパンデミックによってフードバンク団体が受けた影響等に

ついて情報を整理した。   
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4. 諸外国調査 

本章では、アメリカ、イギリス、フランス、オーストラリアの 4 カ国におけるフードバン

クへの食品の提供・寄附に関する制度について調査した結果をまとめた。冒頭には 4 カ国

の調査概要と、比較として日本の制度の概要を取りまとめて示した。 
 
4.1. 諸外国の法制度まとめ 
食品寄附の後押しに関する法制度としては主に、以下のようなものがある。表では、4.2

～4.5 で取りまとめた 4 カ国の主な制度内容を一覧で示す。 
A) 税制優遇：寄附者が食品の寄附をする際にかかるコストの軽減 
B) 免責制度：寄附された食品で食中毒など意図しない事故が起こった場合の寄附者の免

責 
C) 食品廃棄の規制：食品廃棄の埋め立て規制によって、食品の寄附を後押し 
また、行政機関からの余剰食品の寄附を奨励する施策の例もある（アメリカ）。その他、

政府からの補助金も税制優遇による寄附者へのインセンティブが不十分である場合や、フ

ードリカバリーのためのインフラが不足している場合に特に有効と指摘されている1。 
 

                                                  
1 Harvard Law School Food Law and Policy Clinic（2020）Global Food Donation Policy Atlas: USA 
Executive Summary  
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表 4-1 諸外国における法制度の内容や支援策 
項目 アメリカ イギリス フランス オーストラリア 日本 

A)税制優

遇 

あり：連邦では、条件を

満たせば、寄附した食品

の価値の 2 倍を上限とし

た所得控除。 

州によっては、独自の税

制優遇措置を設定してお

り、輸送費がカバーされ

る例もある。対象となる

事業者（寄附者）や食品、

受贈者、上限は各州それ

ぞれに規定。 

4.2.1(1) 

なし：食品寄附に特定し

た税額控除はなし。 

4.3.1(1) 

 

あり：寄附を行った法人

は 2 万 EUR または売上

高の 0.5%を上限として、

寄附の 60%相当額の税

控除。なお、食品の正味

帳簿価格だけでなく、輸

送・保管にかかる費用も

対象。また、寄附をする

ことで廃棄にかかる税の

抑制効果もある 

4.4.1(1) 

なし：食品に特化した税

制優遇措置はなし。 

税務局 ATO に承認され

た適格な慈善団体への食

品もしくはサービス（輸

送など）の寄附に関して

は控除対象。食品の市場

価値もしくはコストのい

ずれか低いほうが控除額

上限。 

4.5.1(1) 

なし：食品寄附に特化し

た税制優遇措置はなし。  

食品を寄附した場合の寄

附金額は時価で評価。さ

らに一定の条件のもと、

食品提供に要する費用を

全額損金処理可能。 

5.1.2 

B)免責制

度 

あり：寄附された食品に

起因する意図しない事故

に関する寄附者と食品を

配布する NPO の民事・

刑事上の責任の免除を規

定。連邦法により全米 50

州のベースラインを規定

（善きサマリア人の法） 

4.2.1(2) 

あり：善意の第三者の行

動が食中毒など好ましく

ない結果を引き起こした

場合でも免責される法が

存在するが、食品寄附の

促進効果は薄い。（Social 

Action, Responsibility 

and Heroism Act） 

4.3.1(2) 

なし：民法の規定により、

他の人に損害を与えた責

任を負うすべての人は生

じた損害を償う義務があ

るため、フードバンク各

団体は保険に加入。 

4.4.1(2) 

 

あり：寄附された食品に

起因する意図しない事故

に関する寄附者の民事上

の責任の免除を規定。善

きサマリア人の法に相当

する州法を全州・地域が

制定。 

4.5.1(2) 

なし 

C)食品廃

棄の規制

（寄附の

促進） 

なし 

 

なし あり：期限切れなどの理

由による売れ残り食品の

廃棄を禁止。対象事業者

へ慈善団体等への寄附の

提案を義務化（食品廃棄

なし 

 

なし：（参考）食品リサイ

クル法において、食品廃

棄物等の発生量が年 100

トン以上の事業者は、再

生利用など（発生抑制を
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項目 アメリカ イギリス フランス オーストラリア 日本 

物削減に関する法律） 

4.4.1(3) 

含む）の促進が義務付け

られ、31 業種については

発生抑制目標値を設定 

5.1.1 

その他 

政府機関と契約食品事業

者からの余剰食品の寄附

を奨励する法 4.2.1(3)② 

連邦政府が余剰農作物を

買い上げ、各州政府を通

じてフードバンクへ食料

提供、輸送コストなどへ

の補助金 4.2.1(3)① 

任意協定（コートールド

公約）を中心とした民間

企業・業界団体の自主的

な取り組みにより食品寄

附を促進。4.3.2(2)③ 

 （参考）フードバンク団

体へ政府からの継続的な

補助金あり 

4.5.1(3)① 

行政による普及啓発、マ

ッチング支援、フードバ

ンクでの食品管理にかか

る手引書を作成（農林水

産省）。 

5.1.2 

注）表中の番号は詳細を記載する項の番号 
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4.2. アメリカ 
＜法制度＞アメリカにおいては、食品寄附に係る免責制度（善きサマリア人の法）や税制

優遇といった施策によってフードバンクへの食品の寄附が強力に後押しされている。一方

で、食品の安全性や表示・ラベリングに関する統一された制度やガイドラインはない。食品

ロス・廃棄対策としての罰則や寄附の義務化などにも強い政策はないが、農務省（USDA）

が余剰の農作物を買い上げてフードバンクに供給する制度（TEFAP）や連邦機関からの余

剰食品の寄附奨励といった施策がある。 
 
＜実態＞フードバンク発祥国であり、食品寄附量（フードバンクの食品取り扱い食品量）

は推計で年間 739 万トン（2018 年）と世界 大。 大手の Feeding America の 200 以上

の加盟団体を含め、全国で 1,300 以上のフードバンク団体が存在し、そのネットワークを通

じて寄附された食品を地域の慈善団体や教会、フードパントリーなどへ分配し、必要とする

人へ食品が提供されている。 
 

 
 食品の寄附に関する法制度 

(1) 税制優遇 
アメリカでは連邦法（内国歳入法/IRC）に基づき、食品の寄附者に対して 2 つの税制優

遇措置がある2。 
A) 寄附した食品の価値に応じた一般控除：すべての慈善団体に対する寄附に適用される 
B) 条件を満たす食品寄附に関してはさらなる税制優遇（拡大控除）：寄附した食品の価値

の 2 倍が控除額の上限となり、一般控除に比べて高い所得控除となる。 
当初は税制優遇の対象となる法人の範囲が限られていたが、2015 年 12 月に連邦議会

は範囲を大幅に広げる法案を可決し、独立系レストラン、小さな食品小売店、農家、デ

リ、パン屋などの中小企業も税制優遇の対象に含まれるようになった。 
 
表 4-2 税制優遇（アメリカ） 
法制度・内容 条件を満たす食品寄附については、連邦税控除の拡大規定があり、控除

額の上限は寄附した食品の価値の 2 倍。 
2005 年のハリケーン・カトリーナを受けて食品寄附を行う企業のうち

税控除の拡大規定の適用を受けられる法人の対象範囲を広げる特別緩

和策が導入された。何度か延長されたのち、2015 年から食品の寄附に

対する税控除の拡大措置が受けられる対象がすべての企業（小規模な

農家や小売含む）に拡大された。 
連邦税の優遇措置の他、州レベルでも追加的な税制優遇措置が導入さ

れている例もある。 

要件  適格な NPO への食品の寄附であること 
 NPOは非課税組織として申告されている組織の目的に沿った活動

のために食品を使用すること（寄附を受けた NPO は食品を無償で

必要とする人へ再配布すること） 

                                                  
2 Harvard Law School Food Law and Policy Clinic（2020）Global Food Donation Policy Atlas: USA 

Executive Summary, (2017) Don't Waste, Donate: Enhancing donations through federal policy.  
https://www.nrdc.org/sites/default/files/dont-waste-donate-report.pdf 
https://www.chlpi.org/wp-content/uploads/2013/12/USA-Executive-Summary-2020.pdf 
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 受益者へ食品が提供されるタイミングで食品が連邦食品・医薬品・

化粧品法（FDCA）に適合していること 
 食品の寄附者が税制優遇を受けるためには、NPO から発行される

必要要件を満たした旨の書面を提出すること 

根拠法 （連邦税） 
米内国歳入法（Internal Revenue Code） 
税負担軽減法（Protecting Americans from Tax Hikes Act of 2015） 

経緯 1960 年代から企業からの食品寄附に対して連邦税の優遇措置が導入

されてきた。控除額の上限や寄附された食品の価値評価方法などのル

ールが整備され、控除を受けられる企業・団体の範囲は拡大してきた。 

 
内国歳入庁（Internal Revenue Service/IRS）が所管し、連邦レベルでは食品の寄附に対

する税の優遇措置には上記の通り 2 段階の措置がある。 
 

A) 一般控除（General tax deduction）： 
過去 40年間にわたり、企業は食品の寄附に対して様々な連邦税の優遇措置を受けてきた。

1969 年以前は税法で事業者は食品の寄附を含む慈善寄附の公正な市場価格（fair market 
value/FMV）3 を全額課税所得から控除することが認められていた。この控除は大きな節税

効果をもたらし、場合によっては、節税効果が寄附された商品を市場で販売することで得ら

れる利益を上回ることもあった。その後、1969 年の改正税法において、企業は寄附された

資産の価値について、資産の取得または生産にかかるコストのみ（一般に FMV よりも低い）

を課税所得から控除することを認められた。この控除は「一般控除」として知られている。 
慈善寄附金が一般税額控除の対象となるには、その寄附金が慈善目的に使用され、内国歳

入法 (IRC) 第 170 条に基づき、適格団体に提供されるものである必要がある。また、毎年、

控除できる慈善寄附金の総額には制限がある。C コーポレーション（C Corporation）4以外

の法人では控除額の合計は、各事業の課税所得合計の 30%を超えられず、C コーポレーシ

ョンの控除総額は 10%を超えられないとされている。 
 

B) 拡大控除（Enhanced Deduction）： 
一般控除が食品の寄附に関連する費用を相殺するには低すぎて企業の寄附を促すために

は不十分であったことから、1976 年に連邦議会は、適格な寄附に対してより大きな財政的

メリットを提供する「拡大控除」を創設した。請求可能な控除額を増加させ、企業が (a) 提
供された食品の基準価格の 2 倍、または (b) 提供された食品の基準価格と食品の期待利益

の半分のうち、小さい方を控除できるようにした。これは一般控除額の 2 倍近くになるこ

とが多いとされている。 
ただし、2005 年以前は、この拡大控除の適用範囲は C コーポレーションとして設立され

た事業法人だけであった。この制限は 2005 年のハリケーン・カトリーナに対応したカトリ

ーナ緊急減税措置法 (Katrina Emergency Tax Relief Act/ KETRA) によって一時的に解消

され、S コーポレーション、有限会社 (LLC) 、パートナーシップ、個人事業主を含むすべ

ての事業法人が、2005 年 8 月 28 日から 12 月 31 日の間に実施した適格寄附に対する拡大

                                                  
3 公正な市場価格（fair market value/ FMV）とは、知識と意思があり、圧力をかけられていない買い手

が、同様の売り手に支払う金額に基づいて、市場価格を推定したもの 
4 アメリカ企業の法人形態の一種。連邦所得税法によって、企業レベルと株主レベルで税金が別々に課さ

れる。他に S コーポレーション、有限会社 (LLC)などの形態がある。 
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控除を利用することが認められた。KETRA による特例措置は、2005 年末で期限が切れる

こととなっていたが、その後連邦議会は 2014 年まで毎年更新する措置を導入した。恒久法

ではないため、C コーポレーション以外の事業者は毎年年末まで控除を受けられるか不確

実な状況を強いられることとなっていた。2015 年 12 月、連邦議会は、税負担軽減法

（Protecting Americans from Tax Hikes Act of 2015）によって、適用範囲をすべての事業

法人へ恒久的に拡大した。この際に、控除算定式の強化、控除限度額の引き上げ、販売不能

食品の FMV 算定方法の明確化が行われた。 
 
拡大控除により、事業者はいずれか小さい方の金額を控除することができる；(a) 寄附し

た食品の基準価格の 2 倍、または (b) 提供された食品の基準価格と食品が FMV で販売さ

れた場合の期待利益の半額の合計。 
＜例5＞食料品店が 30 ドル（基準価格）で購入したジャガイモを寄附し、100 ドル（FMV） 
で販売する場合、期待利益は、FMV から基準価格を差し引いた 70 ドルとなる。拡大控

除によって、食料品店は次のうち小さい方を控除することができる。 
(a) 基準価格× 2 =$30 × 2=$60 
(b) 基準価格+(期待利益÷2)=$30+$70÷2=$65 

この場合、控除額は(a)の 60 ドルとなる。増額された控除額は、30 ドルの基準価格に限

定されている一般的な控除よりも実質的に高い。 
 
なお、毎年の控除額には上限がある。C コーポレーションの慈善控除は、その課税所得の

10%を超えることはできないとされているが、食品を寄附した場合には控除を 15%まで引

き上げることができる。C コーポレーション以外の法人も課税所得の 大 15%まで控除を

拡大することができる。また、食品の寄附者は 15%の所得制限を超える超過控除を 長 5
年間繰り越すことができるとされている。 
 
販売不能食品の FMV 算定方法については、2016 年 1 月以降、販売できないもしくは販

売しない製品についても、事業者が販売している同じか同等の製品の価格に基づいて FMV
を計算できるようになった。対象には事業者の内部基準に適合しない食品や市場がない食

品も含まれる。在庫を資産計上せず、間接費を資本化する必要がない事業者は、製品の FMV
（予定販売価格）の 25％で基準価格を計算することができる。 
 
拡大控除による税制優遇を受けるためには以下の要件を満たす必要がある 5。要件を満た

さない場合には、拡大控除の対象外となり、一般控除のみの対象となる。 
 食品の提供を受ける団体・受贈者は、IRC 501 (c) (3) に規定される組織および公的

慈善団体または民間事業財団でなければならない6 
 受贈者は、IRC 501 (c) (3) に基づく当該組織の免除資格を構成する目的に合致する

方法で、寄附された財産を、病人、困窮者または幼児のケアのためにのみ使用しなけ

ればならない 
 受贈者は、金銭その他の財産または役務と引換えに、当該食品を使用または譲渡する

                                                  
5 Harvard Food Law and Policy Clinic. (2017) Don't Waste, Donate: Enhancing donations through 

federal policy. 
6 内国歳入庁 IRS のホームページ（Tax Exempt Organization Search）では、寄附した際に税制優遇を

受けられる、適格な慈善団体や NPO のリストを提供している。 
https://www.irs.gov/charities-non-profits/tax-exempt-organization-search 
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ことができない 
 受贈者は、IRC 170 (e) (3) のすべての要件が満たされていることを記載した文書を

寄附者に提供しなければならない 
 提供される食品は、食品・医薬品・化粧品法（Federal Food, Drug, and Cosmetic Act/ 

FDCA）に適合していなければならない 
 
アメリカにおいて、税制優遇は食品寄附のインセンティブとして大きな力を発揮してき

たとされる。例えば、食品寄附に際して連邦税の優遇措置が適用される団体の範囲を 2005
年に一時的に拡大した際には、アメリカ全体で翌年の食品寄附が 137％増加したとの報告例
7もある。 

余剰の食品を寄附するよりも廃棄（焼却や埋め立て）するほうがコストが安い場合、食品

の寄附はされにくいが、税制優遇によって企業は CSR 活動として社会貢献を行うだけでは

なく、コスト面でのメリットを受けることができる。特に大企業にとっては、控除の上限額

が課税所得の 15％と他国の税制優遇制度に比べても大きく、食品寄附による税制上のメリ

ットが大きい。ただし、食品の価値の算定手順が複雑で、手続きが煩雑であることも影響し

て、中小企業へのメリットは十分ではない、特に農家ではほとんど活用されていないとも指

摘されている8。 
 
税制優遇には、所得控除（Tax deductions、納税額の計算時に課税対象所得額から差し引

くことによる控除）と、税額控除（Tax credits、納税額の直接減額）の 2 つがあり、2 種類

の税制優遇は州・連邦レベルで導入されている。税額控除（Tax credits）は所得控除（Tax 
deductions）を十分に活用できない可能性のある利益率の低い事業において特に効果的と

されている 5。 
9 つの州（アリゾナ、カリフォルニア、コロラド、アイオワ、ケンタッキー、ミズーリ、

オレゴン、サウスカロライナ、バージニア）とコロンビア特別区が連邦の税制優遇に追加で

きる税制優遇措置を提供しており、食品寄附にあたってさらなる経済的インセンティブと

なっている9。例えば、カルフォニア州では、寄附者が負担する輸送コストの 50％に対して

の税額控除措置がある。また、農家に対しての税額控除を導入している州もある。 
 

                                                  
7 Harvard Food Law and Policy Clinic. (2017) Don't Waste, Donate: Enhancing donations through 
federal policy 
（原典：フードバンク団体や現場のチャリティ団体へのヒアリング結果） 
8 Harvard Law School Food Law and Policy Clinic ヒアリング（2021 年 2 月） 
9 Harvard Food Law and Policy Clinic 他（2016 年 4 月）Federal Enhanced Tax Deduction for Food 
Donation: a legal guide 
https://furtherwithfood.org/wp-content/uploads/2017/07/Fed-Tax-Food-Donation-Guide-for-Pub-2.pdf 
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図 4-1 アメリカ各州のうち、追加的な税制優遇措置のある州 
（出典）ReFED. U.S. food waste policy finder より作成（2021/2/5 閲覧）https://policyfinder.refed.com/ 

注）緑色の州では、連邦の税制優遇に追加した税制優遇措置がある。 
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表 4-3 州ごとの税制優遇制度（アメリカ） 
州 優 遇

措置 

内容 対象の寄附者 対象の食品 対象の受贈者 

アリゾナ 所 得

控除 

寄附された

食品による

売上・収益 

レストラン 調理された食

品、飲料、調味

料 

困窮し必要とする

人へ無償で継続的

に食事を提供する

NPO 

アリゾナ 所 得

控除 

寄附された

作物の卸売

市場価格か

直近の売買

価格のどち

らか高い方 

農業や農作物加

工を業とする納

税者 

農作物 税控除要件を満た

すに沿って農作物

を活用する州内の

NPO 

カリフォ

ルニア 

税 額

控除 

在庫費用の

10% 

作物の種まき、

管理、収穫に責

任のある納税者 

生鮮食品 州内のフードバン

ク 

カリフォ

ルニア 

税 額

控除 

輸 送 費 の

50% 

農作物の加工、

分配、売買を業

とする納税者 

農作物 NPO 

コロラド 税 額

控除 

卸売市場価

格の 25%、年

間上限 5,000 

USD 

すべての納税者 農作物（穀物、

果物、野菜）、家

畜、卵、乳製品 

食料援助にあたる

慈善 NPO 

コロラド 税 額

控除 

卸売市場価

格の 25%、年

間上限 1,000 

USD 

C コーポレーシ

ョン 

農作物、家畜 製品と引き換えに

金銭、他の物品・サ

ービスを求めない

慈善団体 

コロンビ

ア特別区 

税 額

控除 

食品寄贈額

の 50%、年間

上 限 2,500 

USD 

すべての納税者 食品（区内の都

市農業やコミ

ュニティガー

デンで育てら

れた野菜、果

物、穀物、きの

こ、蜂蜜、ハー

ブ、ナッツ、種、

根茎） 

コロンビア特別区

フードバンク、もし

くは税控除団体と

して認可されてい

るシェルター 

アイオワ 税 額

控除 

公正な市場

価格の 15%、

年 間 上 限

5,000 USD 

食品を生産する

納税者 

卸売り食品（す

べての品質・表

示基準を満た

すもの） 

フードバンクおよ

び緊急食料援助団

体 

ケンタッ

キー 

税 額

控除 

公正な市場

価格の 10% 

農作物から収入

を得ている納税

者 

食用の農作物 州内で運営されて

いる NPO のフード

プログラム 

ミズーリ 税 額 食品もしく すべての納税者 現金もしくは 州内で、寄附者が住
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州 優 遇

措置 

内容 対象の寄附者 対象の食品 対象の受贈者 

控除 は金銭寄附

の 50%、年間

上 限 2,500 

USD 

期限を過ぎて

いない食品 

む地域のフードパ

ントリー 

オレゴン 税 額

控除 

卸売市場価

格の 10% 

農作物/家畜を生

産している納税

者・企業 

農作物、家畜 無償で食品を配布

する州内のフード

バンクもしくは他

の慈善団体 

サウスカ

ロライナ 

税 額

控除 

屠体一体あ

たり 75 USD 

ライセンスを保

持 す る 梱 包 業

者、精肉業者、加

工工場 

鹿 必要とする人への

食 品 を 配 布 す る

NPO；鹿を部分的に

販売することは不

可 

バージニ

ア 

税 額

控除 

公正な市場

価格の 30%、

年 間 上 限

5,000 USD 

すべての農業従

事者 

食用農作物（穀

物、果物、ナッ

ツ、野菜） 

必要とする人への

食品提供に従事す

る NPO フードバン

ク；食品は必要とす

る人もしくは他の

NPO に販売可能 

（出典）Harvard Food Law and Policy Clinic. (2017) Don't Waste, Donate: Enhancing donations through 

federal policy. 

 
アメリカでのさらなる税制優遇措置の案について、食品寄附に関する法律についての研

究を行うハーバード・ロー・スクールの食品関連法政策講座（Harvard Law School Food 
Law and Policy Clinic）が整理している。例えば、食品寄附に係る連邦税の優遇措置につい

ては以下のような提案がなされている 5。 
 利益率の小さい事業、特に多くの農業からの食品寄附のインセンティブとして、拡大控

除の代わりとなる税額控除への税制優遇措置の拡大。 
 寄附された食品の輸送コストへの税額控除または所得控除。拡大控除の対象として輸

送コストを含めるか、輸送コストに特化した税額控除を新たに導入するかといった案

がある。例えば、物流・輸送業者にとっては物流の帰り便で寄附された食品を運ぶイン

センティブとなるだろう。 
 拡大控除における「無償での食品提供」要件の緩和。現在は食品寄附の見返りとして金

銭、その他の資産やサービスを受け取ってはならないとされているが、食品を配布する

NPO の運営費の補助として少ない金額であれば受け取ることを許容してはどうか。 
 拡大控除の要件である「食品・医薬品・化粧品法（FDCA）への適合」のうち、安全性

基準や食品の安全に関するものに範囲を限定。食品の安全性に関係のない表示（重量、

成分量や製造者の名称・住所など）に欠陥がある食品の寄附のインセンティブとなる。

また、USDA と FDA で食品の安全性に関連のある表示と、安全性に関連のない表示に

ついてのガイダンスを示すことが企業の負担軽減のために望ましい。 
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(2) 免責制度 
 アメリカは食品寄附に係る免責制度を導入した世界で 初の国であり、現在でも強力な

免責制度を有する10。1996 年の善きサマリア人の法により、寄附した食品によって意図し

ない事故が起きても刑事上および民事上の責任を問われないと連邦法で規定されている。 
 
表 4-4 免責制度（アメリカ） 
責任の所在に関する考

え方、内容 
善きサマリア人の法では、誠意を持って食品が寄附される（過

失または故意ではない）限り、認定された NPO に対する食品

の寄附によって意図せざる事故が起きても、提供・寄附者（企

業、個人）及び食品を受け取り配布する NPO は損害の責任を

負わないという免責制度を定める。 

要件 以下の場合、寄附された食品が受贈者に害を及ぼすことがあっ

ても、寄附者とその食品を受け取り配布した NPO の刑事上・

民事上の責任が免除される。 
 必要とする人へ食品を提供する認定された NPO に対する

寄附であること 
 最終的な受贈者へ無償で食品が提供されること 
 誠意を持って寄附されること 
 寄附された食品が法律によるすべての品質・表示基準を満

たすこと 

根拠法 The Bill Emerson Good Samaritan Food Donation Act of 1996 

経緯 食品の寄附を促すため、州による免責制度がまず導入されたも

のの、州ごとに差異があった。連邦法によるベースラインを設

定して食品の寄附を促すため、1996 年 10 月 1 日にクリントン

大統領が署名した。 

効果 食品寄附を促す後押しになったことは、フードバンク業界の

認めるところ。実際に食品寄附を行っている企業では、この

規定がなければ寄附は難しく、強力な支援策であると認識・

評価されている。なお、これまでに裁判で実用されたことは

ない（食品寄附に起因する事故に関する訴訟例もない）。 

 
アメリカでは、食品廃棄と満足な食事を確保できない food insecurity（食料不足）が大き

な課題であり、NPO がフードリカバリー（food recovery）によって両方の問題に対処しよ

うとしてきた。ただ、食品の寄附者にとっては賠償責任が大きなハードルとなっていたため、

各州がフードリカバリーに関する免責制度の導入を始めた11。1970 年代に必要な人へ食品

を届けるため、食品寄附促進に関する連邦・州法の議論が始まったが、まずカリフォルニア

州が 初に州レベルでの食品寄附に係る善きサマリア人の法を通過させ、他州においても

責任範囲の制限に留まるなどの差異はありながらも州法の制定が進んだ。1990 年までに 50

                                                  
10 Harvard Law School Food Law and Policy Clinic（2020）Global Food Donation Policy Atlas: USA 

Executive Summary 
11 University of Arkansas School of Law’s Food Recovery Project（2013）The Legal Guide to the Bill 
Emerson Good Samaritan Food Donation Act（2021/2/5 閲覧） 
https://law.uark.edu/service-outreach/food-recovery-project/Legal-Guide-To-Food-Recovery.pdf 
http://media.law.uark.edu/arklawnotes/2013/08/08/the-legal-guide-to-the-bill-emerson-good-
samaritan-food-donation-act/ 
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州で免責制度が導入された一方で各州によって規定に差があったため、十分な促進策とは

ならなかった。1990 年に連邦議会下院が各州による差異を埋めるため、試験的なサマリア

法（Model Good Samaritan Food Donation Act）を導入した（試験的であり、各州への強

制力はなかったため、1 州での導入に留まった）。1996 年に議会下院で善きサマリア人の法

が通過、全米で統一された食品寄附者・提供者への免責規定となった。善きサマリア人の法

によって、寄附者は 50 州それぞれの免責規定を調査する必要がなくなった12。 
免責の対象となるためには、誠意を持って（good faith）食品が寄附されることが大前提

であるが、「good faith」という用語の定義はない。一方で、「good faith」に相当しないもの

として、寄附者の故意または過失（intentional misconduct または gross negligent）があ

る。故意（intentional misconduct）とは、「行為の実施時点で知識のある主体が、他者の健

康・福祉に害を及ぼすことを認識しながら行われた行為」であり、過失（gross negligent）
とは、「行為の実施時点で知識のある主体によって、自発的に、他者の健康・福利に害を及

ぼす可能性があると認識しながら行われた行為」のことと定められている13。 
 
善きサマリア人の法による免責規定の対象者は、食品寄附者と、寄附された食品を受けと

り、食べ物を必要とする人へ分配する NPO である。法では以下のように規定されている。 
 寄附者（Persons and gleaners14）：非営利団体へ誠意を持って寄附するすべての品質・

表示基準を満たす食品（apparently wholesome food15）が、必要とする人々へ 終的

に配布される場合、寄附者（直接寄附を含む）は、食品の性質、寿命、包装、状態に起

因する民事または刑事責任の対象とはならない。 
 非営利団体（NPO）： NPO が寄附者からへ誠意を持って受け取った、すべての品質・

表示基準を満たす食品（apparently wholesome food）が、必要とする人々へ 終的に

配布される場合、NPO は食品の性質、寿命、包装、状態に起因する民事または刑事責

任の対象とはならない。 
 資格のある直接寄附者（qualified direct donors）による食品（apparently wholesome 

food）の寄附は、該当する州・地方の衛生、食品安全及び食品取扱いに関する法規制に

準拠して行われなければならない。 
食品寄附者としては、個人、企業、パートナーシップ、団体、行政機関、gleaners を含み、

食品小売、卸、ホテル、モーテル、製造、レストラン、ケータリング、農家、病院への食料

配布 NPO などが含まれる 13。一方で対象とされる NPO は幅広く、宗教、慈善、教育目的

で運営されている組織で、収益を生み出さず、組織の役員、従業員や株主に利益をもたらさ

                                                  
12 Feeding America, Protecting Our Food Partners（2021/2/5 閲覧） 
https://www.feedingamerica.org/about-us/partners/become-a-product-partner/food-
partners#:~:text=The%20Federal%20Bill%20Emerson%20Good%20Samaritan%20Food%20Donation
%20Act&text=Protects%20you%20from%20civil%20and,cause%20harm%20to%20the%20recipient%3
B&text=Sets%20a%20floor%20of%20%22gross,persons%20who%20donate%20grocery%20products. 
13 Cornell Law School, Legal Information Institute（2021/2/5 閲覧） 
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/42/1791 
14 Persons and gleaners。Person（寄附者）は、個人、法人、パートナーシップ、組織・団体、政府機

関などで、食品小売店、卸売業、ホテル、モーテル、製造業者、レストラン、仕出し業者、農家、非営利

の食品配布団体・病院を含む。gleaner とは寄附のための食品の収集者であり、フードリカバリーとほぼ

同義だが、善きサマリア人の法においては、特に寄附のために農作物を収穫・回収する者をいう。 
参照）Cornell Law School, Legal Information Institute（2021/2/5 閲覧） 
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/42/1791 
15 apparently wholesome food とは、もともと見た目、寿命、鮮度、グレード、サイズ、余剰であるなど

の状態ですぐには市場に出せないものであっても、連邦、州、地方政府が定めるすべての品質・表示基準

を満たす食品のこと 
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ないものとされており、IRC501(c)(3)16認定団体である必要はない。 
 
免責規定の適用を受けるためには、寄附者と食品を受け取る NPO は以下の 4 つの要件を

満たす必要がある 5。 
(1) 誠意を持って NPO へ寄附された食品であること、つまり寄附された食品が安全に食べ

られるものと確信していること 
(2) 食品は連邦、州、地方政府が定めるすべての品質・表示基準を満たす必要がある。もと

もと見た目、寿命、鮮度、グレード、サイズ、余剰であるなどの状態で表示が難しいも

のであっても同様 
(3) 食品を受け取る NPO が困窮している個人へ食品を提供すること 
(4) 終的な受贈者が寄附された食品に対して何ら金銭的な支払いをしないこと 

2 つ目の規定により、食品が品質・表示基準をすべては満たさない場合でも、寄附をす

る前に食品がすべての品質・表示基準を満たすように再調整されていれば、寄附者や配布者

は免責制度による保護を受けることができる。この特例のためには、食品の寄附者は NPO
へ食品にどのような欠陥があるのか知らせ、NPO は満たす必要がある基準についての知識

を持った上で、適切に再調整を行う意志がある事が必要である。 
また、4 つ目の規定により、ある NPO（A）が他の NPO（B）へ食品を寄附した時、

初に食品を渡した NPO（A）は NPO（B）から少額の手数料を受け取ることができる。た

だし、 終的な受贈者が食品に対しての支払いを行う場合には免責制度の対象から外れる。 
 
善きサマリア人の法では民事責任と刑事責任の免除が規定されているが、食品の寄附者

もしくは食品を受け取り配布する NPO が誠実（good faith）に行動していることが前提で

あり、故意または過失であった場合には保護の範囲から外れる。また、アメリカにおいては、

故意か、少なくとも無謀な行動（reckless：過失よりも意図的であったと見なされる）でな

い限り、一般的に刑事責任は問われない17。故意もしくは無謀な行動として事故の可能性が

ある食品を寄附する者に免責は適用されないことから、善きサマリア人の法での刑事責任

の免責は実質的な運用には関係がない。善きサマリア人の法による民事責任と刑事責任の

免除は、食品の寄附を後押しすることが意図であり、故意もしくは不誠実（bad faith）な寄

附行為でない限り、裁判所でも責任の賠償を求めないように示すものである。 
 
司法省（The Department of Justice/DOJ）の Office of Legal Counsel では善きサマリア

人の法は連邦レベルでの免責のベースラインを設定するものであり、連邦法よりも弱い保

護・免責範囲の州法に対しては連邦法の規定が優先するが、各州が追加的により強い保護を

与えることもできるとしている18。例えば 2、連邦の善きサマリア人の法では、 終的な受

贈者が食品に対しての支払いをする場合には免責の対象範囲から外れるが、オレゴン州や

マサチューセッツ州などでは免責の対象に含めている。更に、連邦法では寄附者が直接 終

的な受贈者に食品を提供する場合は免責の規定範囲外である一方で、アリゾナ州やニュー

ハンプシャー州などでは、慈善団体や NPO への寄附だけではなく、直接寄附も免責適用範

囲に含まれている。なお、全米 50州及びコロンビア特別区において民事責任（Civil liability）
は免責されるものの、刑事上の責任（Criminal liability）の規定には州ごとに差異がある。 

                                                  
16 税制優遇の項を参照のこと（寄附による税控除の対象となる慈善団体等） 
17 Harvard Law School Food Law and Policy Clinic ヒアリング（2021 年 2 月） 
18 USDA ヒアリング（2021 年 1 月） 
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図 4-2 アメリカ各州のうち、連邦法よりも強力な免責制度のある州 
（出典）ReFED. U.S. food waste policy finder より作成（2021/2/5 閲覧）https://policyfinder.refed.com/ 

注）水色が濃いほど、連邦法よりも強い免責規定が州法で定められていることを示す。灰色の州は連邦法

によるベースラインの規定のみ。マサチューセッツ州、オレゴン州、アリゾナ州では州法でより強い免責

制度があると整理されている。特にマサチューセッツ州では、要件を満たせば、期限を過ぎた食品の寄附

を明示的に認めている。 

 
 
表 4-5 州ごとの免責制度（アメリカ） 

州 出典 

適用範囲 最終的な受贈者が寄附

された食品へ支払いを

する場合にも免責適用 

直接寄附

にも免責

適用 

民 事

責任 

刑 事

責任 

アラバマ Ala. Code 1975 § 20-

1-6 

〇 〇   

アラスカ Alaska Stat. § 

17.20.346 

〇 〇 〇  

アリゾナ Ariz. Rev. Stat. Ann. § 

36-916 

〇  〇 〇 

アーカンソ

ー 

Ark. Code Ann. § 20-

57-103 

〇 〇 〇  

カリフォル

ニア 

Cal. Civ. Code § 

1714.25 

〇    

コロラド Colo. Rev. Stat. § 13-

21-113 

〇 〇   

コネチカッ

ト 

Conn. Gen. Stat. 

Ann. § 52-557L 

〇 〇 〇  
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州 出典 

適用範囲 最終的な受贈者が寄附

された食品へ支払いを

する場合にも免責適用 

直接寄附

にも免責

適用 

民 事

責任 

刑 事

責任 

デラウェア Del. Code Ann. Tit. 

10, § 8130 

〇 〇   

コロンビア

特別区 

D.C. Code § 48-301 〇 〇   

フロリダ Fla. Stat. Ann. § 

768.136 

〇 〇   

ジョージア Ga. Code Ann. § 51-

1-31 

〇 〇 〇  

ハワイ Haw. Rev. Stat. § 

145D-1—D-5 

〇 〇   

アイダホ Idaho Code Ann. § 6-

1301—1302 

〇 〇   

イリノイ 745 Ill. Comp. Stat. 

50/1—50/4 

〇    

インディア

ナ 

Ind. Code § 34-30-5-

1—34-30-5-2 

〇    

アイオワ Iowa Code Ann. § 

672.1 

〇 〇 〇  

カンサス Kan. Stat. Ann. § 65-

687 

〇 〇   

ケンタッキ

ー 

Ky. Rev. Stat. § 

413.247—248 

〇 〇   

ルイジアナ La. Rev. Stat. Ann. § 

9:2799 

〇   ジビエの

み適用 
メイン Me. Rev. Stat. tit. 14, 

§ 166 

〇    

メリーラン

ド 

Md. Code Ann. Cts. & 

Jud. Proc. § 5-634 

Md. Code Ann. 

Health—Gen. § 21-

322 

〇    

マサチュー

セッツ 

Mass. Gen. Laws 

Ann. Ch. 94, § 328; 

105 Mass. Code 

Regs. 520.119 

〇  〇 *2 

ミシガン Mich. Comp. Laws 

Ann. § 691.1572 

〇  〇  

ミネソタ Minn. Stat. Ann. § 

604A.10 

〇   〇 

ミシシッピ Miss. Code Ann. § 〇    
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州 出典 

適用範囲 最終的な受贈者が寄附

された食品へ支払いを

する場合にも免責適用 

直接寄附

にも免責

適用 

民 事

責任 

刑 事

責任 

ー 95-7-1 

ミズーリ Mo. Rev. Stat. § 

537.115 

〇 〇   

モンタナ Mont. Code Ann. § 

27-1-716 

〇 〇 〇  

ネブラスカ Neb. Rev. Stat. § 25-

21,189 

〇  *1  

ネバダ Nev. Rev. Stat. § 

41.491 

〇   〇 

ニューハン

プシャー 

N.H. Rev. Stat. § 

508:15 

〇 〇 〇 〇 

ニュージャ

ージー 

N.J. Stat. Ann. § 

24:4A-1—A5 

〇 〇 〇  

ニューメキ

シコ 

N.M. Stat. Ann. § 41-

10-1—3 

〇 〇  〇 

ニューヨー

ク 

N.Y. Agric. & Mkts. 

Law § 71-y—z 

〇 〇   

ノースカロ

ライナ 

N.C. Gen. Stat. Ann. 

§ 99B-10 

〇 〇 〇  

ノースダコ

タ 

N.D. Cent. Code § 

19-05.1-02—19-

05.1-05 

〇 〇   

オハイオ Ohio Rev. Code Ann. 

§ 2305.37 

〇    

オクラホマ Okla. Stat. Ann. tit. 

76, § 5.6 

〇 〇 〇  

オレゴン Or. Rev. Stat. § 

30.890 

〇 〇 〇  

ペンシルベ

ニア 

10 Pa. Stat. Ann. § 

351-58 

〇 〇   

ロードアイ

ランド 

R.I. Gen. Laws Ann. § 

21-34-1—2 

〇 〇 *1  

サウスカロ

ライナ 

S.C. Code Ann. § 15-

74-10—40 

〇 〇   

サウスダコ

タ 

S.D. Codified Laws § 

39-4-22—24 

〇 〇   

テネシー Tenn. Code Ann. § 

53-13-101—103 

〇 〇   

テキサス Tex. Civ. Prac. & 

Rem. Code Ann. § 

〇 〇 *1  
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州 出典 

適用範囲 最終的な受贈者が寄附

された食品へ支払いを

する場合にも免責適用 

直接寄附

にも免責

適用 

民 事

責任 

刑 事

責任 

76.001—004 

ユタ Utah Code Ann. §§ 4-

34-5, § 78B-4-502 

〇 〇   

バーモント Vt. Stat. Ann. tit. 12, § 

5761—5762 

〇 〇  〇 

バージニア Va. Code Ann. § 3.2-

5144 

〇    

ワシントン Wash. Rev. Code 

Ann. § 69.80.031 

〇 〇   

ウエストバ

ージニア 

W. Va. Code, § 55-

7D-1—4 

〇 〇   

ウィスコン

シン 

Wis. Stat. Ann. § 

895.51 

〇    

ワイオミン

グ 

Wyo. Stat. Ann. § 35-

7-1301 

〇    

*1 食品を配布する団体（Food recovery organization）が免責の適用を受けるためには食品を無償で配布することが要件。

なお、食品を配布する団体が有償で食品を配布しても寄附者は免責対象。 

*2 期限を過ぎた食品の寄附を明示的に認める。ただし、人が安全に食べられる、連邦・州・地域のすべての表示・品質

基準を満たす食品（Wholesome food）で、期限を過ぎていない食品とは分けられ、期限が過ぎていることが明示されて

いる場合に限る。 

（出典）Harvard Food Law and Policy Clinic. (2017) Don't Waste, Donate: Enhancing donations through 

federal policy 

 
食品寄附のハードルである賠償責任の免責を定めたことで、寄附の強力な後押しになっ

ているとフードバンク19や食品を寄附する企業20に評価されており、アメリカで食品寄附量

が多い一因であると広く認識されている 17。ただし、1996 年に善きサマリア人の法が導入

された当時のデータはなく、制度導入による定量的な効果は把握されていない。また、アメ

リカ国内においても、把握されている限りでは善きサマリア人の法の導入前であっても寄

附された食品に起因する事故に対しての訴訟例はない 17。 
免責制度は食品寄附の後押しとなっている一方で、Food Waste Reduction Alliance

（FWRA）の 2016 年調査21によると、50％の食品製造業と、25％の食品卸・小売業が、依

然として食品寄附の主な障壁として「責任」の問題を挙げている（図 4-3、図 4-4）。USDA18

及び Harvard Law School Food Law and Policy Clinic17によれば、これまで善きサマリア

人の法が実際に裁判で用いられたことはなく、寄附した食品に起因して何らかの事故が発

                                                  
19 セカンドハーベスト・ジャパン「平成 27 年度農山漁村 6 次産業化対策事業」フードバンク運営マニ

ュアル https://www.2hj.org/about/pdf/H2709_Maff-FoodBankManual_2HJ.pdf 
20 農林水産省 平成 27 年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業「海外における食品廃棄物等の発生

状況及び再生利用等実施状況調査」報告書 
21 Food Waste Reduction Alliance (FWRA) 2016 Analysis of U.S. Food Waste Among Food 
Manufacturers, Retailers, and Restaurants 
https://foodwastealliance.org/wp-content/uploads/2020/05/FWRA-Food-Waste-Survey-2016-
Report_Final.pdf 
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生した時に本当に免責をされるのか確証が持てないために賠償リスクを恐れて食品を寄附

していない企業もあるという。 
Harvard Law School Food Law and Policy Clinic では、対応策として以下のような内容

を提案している 2。 
 法に関してよくある疑問に対しての解説文書を作成し、保護規定についての普及啓発 
 免責範囲の拡大（ 終的な受贈者への直接寄附と、 終的な受贈者から僅かな料金を請

求する場合にも拡大） 
 食品の期限表示が安全性よりも品質に関するものである場合、期限を過ぎた食品を寄

附した場合も免責対象であると明確に示すこと（品質・表示基準を満たすように食品が

再調整されている場合も含む。行政文書では期限の過ぎた食品も免責対象とはされて

いるものの、より明確化すること） 
なお、善きサマリア人の法の連邦法としての所管は司法省であるが22、議会下院は法解釈

や執行についての所管官庁を定めてはいない。農務省は、2018 Farm Bill（PL 115-334）23

に基づいて善きサマリア人の法についての FAQ24を取りまとめ、ホームページで情報発信

をしている。 
 
善きサマリア人の法での主な対象は食品の寄附に起因する事故の免責だが、食中毒の発

生だけではなく、食品回収全般が免責制度の対象である。例えば、農場で NPO が食品を回

収する時にボランティアの誰かが怪我をしたら NPO は免責される。また、食品以外の日用

品の寄附も対象となる。対象の品目は食品（apparently wholesome food）と日用品

（apparently fit grocery products）であり、食品以外には例えば、以下のような品目が対

象とされている 13；使い捨ての紙製品、使い捨てのプラスチック製品、家庭用洗浄剤、洗濯

洗剤、洗浄剤、その他の家庭用品。ただし、食品以外は前述の食品寄附に係る税制優遇措置

の対象とはならない 17。 

 

                                                  
22 USEPA. USDA ヒアリング（2021 年 1 月） 
23 USDA, Information on the Bill Emerson Good Samaritan Food Act（2021/2/5 閲覧） 
https://www.fns.usda.gov/tefap/information-bill-emerson-good-samaritan-food-act 
24 USDA, Frequently Asked Questions about the Bill Emerson Good Samaritan Food Donation Act 
https://www.usda.gov/sites/default/files/documents/usda-good-samaritan-faqs.pdf 
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図 4-3 食品寄附にあたっての障壁（食品製造業、2012-2016 年） 
（出典）Food Waste Reduction Alliance (FWRA) 2016 Analysis of U.S. Food Waste Among Food 

Manufacturers, Retailers, and Restaurants 

注）調査対象の変更により、経年比較はできない 

 

 
図 4-4 食品寄附にあたっての障壁（食品卸・小売、2012-2016 年） 
（出典）Food Waste Reduction Alliance (FWRA) 2016 Analysis of U.S. Food Waste Among Food 

Manufacturers, Retailers, and Restaurants 

注）調査対象の変更により、経年比較はできない 
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(3) その他の制度 
① 緊急食料支援プログラム（TEFAP） 

TEFAP は連邦政府による低所得者層向けの緊急食料援助団体への食料配布プログラム

で、連邦の予算によって政府が買い上げた食料が各州を通じてフードバンク等へ供給され

る。買い上げる対象が余剰農産物ではあるが、厳密には食品ロスになるものではない。一方

で、アメリカの多くのフードバンク団体が TEFAP を通じた食料供給を受けている。また、

2018 年以降、食品廃棄対策も念頭に置いたプログラムが始まっている。 
 
表 4-6 緊急食料支援プログラム（TEFAP） 
制度の内容 余剰農産物などを政府が買い上げ、各州を通じてフードバンク等へ提

供する制度 

根拠法 Emergency Food Assistance Act of 1983 で設立され、関連して多くの

法制定があったが、直近は The 2018 Farm Bill (§4018 of P.L. 115-334) 

経緯 1983 年から始まった低所得者層向けの緊急食料援助プログラムであ

り、現在に至るまで連邦政府の継続的な予算が割り振られている。 

効果 Feeding America の加盟団体を含め、多くのフードバンク団体が食品を

受け取っている。団体によっては扱う食品の最大 40％が TEFAP を経

由した例もある。 

 
農務省食料・栄養局（USDA-FNS）が所管する緊急食料支援プログラム（The Emergency 

Food Assistance Program/ TEFAP）では、連邦政府としてアメリカの低所得世帯へ無料の

食料援助を実施している25。TEFAP を通じて農務省農業市場局（USDA-AMS）や農作物信

用公社（CCC）がアメリカ国内から食料を調達し、失業者数や低所得者数（収入が貧困レベ

ルに満たない）に応じて各州へ食料が分配される。各州がフードバンクを始めとした地域の

機関・団体へ食品を分配し、各地域のスープキッチンやフードパントリーで直接受益者へと

提供される仕組みであり、継続した連邦予算が振り分けられている。 
TEFAP は低所得者層向けの食料支援の他に、農業支援策（農作物の価格調整施策）の側

面もある。Emergency Food Assistance Act of 1983 によって一時的緊急食料支援プログラ

ム（Temporary Emergency Food Assistance Program/ TEFAP）が設立されたのが始まり

で、当初から不況時の食料支援施策であると同時に政府が抱える余剰農産物対策でもあっ

た。その後も関連して多くの法改正が成されている26。例えば、2018 年の Farm Bill（P.L. 
115-334）では、2023 年度まで対象となる食料品の範囲を拡大した他、食品廃棄対策の側面

が盛り込まれた。近年はハリケーンなどの災害対応における TEFAP の活用も始まっている
27。 

2020 年にはアメリカ全国で食料調達費として 8.98 億 USD、運営費として 3.57 億 USD、

合計 12.54 億 USD が TEFAP から各州に割り当てられた28。コロナ禍を受けて 2020 年 3

                                                  
25 USDA, The Emergency Food Assistance Program（2021/2/5 閲覧） 
https://www.fns.usda.gov/tefap/emergency-food-assistance-program 
26 USDA, Final Rule: TEFAP Implementation of the Agriculture Improvement Act of 2018（2021/2/5
閲覧）https://www.fns.usda.gov/tefap/fr-100419 
27 Congressional Research Service（2020）The Emergency Food Assistance Program (TEFAP): 

Background and Funding（2021/2/5 閲覧）https://fas.org/sgp/crs/misc/R45408.pdf 
28 USDA-FNS, Total TEFAP Assistance to States（2021/2/5 閲覧） 
https://www.fns.usda.gov/tefap/total-tefap-assistance-states 
USDA-FNS, TEFAP: Allocation of Coronavirus Aid, Relief, and Economic Security Act Supplemental 
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月 27 日に承認された Coronavirus Aid, Relief, and Economic Security Act（PL 116-136, 
CARES Act）によって 2020 年予算として追加で TEFAP に割り当てられた 4.5 億 USD も

計上されている。追加の 4.5 億 USD のうち 1.5 億 USD が食料調達、残りが運営費用に当

てられるもので、予算を受けたい各州は資金の使途について明確にして 2020 年 5 月 1 日ま

でに申請をするよう求められていた。 

 

図 4-5 TEFAP の食料・資金のフロー 
（出典）Congressional Research Service（2020）The Emergency Food Assistance Program (TEFAP): 

Background and Funding  

 
TEFAP が対象とする食品は果実（ジュース含む）、野菜（缶・冷凍含む）、豆類、タンパ

ク質（肉・魚、卵、ピーナッツバターなど）、乳製品、油、穀物などで、業界の要請、市場

分析、フードバンクでの需要に応じて購入する品目や数量が決定される29。品目としては保

存のきく食品（shelf stable food）が多い。 
各州は食料配布団体へ直接食料を提供するか、受け手の団体に委託することができるが、

多くの州はフードバンク団体へ委託している。アメリカの多くのフードバンク団体が

TEFAP からの食品を供給されており、Feeding America も食品の 3 割を政府プログラムを

通じて調達している（図 4-15 参照）。例えば、アリゾナ州の St. Mary’s Foodbank では、

大 40％の食品が TEFAP から提供されていたとの報告もある 19。 
 
USDA-FNS は 2018 Farm Bill（PL 115-334） に基づき、2020 年から Farm to Food 

bank Project を開始した30。(a)寄附によって農業生産・加工・流通の過程における食品廃棄

を削減し、(b)必要としている人に食料を届け、(c)農業生産者・加工業者・流通業者間の連

携をすすめるとして、2020 年には 19 州の TFEAP 担当機関に合計約 375 万 USD を割り

当てた。これを受けて、例えばカリフォルニア州では、California Department of Social 
Services (CDSS)が California Association of Food banks などと協力しながら、農作物の収

                                                  
Appropriations（2021/2/5 閲覧） 
https://www.fns.usda.gov/tefap/allocation-coronavirus-aid-relief-and-economic 
29 USDA-FNA（2020/5/4）USDA Announces Additional Food Purchase Plans（2021/2/8 閲覧）

https://www.fns.usda.gov/news-item/fns-000520 
30 USDA-FNS（2020/3/11）TEFAP – Farm to Food Bank Projects State Plan Requests and Fiscal 
Year 2020 Allocations https://www.fns.usda.gov/tefap/farm-food-bank-projects 
USDA-FNS（2020/7/13）FY 2020 Farm to Food Bank Project Summaries 

https://www.fns.usda.gov/tefap/fy20-farm-food-bank-project-summaries 
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穫、加工、包装、輸送にかかる費用の支払いに 82 万 USD 余りを拠出するとしている。 

 
図 4-6 Farm to Food bank Project への参加 19 州（2020 年） 
（出典）USDA-FNS（2020/7/13）FY 2020 Farm to Food Bank Project Summaries 

注）赤色の州がプログラムへの参加 

 
 
② 連邦機関からの余剰食品の寄附促進策 

 食品関連サービスと契約する連邦の行政機関に対して、必要とする人へ食品を提供する

NPO への余剰食品の提供・寄附を奨励する法律がある。食品販売や食品関連サービスとの

契約時に、余剰食品を寄附する方針を盛り込むようにするものだが、行政機関も契約先の事

業者にとっても寄附が義務化されたわけではない。また、実際に寄附したかを記録すること

も求められてはいない。 
 
表 4-7 連邦機関からの余剰食品の寄附促進策 
制度の内容 25,000 USD 以上の食品販売や食品関連サービスの契約を結ぶ連邦機

関に対して、余剰食品の寄附を勧めることを契約条件に盛り込むよう

求める。 

根拠法 The U.S. Federal Food Donation Act of 2008（P. L. 110–247）31 

経緯 フードバンク等の食料確保を支援するため、2007 年に連邦議会の下

院・上院を通過 

効果 不明（事業者が寄附をしたかの記録・報告は求められていない） 

 
フードバンク等の食料確保を支援するため、2007 年に連邦議会の下院と上院を通過した

The U.S. Federal Food Donation Act of 2008 では、25,000 USD 以上の食品販売や食品関

連サービス（パーティーやイベントなど連邦機関の施設を使うものなど）の契約を結ぶ時に、

連邦機関に対して「余剰の食品（安全で、すべての品質・表示基準を満たすもの）を必要す

                                                  
31 https://www.congress.gov/110/plaws/publ247/PLAW-110publ247.pdf 
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る人へ食品を提供する NPO へ 大限寄附する」ように奨励することを事業者との契約の条

件として盛り込み、事業者からの寄附を勧めることが求められている。契約時には、連邦の

機関とその長が余剰食品の安全な輸送・配布のコストとロジスティクスについて責任を負

わないことを明記するように定めている。また、機関と事業者の両方が要件を満たす限り、

善きサマリア人の法の免責対象であるとしている。 
なお、事業者が実際に食品を寄附したかの記録・報告は求められておらず、どれほどの食

品が寄附されたかは把握されていない。また、寄附をする事を事業者に勧めるのみで、連邦

機関や事業者に実際に寄附することを要求しているわけではない 5。 
 
 
③ 寄附される食品の安全・衛生基準 

Feeding America32のネットワークに加盟するフードバンク団体においては、食品小売、

メーカー、レストランが従わなければならないものと同じ、以下のガイドラインへ従ってい

る。また、加盟するそれぞれのフードバンク団体は食品安全と業界基準について、独自の第

三者監査を行っており、スタッフへの研修も実施している。 
 米国食品医薬品局 (FDA) の食品に関する製造、加工、包装または取扱に関する現在の

適正基準（Current Good Manufacturing Practices for the Manufacturing, Processing, 
and Packaging, or Handling Human Food）33 

 FDA Food Code 
 FDA と米国食品医薬品局協会（AFDO）が策定した Model Salvage Code 
 連邦食品・医薬品・化粧品法（Federal Food, Drug, and Cosmetic Act） 
 適性包装表示法（Fair Packaging and Labeling Act）34 

 
連邦では、Comprehensive Resource for Food Recovery Programs35を、フードリカバリ

ープログラムに向けたガイドラインとして提供している。この文書では、販売される食品も

無償で提供・寄附される食品についても、同じ保護策を取ることが求められるとする。特に、

食中毒の防止の為に Food Code では以下のような事項の基準を定めているとする；マネー

ジャーや責任者の知識要件、食品取扱者の健康管理、食品取扱者の研修と監督、食中毒を防

止するため手などを経由した食品の細菌・汚染からの保護、時間や温度要件、設備の設計や

メンテンナス。 
Comprehensive Resource for Food Recovery Programs は安全なフードリカバリープロ

グラムを設立するための情報を提供するガイドラインで、特に小売業から食品寄附・フード

リカバリープログラムに焦点を当ている。1990 年代からフードリカバリープログラムでの

食品安全についての議論が始まり、1997 年に FDA 及び USDA が素案を提示し、食品産業、

小売、Feeding America を含む食料援助団体、規制当局などを含めた食品安全に関する専

                                                  
32 Feeding America, Food Donation Guidelines, Ensuring Food Safety（2012/2/5 閲覧） 

https://www.feedingamerica.org/about-us/partners/become-a-product-partner/food-safety 

https://www.feedingamerica.org/our-work/our-approach/ensure-food-safety 
33 The Current Good Manufacturing Practices for the Manufacturing, Processing, and Packaging, or 
Handling Human Food 
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2011-title21-vol2/pdf/CFR-2011-title21-vol2-part110.pdf 
34 https://www.ftc.gov/enforcement/rules/rulemaking-regulatory-reform-proceedings/fair-packaging-
labeling-act-regulations-0 
35 Conference for Food Protection（2016）Comprehensive Resource for Food Recovery Programs 
http://www.foodprotect.org/guides-documents/comprehensive-guidance-for-food-recovery-programs/ 
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門家団体（CFP）での議論を経て 2000 年に策定後、直近では 2016 年 4 月に改定された。

法ではないが、Food Code に基づいて安全に食品を扱うためのポリシーや工程のガイドラ

インとなっている。当初は Food Code の付属文書となることも提案されていたが、CFP は

別の文書として発行することを決定した。このため、Food Code に食品の寄附やフードリ

カバリーについての明確な規定が含まれておらず、各州においても食品安全規制当局の管

轄に明確に含まれていない可能性があると指摘されている36。 
 
 
④ 食品の期限表示 

アメリカでは乳幼児用ミルク以外は食品の期限表示に関する連邦の規定はない37。食品製

造事業者は消費者や小売事業者へ食品の品質を保てる期間を知らせるために期限を表示す

るが、連邦法においては幼児用ミルク以外では期限は食品安全性の指標とは見なされてい

ない。一方で 41 州が食品の期限表示について何らかの規則を設けており、20 州とコロンビ

ア特別区では期限を過ぎた後の食品の販売を規制している（図 4-7）。対象の品目は州によ

って異なるが、モンタナ州では期限を過ぎた乳製品は販売だけではなく、寄附も禁止されて

いる。 
基本的に食品の期限の表示内容や定義は製造者に委ねられており、アメリカ国内でも期

限を表す用語が乱立している状況である。例えば、Best if Used By/Before、Sell-By、Use-
By、Freeze-By などがあるが、消費者に混乱をもたらし、食品廃棄につながっているとし

て、USDA の Food Safety and Inspection Service (FSIS)では食品製造・小売事業者へ Best 
if Used By という表示を推奨している。ただし、推奨事項であり、要件・規制ではない。

Best if Used By という表示では、消費者に「品質が保たれた状態で食べられる期限の日付

である」と伝える意図がある。食品に傷みが見えない限りは Best if Used By の日付を過ぎ

ても安全に食べることができ、販売・購入、寄附、消費することができるとされている。 
 

                                                  
36 例えば 2013 年の Food Code では、参考文書で概要が紹介されるに留まっていた 
参考）Harvard Food Law and Policy Clinic. (2017) Don't Waste, Donate: Enhancing donations 
through federal policy 
37 USDA FSIS, Food Product Dating 
https://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/get-answers/food-safety-fact-
sheets/food-labeling/food-product-dating/food-product-dating 
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図 4-7 アメリカにおいて期限を過ぎた食品の販売に規制のある州 
（出典）ReFED. U.S. food waste policy finder より作成（2021/2/5 閲覧） 

https://policyfinder.refed.com/ 

注）灰色の州では、特定の食品について期限表示の要件があり、期限を過ぎた食品の販売に規制がある。

ただし、対象の品目は州によって違う。 

 
 

フードバンク団体や慈善団体、消費者は、期限を過ぎた食品を寄附し、また受け取って消

費することはできるが、配布や消費の前に品質を確かめることが推奨されている。例えば、

FDA38では缶詰からの液漏れや継ぎ目に錆がある場合、冷凍冷蔵食品の温度管理が適切に行

われていない場合、調理済食品の見た目や匂いが異常な場合などは食中毒の恐れがあるた

め、購入・消費しないようにとしている。 
また、Comprehensive Resource for Food Recovery Programs35では様々な食品の期限表

示について以下のように整理し、調理済食品が販売期限（Sell by）や消費期限（Use by）
を過ぎている場合（期限よりも前に冷凍されていない場合）には安全ではないと指摘されて

いる。殺菌された食品（牛乳やチーズなど）については、Sell by の日付は食品の品質に関

するものであり、傷んでいない限りは安全に食べられるとしている。 
 Sell by：製造者もしくは小売事業者が決定する、温度管理の必要な食品の販売期限 
 Use by：温度管理が必要な食品の販売期限、常温で保存のきく食品（shelf stable 

products）の品質基準 
 Best by：通常、常温で保存のきく食品（shelf stable products）に表示され、食品の安

全性ではなく品質に基づく日付. 
 Expiration：製造者もしくは小売事業者が決定し、食品の安全性ではなく品質に基づく

日付 
USDA では、2020 年 12 月に食肉（Meat and poultry）の NPO への寄附について、ガ

                                                  
38 FDA, Surplus, Salvaged, and Donated Foods（2021/2/4 閲覧） 
https://www.fda.gov/food/buy-store-serve-safe-food/surplus-salvaged-and-donated-foods 
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イドラインを発表し、パブリックコメントを募集している39。食肉だけが対象だが、寄附で

きる食品、寄附する製品の表示、対象となる寄附先、配布団体での表示貼付け（ 終的な消

費者に向けた表示）について整理したもので、食品廃棄対策の一環と位置づけられている。 
なお、Feeding America では乳製品や卵、デリの食品については販売期限や使用期限（sell-

by, use-by）を過ぎた場合には受け付けていないが、肉や魚などの冷凍食品については、販

売期限や消費期限（sell-by, use-by）の前に冷凍されたものであれば受け付けている40。一

方で、フードドライブにおいては販売期限（sell-by）を過ぎた食品は扱わないとしている41。 
 
 

 フードバンクの実態や背景 
(1) 背景 
① 食品ロスの発生状況・目標 

USEPA42によるとアメリカにおける食品廃棄量43は2018年時点で食品産業、家庭、商業、

各機関からの合計で 1.03 億トン余りと推計され、食品産業を除くと約 6,300 万トンの食品

廃棄物が発生しているとされる。また、食品廃棄物のうち 39％が食品関連産業から排出さ

れ、食品廃棄物の 36％が埋め立てられるとされている（図 4-8、図 4-9）。なお、推計にあ

たっては食品（可食部）と非可食部の区別はされていない。 
また、食品供給量の 3 分の 1 以上が食べられずに食品ロスもしくは食品廃棄物になると

も指摘されている44。 
 

                                                  
39 FSIS Guideline to Assist with the Donation of Eligible Meat & Poultry Products to Non-Profit 
Organizations（2021/2/16 閲覧） 
https://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/regulatory-compliance/guidelines/2020-0016 
40 Feeding America, Online Marketplace and Retail - Food Safety Guidelines 
 https://www.fmi.org/docs/default-source/sustainability/online-marketplace-and-retail-food-safety-
guidelines-v25.pdf 
41 Feeding America, What to donate to a food bank and what to avoid（2021/2/4 閲覧） 
https://www.feedingamerica.org/hunger-blog/what-donate-food-bank-and-what-avoid 
42 USEPA（2020）2018 Wasted Food Report 
https://www.epa.gov/sites/production/files/2020-11/documents/2018_wasted_food_report-11-9-
20_final_.pdf 
43 wasted food generation：本来の目的で活用されず、必要とされる人への寄附、飼料化から埋め立てま

で様々な手段で処理されたものをいう。 
44 USEPA, USDA, EPA, and FDA announce partnership with the Food Waste Reduction Alliance
（2021/2/4 閲覧） 
https://www.epa.gov/newsreleases/usda-epa-and-fda-announce-partnership-food-waste-reduction-
alliance 
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図 4-8 アメリカにおける食品廃棄のセクター別発生状況（2018 年） 
（出典）USEPA（2020）2018 Wasted Food Report 

 

 

図 4-9 アメリカにおける食品廃棄物の処理手法（2018 年） 
（出典）USEPA（2020）2018 Wasted Food Report 

 
USDA 及び USEPA は 2015 年に 2030 年までの食品ロス・廃棄（FLW）の半減目標を設

定した45。なお、食品ロス・廃棄のデータについて、現状アメリカでは統一したベースライ

                                                  
45 USEPA, United States 2030 Food Loss and Waste Reduction Goal 
https://www.epa.gov/sustainable-management-food/united-states-2030-food-loss-and-waste-reduction-goal 
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ン推計はなく、以下 2 つの違ったアプローチでの推計が行われている。いずれも包括的な

FLW の推計ではないものの、両者の削減を目指すことが FLW の削減及び埋め立てによる

環境負荷削減につながると整理されている46。 
 USEPA 推計：2010 年をベースラインとして、一人あたりの食品廃棄量は 218.9 lbs（約

99.3kg）と推計。2030 年の FLW 削減目標として埋め立てられる食品廃棄を 50％削減

し、一人あたり 109.4 lbs（約 49.6kg）を目指すとする。 
 USDA 推計：食品供給（小売・消費者）レベルでの食品ロス・廃棄の量を対象とする。

2020 年の小売・消費者レベルでの FLE は食品供給量の 31％と、1,330 億 lbs（約 6,033
万トン）、約 1,620 億 USD に相当すると推計。 

 
USEPA は毎年アメリカの食品廃棄物量に関するレポートを公表47しているが、2020 年

11 月に初めて、食品廃棄半減目標の設定を受けて検討した新しい方法による推計結果を公

表した。セクターごとの食品廃棄物の処理フローも整理されているが、フードバンクへの食

品寄附は食品産業、卸・小売業、外食・サービス業の 3 セクターから行われると設定し、フ

ードバンクに提供される余剰食品の量の 3 分の 1 ずつが、食品産業、卸・小売業、外食・サ

ービス業の 3 セクターからのものと仮定している（図 4-11、図 4-10）。 

 

図 4-10 アメリカにおける食品関連セクターごとの食品廃棄物の処理手法（2018 年） 
（出典）USEPA（2020）2018 Wasted Food Report 

 
食品寄附の量について、USEAP のレポートでは、フードバンク 1 団体あたりの食品取扱

量をアメリカ 大のフードバンクのネットワークである Feeding America の 2018 年版ア

ニュアルレポートに基づいて計算し、アメリカで活動するフードバンクの団体数（2018 年

                                                  
46 USDA, Food Waste FAQs （2021/2/4 閲覧）https://www.usda.gov/foodwaste/faqs 
47 新版は 2020 年 11 月に発表された 2018 年データに基づくレポート。 
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に 1,304 団体）を掛け合わせてアメリカにおけるフードバンクの食品取扱量を推計してい

る。 
食品産業セクターからの寄附を含めて年間約 780 万トンの余剰食品がフードバンクに提

供されており、食品産業を除いても年間 520 万トンの食品がフードバンクに流れていると

推計されている。ただし、フードバンクが扱えない余剰食品も 42.6 万トンあまり存在する

ため、これらは寄附以外の処理がされていると整理している。 終的に、食品産業セクター

も含めたフードバンクの食品寄附の取扱量は約 739 万トン（7.2％）、食品産業セクターを

除いた場合には 479 万トン（7.6％）が食品寄附の量と推計されている。 

 

図 4-11 アメリカにおける食品関連セクターごとの食品廃棄物の処理手法（2018 年） 
（出典）USEPA（2020）2018 Wasted Food Report 

 

食品産業 

卸・小売業 

外食・サービス業 
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② 食品廃棄物の処理に関する優先順位の設定 

USEPA では、食品廃棄物への対応方法について、優先順位を定めている48。発生抑制、

寄附、飼料化、産業利用（エネルギー回収）、コンポスト（土壌改良材）、埋め立て・焼却の

順に優先すべきと設定されている。まずは発生抑制を 優先とするが、2 番目に必要とする

人への寄附を位置づけており、飼料化との明確な位置づけの差別化は世界でもあまり例が

ない（図 4-12）。 

 
図 4-12 アメリカにおける食品廃棄物のヒエラルキー 
（出典）USEPA, Food Recovery Hierarchy 

 
なお、アメリカの各州や自治体では、食品廃棄物を含む有機性廃棄物の埋め立て規制など

が導入されている例もある。４つの州（バーモント、マサチューセッツ、ロードアイランド、

コネチカット）で有機廃棄物の規制があり、カリフォルニア州では、事業者へ有機性廃棄物

のコンポスト化もしくは嫌気性消化を義務付けている。対象とする範囲は州によって異な

り、バーモント州では住民も含めて有機性廃棄物の排出者全てが対象であるが、他の州では

特定の事業者・団体のみが対象である。自治体（市）としても、ニューヨーク、サンフラン

シスコ、シアトル、オースティン（テキサス）、ミネアポリス（ミネソタ）、ボルダー（コロ

ラド）で食品廃棄物等の有機性廃棄物の埋め立てやリサイクルの制度が導入されている。 

                                                  
48 USEPA, Food Recovery Hierarchy（2021/2/3 閲覧） 
https://www.epa.gov/sustainable-management-food/food-recovery-hierarchy 
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図 4-13 アメリカにおいて有機性廃棄物の埋め立て・リサイクル規制のある州・市 
（出典）ReFED. U.S. food waste policy finder より作成（2021/2/5 閲覧）https://policyfinder.refed.com/ 

注）5 州（バーモント、マサチューセッツ、ロードアイランド、コネチカット、カリフォルニア）とニュー

ヨーク、サンフランシスコ、シアトル、オースティン（テキサス）、ミネアポリス（ミネソタ）、ボルダー

（コロラド）の各市で規制が導入されている。 

 
③ フードバンクの設立背景・目的 

 1967 年にアリゾナ州フェニックス市で John van Hengel 氏によって世界で初めてのフ

ードバンク St. Mary’s Food Bank が設立された。地域のスープキッチン（St. Vincent de 
Paul soup kitchen）でボランティアをしていた際に、スーパーマーケットやレストランが

大量の食品を廃棄していることに気づき、地域の店舗から販売できない食品を寄附しても

らうようになったことがきっかけと言われる。多くの食品が集まるようになり、地域の教会

（St. Mary’s Basilica）と協力して慈善団体へ食品を配布するための中心拠点となる倉庫を

確保し、世界で 初のフードバンクである St. Mary’s Food Bank 設立につながった。1977
年の初めまでにフードバンクは全米 18 の市で設立され、John van Hengel 氏はその後、全

国組織として America’s Second Harvest（現在の Feeding America）と、Global Food 
Banking network も設立した49。 

食べものに困っている人への食料支援という福祉・社会保障の面がフードバンク活動の

主眼であり、連邦政府が近年進める食品廃棄・ロス対策の中でも、まだ食べられる食品を埋

め立てるのではなく、必要とする人に再分配することで、食べものに困っている 3,520 万人

のアメリカ人への支援となると整理している 45。 
 

                                                  
49 St. Mary’s Food Bank  https://www.firstfoodbank.org/about/（2021/2/5 閲覧） 
参考）Foodbank Australia https://www.foodbank.org.au/our-story/?state=au 
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(2) 実態 
① 概要 

現在もアメリカのフードバンク活動の主な目的は食品廃棄問題ではなく、困窮している

人への食料援助・社会保障であり、栄養補助プログラムの一環として位置づけられている50。

食べるものに困っている人がアメリカにもいるという認識は多くのアメリカ人が広く持っ

ており、Feeding America に加盟しているフードバンクは、国民から高い信頼を得ている
19。フードバンク団体は飢餓撲滅を前面に打ち出して寄附を募っており、Feeding America
では寄附（資金、資金以外を含む）の 98％は必要とする人への直接の支援に仕向けられる

と発信している51。コロナ禍でも多くの著名人が Feeding America への寄附を行ったこと

を表明している52。 
大のネットワークをもつ Feeding America の加盟団体を含め、全国に 1,304 のフード

バンク団体があるとされる（2018 年時点）53。それらがさらに地域の慈善団体や協会、フ

ードパントリーを連携しており、各地域の拠点で個人に食品を配布する。寄附された食品を

配布する団体の正確な数はデータがないが、全米で数万あるとも言われている54。USEPA
の推計では、食品の寄附量は年間 739 万トン（2018 年）、Feeding America は 2020 年に

40 億 lbs（約 181 万トン）の余剰食品を集めたと報告している。 
 
② 大手フードバンクについて 

フィーディング・アメリカ（Feeding America） 

アメリカで 大のフードバンク団体のネットワークである Feeding America は、全米と

プエルトリコに 200 以上の団体のネットワークを展開する。世界で 初のフードバンクを

設立した John van Hengel 氏によって 1979 年に設立された全国組織 America’s Second 
Harvest から始まり、2008 年に Feeding America へ改称した。 

Feeding America では食品製造、小売、輸送・物流、生産者、また行政機関からの寄附を

集め、また、寄附された食品の受け取り・保管をし、実際に食品を配布するパントリーのニ

ーズとのマッチングを行っている。傷みやすいものも保存のきくものも、食品が適切に取り

扱われ保管されるよう、ネットワークのフードバンク団体の監督や設備補助も実施してお

り、フードパントリーや食事プログラム（meal programs）を通じて食料援助が必要な人々

を支援している。また、普及啓発活動や政策提言なども実施している。 
なお、Feeding America のネットワーク55のうち、フードバンク（Food bank）では地域

に配布する大量の食品を集める倉庫の役割を担っており、フードパントリー（Food pantries）
では、地域で直接食品を配布しており、中にはより需要が多い地域へ赴く移動式のパントリ

ーもある。200 の加盟団体の下にさらに数千の地域の慈善団体や協会、フードパントリーが

あり、食品を必要とする個人に食品を配布している 54。例えば、Feeding America のネット

                                                  
50 佐藤順子（2018）科学研究費助成事業研究成果報告書（課題番号 15K03985、研究課題名 生活困窮

者に支援におけるフードバンク活動の役割） 
https://kaken.nii.ac.jp/file/KAKENHI-PROJECT-15K03985/15K03985seika.pdf 
51 Feeding America, Why should you support Feeding America?（2021/2/5 閲覧） 
https://www.feedingamerica.org/about-us/why-feeding-america 
52 People 誌（2020/9/8）How Celebs Are Helping Others During the Coronavirus Pandemic
（2021/2/8 閲覧）https://people.com/health/coronavirus-pandemic-how-celebrities-are-
helping/?slide=7791796#7791796 
53 調査会社 Hoover による調査結果 
原典）USEPA（2020）2018 Wasted Food Report 
54 USEPA ヒアリング（2021 年 1 月） 
55 Feeding America, What is a food bank?（2021/2/5 閲覧） 
https://www.feedingamerica.org/our-work/food-bank-network 
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ワークの一つであるアリゾナ州の St. Mary’s Food Bank では、2019/2020 年度には、816
の団体を通じて食品を必要としている人へ寄附している56。 
 

 
図 4-14 Feeding America のネットワーク 
（出典）The Feeding America nationwide network of food banks 

https://www.feedingamerica.org/find-your-local-foodbank 

 
Feeding America は 2020 年度の会計報告57で、支出 34 億 USD のうち、95.2％（32.2 億

USD）が食料の調達にかかったと報告している。また、36 億 USD の収入のうち、80.3％
（29.6 億 USD）が物品・サービスの寄附、16％（5.8 億 USD）が個人、企業、財団など寄

附金と報告している。Feeding America では、以下の様々なルートより食品を確保してい

る。50％以上は食品産業からの寄附であり、32％が政府から提供される食品である。なお、

寄附された食品とニーズとのギャップを埋めるため、食品のいくらかは購入されており

（2020 年度は 13％）、全てが寄附ではない。 
 

                                                  
56 St. Mary’s Food Bank, Annual Report 2019/2020（2021/2/8 閲覧） 
https://www.firstfoodbank.org/wp-content/uploads/2020/11/SMFB-annual-report-19-20.pdf 
57 Feeding America, Financial report June 30, 2020 
https://www.feedingamerica.org/sites/default/files/2020-
11/FINAL%20Feeding%20America%202020%20FS.pdf 
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図 4-15 Feeding America が扱った食品の供給シェア（2020 年度） 
（出典）Feeding America, Annual report 2020 より作成 

注）提供した食事の数より割合を算出し、グラフ化したもの。SNAP meal は、連邦政府の施策である SNAP58

の申請補助プログラムを通じて提供された食事の数を換算したもの。 

 
Feeding America では特に 3 つのセクター（農業生産者、食品製造、小売などの消費者

向けサービス）から余剰食品の寄附を集めており、2020 年には 40 億 lbs（約 181 万トン）

の食品の廃棄を回避した59。加盟する多くのフードバンク団体は地元の農家から果物や野菜

などの農作物の寄附を受けている。例えば、St. Mary’s Food Bank では、4.85 万トンの食

品配布量のうち、1.71 万トンが農作物であった（2019/2020 年度）60。また、大小の企業、

レストラン、パン屋からも寄附を受けており、トラック満載の牛乳から地元のパン屋からの

ペーストリー、乳製品、缶詰、肉まで様々な食品の寄附を受けている61。 
なお、個人向けにフードドライブなどを通じたフードバンクへの寄附を呼びかける際に

は、常温保存ができる食品を受け付けている旨を発信している；ピーナッツバター、缶（ス

ープ、果物、野菜、シチュー、魚、豆）、パスタ、米。 も要望の多い食品 3 つ62としては、

牛乳、乳製品、ヨーグルトなどの乳製品、新鮮な果物や野菜、脂肪分の少ないタンパク質を

挙げている一方で、痛みやすく温度管理が必要なものは輸送や取り扱いが難しいため、受付

                                                  
58 Supplemental Nutrition Assistance Program/ SNAP は連邦政府（USDA）による低所得者層向けの

栄養補助プログラムであり、950 万世帯を対象とするアメリカ 大の食料アンジョプログラム。以前はフ

ードスタンプ（Food Stamp）と呼ばれた。 
USDA, Supplemental Nutrition Assistance Program (SNAP)（2021/2/5 閲覧） 
https://www.fns.usda.gov/snap/supplemental-nutrition-assistance-program 
参考）Feeding America では、SNAP を通じた支援を受けられるように申請補助プロつラム（SNAP 
referral and application assistance programs）を実施している 
https://www.feedingamerica.org/take-action/advocate/federal-hunger-relief-programs/snap 
59 Feeding America, How We Fight Food Waste in the US（2021/2/5 閲覧） 
https://www.feedingamerica.org/our-work/our-approach/reduce-food-waste 
60 St. Mary’s Food Bank, Annual Report 2019/2020（2021/2/8 閲覧） 
https://www.firstfoodbank.org/wp-content/uploads/2020/11/SMFB-annual-report-19-20.pdf 
61 Feeding America（2020/12/9）How food banks and food pantries get their food（2021/2/5 閲覧）

https://www.feedingamerica.org/hunger-blog/how-food-banks-and-food-pantries-get-their-food 
62 Feeding America（2018/6/22）Three Items Most Requested at Food Banks 
https://www.feedingamerica.org/hunger-blog/three-items-hungry-families-need 
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ができないケースもあるとしている。フードドライブにおいては販売期限（sell-by）を過ぎ

た食品は扱わないとしている63一方で、基本的に食品の期限表示は品質に関するものであり、

安全性に関するものではないため、一般的には期限の過ぎた食品も食べられるとしている。 
寄附されてからフードバンク団体での食品の保管期限の目安としては以下のように整理

されている。 
 
表 4-8 フードバンク団体での保管目安（Feeding America） 
食品のタイプ 保管期限の目安（ピックアップの日から） 

調理済食品（冷凍） 3 ヶ月 

調理済食品 最大 3 日 

農作物 まるごとなら 7 日以内、カットされていれば 48 時間以内 

冷凍肉 7 日 

乳製品 匂いがおかしくなければ 7 日 

パン等（Baked goods） かびていなければ 3～5 日 

包装されていない食品

（傷みにくいもの） 

6 ヶ月（穀物、小麦粉、パスタについては冷蔵しない場合には虫の

発生に要注意） 

（出典）Feeding America, Online Marketplace and Retail - Food Safety Guidelines 

 
なお、Feeding America では乳製品や卵、デリの食品については販売期限や消費期限（sell-

by, use-by）を過ぎた場合には受け付けていないが、肉や魚、アイスクリームなどの冷凍食

品については、販売期限や使用期限（sell-by, use-by）の前に冷凍されたものであれば受け

付けている64。常温で保存できる食品については明確な期限の制約はない。 
 

表 4-9 フードバンク団体及び寄附者での食品の取扱・保管状況（Feeding America） 
食品のタイプ ピックアップ時の温度 フードバンクでの保管 

 肉、魚、貝類（生、調理済） 

 調理済食品 

 アイスクリーム 

 凍っていて 0°F 以下 

 販売期限・消費期限

（sell-by, use-by）以

前に冷凍 

 0°F 以下、冷凍されて

いれば受け取ってか

ら 3 ヶ月保存可 

 乳製品（牛乳、生クリーム、ヨ

ーグルト、チーズ、大豆製品、

バターなど） 

 卵・代用卵 

 ベーカリー製品 

 カット野菜・果物、葉物野菜、

メロンなど 

 個包装のサンドイッチ 

 デリ食品（ポテトサラダ、豆サ

ラダ、マカロニ、デザートなど） 

 41°F 以下 

 販売期限・消費期限

（sell-by, use-by）を 1

日でも過ぎてはなら

ない 

 41°F 以下、ガイドラ

インに従って保存 

 冷凍されていれば 3

ヶ月保存可（卵は冷凍

不可） 

 アレルギー食品（卵、

魚、牛乳、大豆）は分

けて保管 

                                                  
63 Feeding America, What to donate to a food bank and what to avoid（2021/2/4 閲覧） 

https://www.feedingamerica.org/hunger-blog/what-donate-food-bank-and-what-avoid 
64 Feeding America, Online Marketplace and Retail - Food Safety Guidelines 
 https://www.fmi.org/docs/default-source/sustainability/online-marketplace-and-retail-food-safety-
guidelines-v25.pdf 
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食品のタイプ ピックアップ時の温度 フードバンクでの保管 

 常 温 食 品 （ Shelf stable 

products） 

 缶詰、瓶詰め（ケチャップ、マ

スタード、ソース、ジャム、ド

レッシング、ピーナッツバター

など） 

 ベーカリー製品（パン、ベーグ

ル、クッキー、ケーキ、ドーナ

ッツ、マフィン） 

 乾物（小麦、パスタ、米、穀物、

豆、レンズ豆など） 

 常温 

 密閉状態 

 清潔で乾燥した保管

スペース・倉庫 

 3 ヶ月以内に使用さ

れない場合、小麦粉、

パスタ、乾燥豆、米、

穀物、レンズ豆は冷蔵

すること 

 アレルギー食品（ピー

ナッツ、アーモンド、

カシューナッツなど）

は分けて保管 

食品以外（紙製品、一般医薬用品、

ビタミン剤、洗剤など） 

 常温（化学製品は他の

製品から分けて保管） 

 清潔で乾燥した保管

スペース・倉庫 

 化学製品は食品とは

分けて保管 

農作物 ※カットされたものはす

べて要冷蔵 

 常温/冷蔵（チルド）  清潔で乾燥した保管

スペース・倉庫 

 低温 

（出典）Feeding America, Online Marketplace and Retail - Food Safety Guidelines 

 
表示に関しては、アレルギー（小麦、大豆、卵、乳製品、ピーナッツ、ナッツ、魚、甲殻

類の 8 種類）の表示をする他、寄附された食品が商業向けの表示をされていない場合には、

少なくとも以下の 5 項目については表示をすることを求めている；フードバンクの名称及

び住所、寄附者の名称及び住所、食品の説明、寄附された日、アレルギー表示。 
食品の提供を受けたい団体からはオンラインで注文を受けているケースもあり、例えば、

加盟団体の一つである Mid-Ohio Foodbank では、「eHarvest」でアカウントを作成すると、

注文・支払いまでをオンラインで行うことができる65。 
 

 USEPA66によれば、Feeding America の他の食品寄附に係る団体としては、Food 
Recovery Network67、Food rescue US68などもあるが、Feeding America に比べて極めて

規模が小さく、例えば食品寄附量の推計時には Feeding America を参照すれば事足りるだ

ろうとしている。 
 
 
③ 関係機関の連携 

フードバンクに関しては、農務省（USDA）、環境保護庁（USEPA）、食品医薬品局（FDA）

がそれぞれの役割を担っている。農務省（USDA）が食料供給の観点から、農家や食品製造

業から余剰食品を買い取ってフードバンクへの提供する食料援助プログラム（TEFAP）を

所管する他、善きサマリア人の法などの普及啓発資料も提供している。また、環境保護庁

                                                  
65 Mid-Ohio Foodbank（2018）Agency handbook 
https://www.midohiofoodbank.org/wordpress/wp-content/uploads/2018/02/MOF-Agency-Handbook-Feb-2018.pdf 
66 USEPA ヒアリング（2021 年 1 月） 
67 https://www.foodrecoverynetwork.org/ 
68 https://foodrescue.us/ 
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（USEPA）が廃棄物・環境対策の観点からフードバンクを含む食品ロス対策を所管し、関

係団体の集計・マップ化などを実施している。USEPA「Excess Food Opportunities Map」
69では、食品関連産業などからの余剰食品の発生場所（約 120 万ヶ所）と、受け取り手（約

5,000 ヶ所）をマップで見える化している。余剰食品の受け手としてフードバンクの情報も

含まれ、317 の団体がリストアップされている（図 4-16）。2015 年の Feeding America の

団体データに基づき、フードバンクの他に食品を配布する団体（Partner Distribution 
Organizations (PDO) および Regional Distribution Organizations (RDO)）も含み、

USEPA の推計に基づいた全 317 団体が受け取った余剰食品の量は 163 万トンと積算され

ている。さらに、食品医薬品局（FDA）は期限表示などを所管しており、人の健康や食品の

安全といった面から食品ロス・廃棄問題へ関わりを持っている。 
 

 

図 4-16 Excess Food Opportunities Map のフードバンク団体等の分布 
（出典）USEPA, Excess Food Opportunities Map（2021/2/7 時点） 

 
行政（連邦機関）が主導する食品廃棄・ロス対策に向けた取り組みのうち、特に企業を巻

き込むものとしては以下がある。 
 U.S. Food Loss and Waste 2030 Champions70：USDA 及び USEPA が立ち上げ、2030

年までの食品ロス・廃棄物の半減を自主的なコミットメントとして掲げるアメリカ国

内の食品企業・業界団体などが、署名・参画している。 
 Food Recovery Challenge71：団体や企業の食品廃棄物を削減に向け、データに基づく

ゴールを設定し、取り組む自主的なインセンティブプログラム。USEPA へ年ごとに報

告し競うもので、表彰の機会や他社の優れた取り組みについて知る機会を得られる。 
U.S. Food Loss and Waste 2030 Champions に関しては、2015 年に USDA 及び USEPA

は目標達成に向けて食品サプライチェーンのステークホルダーを巻き込むため、Food 
Recovery Summit を開催し、アメリカの食品ロス・廃棄の現状と削減にむけた課題を取り

まとめた Call to Action を公表した72。鍵となるアクションとして、食品廃棄物のヒエラル

キー（図 4-12）の活用による発生抑制の推進、普及啓発（食品寄附を含む）、官民の食品廃

                                                  
69 https://geopub.epa.gov/ExcessFoodMap/ 
70 https://www.epa.gov/sustainable-management-food/united-states-food-loss-and-waste-2030-
champions 
71 https://www.epa.gov/sustainable-management-food/learn-about-food-recovery-challenge-frc 
72 USEAP, A Call to Action by Stakeholders: United States Food Loss & Waste 2030 Reduction Goal 

https://www.epa.gov/sustainable-management-food/call-action-stakeholders-united-states-food-loss-

waste-2030-reduction 
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棄に関するデータの整備、新しいパートナーシップの創出、食品期限表示や安全基準の明確

化、食品ロス・廃棄の回収インフラの整備を掲げる。製造、小売などからの余剰食品の寄附

も目標達成に向けた取り組みの一つとして掲げられている。 
 

 食品業界の取り組みとしては、Food Waste Reduction Alliance（FWRA）73がある。アメ

リカの食品・飲料製造、食品サービスおよび食品小売業界の３つのセクターの大手企業およ

び業界団体で構成された、食品廃棄物の削減を目指すアライアンスで、Consumer Brands 
Association、Food Industry Association（FMI）、National Restaurant Association が加

盟する。食品廃棄物の発生量の削減、安全で栄養価の高い食品の必要する人への寄附量増加、

食品廃棄物の埋め立て回避という 3 つのゴールを設定している。FWRA と連邦政府の機関

（USDA、USEPA、FDA）は食品廃棄物の削減に向けて、2019 年に協定を締結した74。 
食品業界のうち、食品流通業（小売・卸）からの寄附率が高く、FWRA の 2016 年調査75

では食品廃棄の 18.1％（3.9 億 lbs=17.7 万トン）が寄附されたと報告されている。一方で

食品製造業からの寄附は食品廃棄の 1.5％程度（1.56 億 lbs=7.1 万トン程度）、外食産業か

らは 2.0％（3,920 万 lbs=1.8 万トン程度）、調査対象の企業全体では、販売できない食品の

3.3％程度が寄附されていると報告されている。 
 
 
④ ドギーバッグの普及状況 

ドギーバッグの発祥国であり、食べ残しを持ち帰るためのドギーバッグは長年広く一般

的に使用されている。既に食品を購入した消費者の責任の下で持ち帰るという整理がなさ

れており、食中毒を避けるために注意すべき事項については USDA からの情報発信76もあ

るが、持ち帰り可能な品目への制限など、規制はない。 
なお、別の問題、プラスチック対策の一貫で、レストランが提供する持ち帰り容器の素材

に関する規制（堆肥化可能な素材、発泡スチレンの禁止など）がある自治体もあるが、ドギ

ーバッグで食品を持ち帰る行為とは関係がない規制である 66。 
 
  

                                                  
73 https://foodwastealliance.org/ 
74 USEPA, USDA, EPA, and FDA announce partnership with the Food Waste Reduction Alliance
（2021/2/4 閲覧） 
https://www.epa.gov/newsreleases/usda-epa-and-fda-announce-partnership-food-waste-reduction-

alliance 
75 Food Waste Reduction Alliance (FWRA) 2016 Analysis of U.S. Food Waste Among Food 
Manufacturers, Retailers, and Restaurants 
https://foodwastealliance.org/wp-content/uploads/2020/05/FWRA-Food-Waste-Survey-2016-
Report_Final.pdf 
注）2015 年に Feeding America は食品製造業から 8 億 lbs 以上の食品を受け取ったと報告しており、デ

ータ不足により矛盾が生じている点には留意が必要とされている。（会員向け調査で回答率は 49％） 
76 USDA（2011）Turkey FUNdamentals: Leftovers（感謝祭の七面鳥の持ち帰りについての注意喚起）

（2021/2/4 閲覧） 
https://www.usda.gov/media/blog/2011/11/23/turkey-fundamentals-leftovers 



40 

4.3. イギリス 
＜法制度＞イギリスにおいては、食品寄附に特化した税制優遇措置はない。一般的に余剰

食品在庫を寄附する際には、在庫分を総売上利益から控除することができるが、税控除は販

売されなかったすべての食品にかかる税控除となり、食品寄附を促すものではない。免責制

度としては、善意の第三者の行動が食中毒など好ましくない結果を引き起こした場合でも

免責される「Social Action, Responsibility and Heroism Act」が存在するが、食品寄附の

促進効果は薄い。フードバンク等が独自で定める衛生ガイドライン、追跡体制等を活用する

ことで、食品を寄附する企業のブランドイメージの毀損を防げるとされている。 
 

＜実態＞1994 年に 初のフードバンクとして、FareShare が発足。2004 年に設立され

た TrusellTrust と並び 2 大フードバンクとなっている。両団体を含むイギリス全体の慈善

団体への食品寄附量は約 3.3 万トンである（2018 年）。なお、FareShare 及び TrusellTrust
は、2012 年に大手小売企業と提携し、全国規模で食品寄附を実施した結果、食品寄附量は

増加している。イギリスでは、法律のサポートよりも企業の自主的な取り組み（コートール

ド公約）により、食品寄附が促進されている。 
 

 

 食品の寄附に関する法制度 
(1) 税制優遇 

イギリスでは、食品寄附に関する特別な税控除はない。企業が食品団体に寄附を実施した

場合、食品を寄附した企業が余剰食品分を損益算入することは可能であるが、廃棄する場合

と比べて税制面での差はない。 
 

表 4-10 税制優遇（イギリス） 

法制度・内容 食品寄附に関する特別な税控除はなし。 
余剰食品を販売できなかった際には、損益算入は可能。 
慈善団体への寄附は非課税であり、菓子類やソフトドリンク、アイスク

リームなどの VAT 課税対象となる食品も食品寄附の場合は非課税。 
寄附の収集等にかかる宣伝・広告費等も非課税。 

要件 企業が食品を販売できなかった場合 

根拠法 法人税法（Corporation Tax Act 2010）、チャリティ法（Charities Act） 

経緯 一般税法で税控除は認められているが、食品廃棄よりも寄附を優先さ

せる規定はなし。フードバンクからは食品寄附は他の食品廃棄物の処

理方法（嫌気性消化等）よりコストが高いとの指摘あり。 

 

一般的に、イギリス企業は税引き前の総利益から寄附した食品分を控除することができ

る。イギリスの企業が販売用在庫を慈善団体に寄附する場合、寄附したものの額面は売上総

利益に含まれないため、在庫にかかるコストの税控除を受けることができる77。しかし、税

控除制度は食品が販売されずに廃棄された場合と同じであるため、寄附を廃棄に優先させ

るという税制度ではない。 

                                                  
77 英国歳入関税庁 ガイダンス Chapter3: Gift Aid（2020 年 2 月 14 日更新） 
https://www.gov.uk/government/publications/charities-detailed-guidance-notes/chapter-3-gift-aid 
KPMG（2020）A National Food Waste Tax Incentive - Boosting food relief through Australia's tax 
system 
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寄附に関して、法人税78で税制優遇制度があるが、フードバンクに限ったものではなく、

寄附一般にかかる税制優遇である。 
慈善団体への付加価値税（VAT）軽減・非課税措置があり、菓子類やソフトドリンク、ア

イスクリームなどの VAT 課税対象となる食品も寄附の場合は非課税であり、小売店が寄附

を募るために実施した宣伝・広告費、寄附したことを公表するための宣伝・広告費用等も非

課税7980である。イギリスでは、多くの食品に対して、VAT の税率は 0％となっている。標

準税率が課税される食品は、酒類、菓子、スナック菓子、温かい食品、スポーツドリンク、

ケータリングで提供される食品、アイスクリーム、ソフトドリンク、ミネラルウォーター等

に限られる81。 
なお、イングランド及びウェールズにおける慈善団体はチャリティ法（Charities Act）に

おいて次のとおりに定義される82。寄附先は税務上の慈善団体という以下の定義を満たす必

要がある83。 
• 「公益要件」を満たすこと（損害が利益を上回らないこと及び公共的であること） 
• チャリティ法に定める目的のいずれかに対応すること84 
• イングランドまたはウェールズ法に基づく組織であること 
なお、WRAP（Waste & Resources Action Program）などによると、イギリスにおける

食品寄附と税控除にかかる行政側とフードバンク側の意見としては以下のようなものがあ

る（表 4-11）。 
  

                                                  
78 英国歳入関税庁（法人税）： 
https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20140206144806/http://www.hmrc.gov.uk/businesses/givin
g/index.htm 
https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20140206150420/http://www.hmrc.gov.uk/businesses/givin
g/companies.htm 
https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20140206150421/http://www.hmrc.gov.uk/businesses/givin
g/gifts-in-kind.htm 
79 小林・本岡（2019）イギリスのフードバンク普及における大規模小売業者の役割ーフードロス対策に

おける官民活動を通じてー, 小林富雄・野見山敏雄編著「フードバンクの多様化とサプライチェーンの進

化 食品寄附の海外動向と日本における課題」筑波書房, pp.73-95（第 4 章） 
80 英国政府, Tax when your limited company gives to charity（2021/2/22 閲覧） 
https://www.gov.uk/tax-limited-company-gives-to-charity/equipment-and-trading-stock  
81 英国政府, Guidance: VAT rates on different goods and services（2020 年 12 月 31 日更新） 
https://www.gov.uk/guidance/rates-of-vat-on-different-goods-and-
services#:~:text=Food%20and%20drink%20for%20human,soft%20drinks%20and%20mineral%20water. 
82 英国政府, What makes a charity (CC4)（2013 年 9 月 1 日更新）（2021/2/22 閲覧）

https://www.gov.uk/government/publications/what-makes-a-charity-cc4/what-makes-a-charity-cc4  
83 英国歳入関税庁（VAT）： 
https://www.gov.uk/guidance/how-vat-affects-charities-notice-7011#implications-of-vat-for-charities 
84 貧困予防または緩和、様々な要因により困窮している人々の救済等を含む 13 の目的 
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表 4-11 食品寄附と税制優遇への意見（イギリス） 

英国歳入関税庁85 食品寄附を実施した企業に対しては、すでに損益算入という形で免税

の制度がある。慈善団体に寄附する際に追加の税控除を受けることは

２重の税控除となってしまう。 

また、食料再分配を行う団体が慈善団体である場合にはすでに慈善団

体としての税控除が存在している。 

フ ー ド バ ン ク

（FareShare）86 

フードバンクへの食品寄附は、嫌気性消化による廃棄物利用と同等の

税制上のインセンティブがない。食品寄附は他の食品廃棄物の処理方

法（嫌気性消化等）よりコストが高いので、食品寄附を優先させる財政

上の優遇措置が必要である。 

 

 

 

(2) 免責制度 

免責制度としては、善意の第三者の行動が食中毒など好ましくない結果を引き起こした

場合でも免責される Social Action, Responsibility and Heroism Act87が存在するが、大手

フードバンクの FareShare によると、企業からフードバンク等への食品寄附よりも、地域

の 前線で活躍する慈善団体と、実際に支援した個人などとの間で問題が起こった場合が

主眼であり、同団体は企業からの寄附促進のために独自の安全ガイドライン等を作成して

いる。 
 

表 4-12 免責制度（イギリス） 

責任の所在に関する考

え方、内容 

善意の第三者の行動が食中毒など好ましくない結果を引き起

こした場合でも免責される。 

要件 裁判で争点となる過失又は法定義務違反が、社会またはその構

成員の利益のための行動（Social Action）をしていた時に生じ

たかを考慮する。 

根拠法 Social Action, Responsibility and Heroism Act 2015（イングラ

ンド及びウェールズ） 

経緯 EU の食品安全衛生に関する指針（Regulation (EC) No.178/ 

                                                  
85 WRAP 書面ヒアリング（2021 年 2 月） 

注）英国歳入関税庁のコメントは、DEFRA が受けたものを WRAP 経由で入手したもの。以下、WRAP

コメント原文。 

“As advised by HMRC (to Defra), retailers and manufacturers can already get tax relief on food they 

donate. Companies can get tax relief on trading stock that is produced but not sold. This includes food 

donated to charities - the cost of producing stock which is donated is deducted from their profits 

before tax is calculated. Providing an additional tax relief on diverted foods to food redistribution 

organisations would result in companies effectively getting double relief.” 
86 FareShare, Written evidence submitted by FareShare (FOW0020) 
“House of Commons “Food waste in England Eighth Report of Session 2016~17”作成にかかる意見書 
http://data.parliament.uk/writtenevidence/committeeevidence.svc/evidencedocument/environment-
food-and-rural-affairs-committee/food-waste/written/37890.pdf 
87 英国議会, Social Action, Responsibility and Heroism Act 2015 (2021/2/17 閲覧) 
https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2015/3/contents/enacted 
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2002）に違反した者は罰金または罰則を受けるという前提が

存在する一方で、食品安全基準を満たせば、「賞味期限」を超

過した商品を販売することが「違法」ではないという環境・

食料・農村地域省（DEFRA）の指針が存在。 
DEFRA の指針を補完するものと明示されてはいないが、食品

小売業などの事業者が食品寄附を行いやすくするための支援

策、という意味合いが強いと考えられている。 

効果 慈善団体の運営するレストラン等には効果があるが、企業から

の食品寄附を促進する効果は薄い。 

 

イギリスでは、EU の食品安全衛生に関する指針（Regulation (EC)No.178/2002）に違

反した者は罰金または罰則を受ける88という前提が存在する89。一方で、2011 年に環境・

食料・農村地域省（DEFRA）は「消費期限（used by）を過ぎた食品を販売するのは違法

行為である。しかし、小売業者は EU の食品安全衛生に関する指針の基準を満たせば、賞

味期限（best before）を超過した商品を販売できる」という指針を発表している 89。 
そのため、DEFRA の指針を補完するものと明示はされていないものの、2015 年に成立

した Social Action, Responsibility and Heroism Act（イングランド及びウェールズ）は食

品寄附者（食品小売業などの事業者他）が食品寄附を行いやすくするための支援策という意

味合いが強いと考えられている90。 
本法は過失や法廷義務違反が生じた際に、行為者が社会的利益のために行動していた

（Social Action であった）場合には裁判判決で考慮すべきであるとしたもので、食品寄附

にも適用される。 
なお FareShare によると、Social Action, Responsibility and Heroism Act で考慮される

免責事項だけでは、食品を寄附する企業と FareShare 間の活動促進には活用される機会は

少ない。本法律が効果を発揮するのは地域の慈善団体が炊き出しや地域への食事提供を行

う際ではないかと考えているとのことであった91。背景として、FareShare は主に企業から

食品の提供を受けているため、企業のブランド価値を毀損しないという信頼を得る必要が

ある。このため、FareShare 食品衛生の関連法を遵守し、食品企業が取得しているものと同

じ認証を取得し、企業からの信頼を得るためのガイドラインも作成している。 
 

(3) その他 

① 寄附される食品の安全・衛生基準 

イギリスには以下のような食品の安全・基準があり、FareShare などのフードバンクで

は運用マニュアルにより食品産業企業と同じ基準を満たすことを求めている。 
 Food Safety Act 199092 
 Food Hygiene Regulations England/Scotland 200693 
 Reg EC No852/2004 Hygiene of Food Stuffs94 

                                                  
88 Brexit の影響による法律の改訂には至っていない(2020/12/8 現在)。 
89 DEFRA (2011), “Guidance on the application of date labels to food” 
https://www.reading.ac.uk/foodlaw/label/dates-defra-guidance-2011.pdf 
90 農林水産省 平成 27 年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業「海外における食品廃棄物等の発生

状況及び再生利用等実施状況調査」報告書（委託先：流通経済研究所） 
91 FareShare ヒアリング（2021 年 2 月） 
92 https://www.legislation.gov.uk/ukpga/1990/16/contents 
93 https://www.legislation.gov.uk/uksi/2006/14/contents/made 
94 https://www.legislation.gov.uk/eur/2004/852/contents 
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② 食品の期限表示 

英国食品規格機関（Food Standards Agency）によると、消費期限(Used by date)を過ぎ

た食品の販売・再配布・寄附は禁止されている 91。 
ただし、2011 年に環境・食料・農村地域省（DEFRA）は「消費期限（used by）を過ぎ

た食品を販売するのは違法行為である。しかし、小売業者は EU の食品安全衛生に関する

指針の基準を満たせば、賞味期限（best before）を超過した商品を販売できる」という指針

を発表している 89。 
賞味期限（Best before date）は安全性ではなく品質に関する期限であるとの認識のもと

95、FareShare では賞味期限を過ぎた食品の寄附は受けており、品物ごとに期限後の扱い

を食品企業側に確認している。例えば、あるブランドではトマトソースでも減塩商品の場合

は通常商品とは保存料が違うために期限後 3 ヶ月が過ぎたら品質が保証されないといった

例がある。乾物や缶詰を中心に期限を過ぎた食品の扱いを食品企業側から個別に確認する

ことで、寄附をする食品企業側の安心感にもつながっている。 
 
 

 フードバンクの実態や背景 
(1) 背景 

① 食品ロスの発生状況・目標 

イギリスでは、外食・サービス（Hospitality & food service: HaFS）、家庭、食品加工、小

売・卸売業の 4 セクターで、年間 950 万トンの食品廃棄物（food waste）が発生したと報告

されている（2018 年、図 4-17）。このうち、70％にあたる 640 万トンが可食部であり、190
億ポンドの損失にあたるとされている。この食べられるのに捨てられている食品廃棄物の

うち、家庭・消費部門からの発生量が 71%（約 450 万トン）を占める。また、外食・サー

ビスが 13%（約 80 万トン）、食品加工業が約 12%、小売・卸売が 4%を占めていると推計

されている96。（図 4-18）。特に購入した食品が廃棄される割合が家庭と外食・サービス産

業で多いとされている（家庭では 16％、外食・サービス産業では 18％弱）。 
なお、イギリスでは、製造、小売、外食・サービス産業から食品が廃棄されるだけでなく、

約 70 万トンの余剰食品（surplus food）が発生しており、このうち 5.6 万トン（2018 年）

が慈善団体や商業ルートを通じて再配布されている。97。同時に飼料化（2015 年に 66 万ト

ン）も実施されており、再配布及び飼料化はいずれも「発生抑制」と位置づけられている

（4.2.2(1)②参照）。 

                                                  
95 Food Standard Agency, Best before and Use-by dates（2020 年 12 月 24 日更新） 
https://www.food.gov.uk/safety-hygiene/best-before-and-use-by-dates 
96 WRAP “Food surplus and waste in the UK – key facts”, January 2020 
97 WRAP “Food surplus and waste in the UK – key facts”, January 2020 
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図 4-17 イギリスにおけるセクター別の食品廃棄量 
（出典）WRAP (2020) Food surplus and waste in the UK – key facts 

注）950 万トンの食品廃棄の排出セクター別整理（2018 年） 

ただし、一次生産から発生する廃棄分は除き、他のすべてのセクター（製造、小売・卸、外食・サービス、

家庭）からの廃棄を対象とする。また家庭から下水に流れる量も対象。 

 

 

図 4-18 イギリスにおけるセクター別の食品廃棄量（可食部） 
（出典）WRAP (2020) Food surplus and waste in the UK – key facts 

注）640 万トンの食品廃棄（可食部）の排出セクター別整理（2018 年） 

ただし、一次生産から発生する廃棄分は除き、他のすべてのセクター（製造、小売・卸、外食・サービス、

家庭）からの廃棄を対象とする。また家庭から下水に流れる量も対象。 

 
 

② 食品廃棄物の処理に関する優先順位の設定 

WRAP（Waste & Resources Action Program）がとりまとめた食品・飲料廃棄物への対

応方法の優先順位（Food and drink material hierarchy）において、食品寄附等の食品再配

布（Redistribution）と飼料化（Animal Feeding）はともに発生抑制（Prevention）に位置

づけられており、廃棄物処理ではない。2008年のEU廃棄物枠組指令（Directive/2008/98/EC）

によって廃棄物処理の優先順位付けがされたことが、Food and drink material hierarchy
策定のきっかけとなった98。 
イギリスではコスト面から、発生抑制（Prevention）よりも再利用（Recycling）である

                                                  
98 WRAP (2011), “Waste Hierarchy Guide” 
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嫌気性消化が優先される可能性があると批判もあったが 86、WRAP によると、食品を嫌気

性消化利用するためのコストと食品寄附活動等にかかるコストを比較した場合、嫌気性消

化が食品寄附活動より優先されることにはならないとのことであった99。 

  

図 4-19 WRAP Food and drink marerial hierarchy 
（出典）WRAP (2020) Food surplus and waste in the UK – key facts 

 
 

③ フードバンクの設立背景・目的 

イギリスにおけるフードバンクの設立は、アメリカやフランスからは 10 年以上遅れて開

始されたこともあり、食品取扱規模はアメリカ、フランスと比較すれば少ない。フードバン

ク設立がアメリカやフランスによりも遅かった理由の一つとしては、かつて「ゆりかごから

墓場まで」の社会保障制度が充実していたことがあると指摘されている 79。 
現在では、大手フードバンク団体の一つである TrussellTrust を利用する人の 94%が貧

困状態で食事を購入することができておらず、うち 23%がホームレスと報告されている。

また、利用者の 43%が、食品の提供を受けたきっかけの一つとして、福祉制度の欠落

（benefits system problems）を挙げており、フードバンクの発展・食品寄附が進んだ背景

の一つとして、生活困窮者が増加したことも挙げられる100。また、TrussellTrust によれば、

イギリス人の 88％が食べるものに困る（飢餓）が問題であると認識している101。 

                                                  
99 WRAP 書面ヒアリング（2021 年 1 月） 
100 House of Commons Library (2020) “Food Banks in the UK” 
小林・本岡（2019）イギリスのフードバンク普及における大規模小売業者の役割ーフードロス対策におけ

る官民活動を通じてー, 小林富雄・野見山敏雄編著「フードバンクの多様化とサプライチェーンの進化 

食品寄附の海外動向と日本における課題」筑波書房, pp.73-95（第 4 章） 
101 TrussellTrust, The Trussell Trust 2020-2025 strategy（2021/2/16 閲覧） 
https://www.trusselltrust.org/about/our-strategic-plan/ 
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(2) 実態 
① 概要 

現在、イギリスでは 2,000 以上のフードバンクが存在し、そのうち 1,393 が TrussellTrust
によって運営されており、1,021 以上が独立したフードバンクである102。また、FareShare
のネットワークに加盟している食品寄附の仲介組織（18 団体）は 11,000 以上の慈善団体や

コミュニティグループへ支援を実施している 103。イギリスの二大フードバンクは

FareShare と TrussellTrust であるが、FareShare は、他の団体に寄附食品を卸す仲介の

ような役割を担っており、TrussellTrust は地域に根差して食品を直接消費者に渡す小規模

フードバンクのネットワーク機能を担っている 79。 

 

図 4-20 イギリスにおける独立系フードバンクの拠点 
（出典）Independent Food Aid Network, “Mapping the UK’s Independent Food Banks”  

 
  

                                                  
102 IFAN, Mapping the UK's Independent Food Banks（2021/2/16 閲覧） 
https://www.foodaidnetwork.org.uk/independent-food-banks-map 
なお、1,200 が TrussellTrust によって運営されており、929 以上が独立したフードバンクとの整理もあ

る。（出典）House of Commons Library (2020) “Food Banks in the UK” 
103 FareShare 公式 HP 
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WRAP の調査によると、イギリスでの食品再配布の量は、2018 年時点で約 5.6 万トンで

あり、2015 年比でほぼ倍増している104。特に慈善団体ルートでの食品寄附量は 2018 年に

約 3.3 万トンであり、2015 年に比べて 2.5 倍以上に増加した105。なお、WRAP では大手の

食品再配布団体への調査をしており、2015-2017 年には 10 団体、2018 年には 13 団体から

回答を得ている。 
 

表 4-13 ルート別の余剰食品の再配布量 （2015-2018 年）（トン） 
 2015 2016 2017 2018 2015-2018 の

変化 

慈善団体ルート 11,655 18,371 20,935 32,753 181% 

商業ルート 16,900 18,380 22,099 23,104 37% 

合計 28,555 36,751 43,034 55,857 96% 
（出典）WRAP (2019) Surplus food redistribution in the UK; 2015 to 2018 

注）慈善団体ルート：慈善団体等が社会・環境目的のために食品を再配布したもので、利益を生まないも

の。商業ルート：企業や一次生産者が利益のために余剰食品を再配布したもの。 

 
慈善団体ルートでの食品再配布にあたって、食品を寄附したセクターを見ると、小売と製

造業が多い 105。2018 年には食品寄附の 61％が小売企業からのもので、製造業が 26％であ

った。特に 2015～2018 年にかけて、小売企業からの食品寄附量は大幅に増えたと報告され

ている（図 4-21、表 4-14）。 

 
図 4-21 イギリスにおける慈善団体を通じた食品寄附に貢献する食品セクター 
（出典）WRAP (2019) Surplus food redistribution in the UK; 2015 to 2018 

  

                                                  
104 WRAP 提供資料より（2021 年 1 月） 
105 WRAP (2019) Surplus food redistribution in the UK; 2015 to 2018 
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表 4-14 セクター別の余剰食品の寄附量（2015-2018 年）（トン） 
 2015 2016 2017 2018 2015-2017 の

変化 

小売 5,583 10,907 11,931 19,947 257% 

製造 4,539 5,249 7,745 8,514 88% 

外食・サービス

（HaFS） 
330 432 491 465 41% 

複合 1,000 1,530 109 2,642 164% 

その他 200 253 659 1,185 487% 

合計 11,655 18,371 20,935 32,753 181% 
（出典）WRAP (2019) Surplus food redistribution in the UK; 2015 to 2018 

注）慈善団体ルート（慈善団体等が社会・環境目的のために食品を再配布したもので、利益を生まないも

の）のみ対象 

 
 
② 大手フードバンクについて 

FareShare 

イギリスで も古くから活動している食品再配布の慈善団体であり、18 の独立した団体

からなる食品寄附のための全国的なネットワークである。2019 年度には 18 団体を通じて

24,074 万トン（5,730 万食）の食品を 10,962 の慈善団体へ提供した。現在、イギリス各地

に 21 の拠点を有する106。 
1994 年にホームレスの慈善団体である Crisis と大手スーパーマーケット Sainsbury’s が

CrisisFareShare としてロンドンで設立、イギリス全土に地域センターを開設することで拡

大し、2004 年に Crisis から FareShare として独立した107。イギリスにおいて、慈善目的

の事業を行う者は原則としてチャリティ委員会（Charity Commission）からの認定登録が

義務付けられており108、FareShare も慈善団体として、イングランド及びウェールズで登

録しており、また商業登記所にも登録している 106。 
 

                                                  
106 FareShare (2019) Annual Report 2018/2019 
107 FareShare 公式 HP https://fareshare.org.uk/ (2021/2/16 閲覧) 
108 石村耕治 (2015) イギリスのチャリティと非営利団体制度改革に伴う法制の変容, 白鷗法学 第 21 巻

2 号, p.61-251 
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図 4-22 FareShare の 21 拠点 
（出典）FareShare(2019) Annual Report 2018/2019 

 
農業生産者、製造者、小売など 500 以上の食品関連企業からの余剰食品の寄附をうけて

おり、特に製造・輸送企業からの寄附を後押しするため、ブランドラベルが貼付けてあった

としても食品を FareShare に寄附してよい旨の同意を得た小売企業の一覧をホームページ

に掲載している。この場合、包装を変える必要はないが、トレースが可能で安全な方法で必

要な人へと寄附された食品が届けられることという前提がある109。なお、食品受領時には転

売禁止などの条項を盛り込んだ契約書を企業と交わし、提供先団体にも契約を遵守させる。

また、食品の取扱いには作業マニュアルを作成しており、提供先団体とも共有している 91。 
 
2012 年にはイギリス 大の小売企業 Tesco とともに全国的な食品寄附を募り、200 万食

分の食品を収集した。2018 年には、ウォルマート傘下の小売大手 Asda と協力し、Fight 
Hunger Create Change プログラムを立ち上げた。なお、どちらのプログラムも後述の

TrussellTrust と協業している。また、2018 年には食品飲料業界の出版社である The Grocer
と提携して、企業の食品余剰を埋め立て、飼料化、嫌気性消化するよりも食品としての消費

を促進するための Feed People First キャンペーンを実施した110。2019 年には、余剰食品

を慈善団体へ寄附するためにかかる輸送等の費用を賄うため Surplus with Purpose Fund
を開始した 110。FareShare では寄附された食品の輸送費を賄うための資金提供が課題であ

ったため、試験的に実施したものだが、本キャンペーンの成功を受けて、2019 年には 190
万ポンドの助成金を英国環境・食料・農村地域省（DEFRA）から受けた111。 

FareShare は慈善団体として、食べるものに困る人々への援助だけでなく、企業の食品

廃棄削減にも貢献しており、2007～2008 年には英国食品・飲料連盟（Food and Drink 

                                                  
109 FareShare , Retailer Authorisations（2021/2/16 閲覧） 
https://fareshare.org.uk/giving-food/retailer-authorisations/ 
110 FareShare 公式 HP https://fareshare.org.uk 
111 FareShare ヒアリング（2021 年 2 月） 
DEFRA（2020 年 6 月 26 日プレスリリース）Defra food waste initiatives bear fruit 
https://www.gov.uk/government/news/defra-food-waste-initiatives-bear-fruit 
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Federation: FDF）と戦略的なパートナーとなった。 
 

 
Trussell Trust 

1997 年に Carol Henderson 氏と Paddy Henderson 氏が設立した TrussellTrust は、当

初ブルガリア中央駅で路上生活をしている子供たちに向けた栄養改善プロジェクトを実施

していた112。2000 年にはイングランドの Salisbury 市の住民からの相談をきっかけにイギ

リス国内の貧困に関する調査を実施し、Salisbury Foodbank を立ち上げた。2004 年には

Foodbank Network を設立し、教会やコミュニティとの提携を開始した113。 
1,200 以上のフードバンクセンターをイギリスで支援し、2020 年には 28,000 人以上のボ

ランティアが活動を支えていた。その他、平均すると一つのフードバンク団体が 15 の教会

と提携しており、他の食料援助団体（Independent Food Aid Network、FareShare、Sustain
など）や地域のパートナー団体、多くの食品関連企業（Tesco、Asda、Waitrose、Morrisons、
Mars Food など）などとも提携している。 

 
図 4-23 TrussellTrust のフードバンクネットワーク 
（出典）Trussell Trust, Find a foodbank, https://www.trusselltrust.org/get-help/find-a-foodbank/ 

 
立ち上げ期にまず必要とする人へ 3 日分の緊急食料を提供することから活動が始まった

こともあり、TrussellTrust の食品寄附にかかる統計の単位としては、3 日間の緊急食品パ

ック(three-day emergency food parcels)の数が使用されている。緊急食品パックは、健康

でバランスの取れた食事を提供することを念頭に、食品群を考慮して構成されており、缶詰

や乾物が中心であったが、2018 年の Asda との提携より、生鮮品を含むようになった114。

2019 年 4 月～2020 年 3 月の間には 190 万人へ「3 日間の緊急食品パック」が提供されて

                                                  
112 TrussellTrust, Our story（2021/2/16 閲覧）https://www.trusselltrust.org/about/our-story/ 
113 House of Commons Library (2020) Food Banks in the UK 
114 TrussellTrust (2018 年 6 月 8 日プレスリリース) What’s in a Trussell Trust foodbank parcel and 
why? 
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おり、その数は過去 5 年間で 74%増加している（図 4-24）115。 
提供している食品は以下のような物がある；シリアル、スープ、パスタ、米、缶詰のトマ

ト/パスタソース、レンズ豆・豆類、缶詰の肉や野菜・果物、紅茶/コーヒー、ビスケット、

牛乳（超高温殺菌）、フルーツジュース。 
傷みにくく、期限の切れていない食品の寄附を学校、教会、企業から受け、ボランティア

によって梱包して必要とする人へ届けている。また、学校のスタッフやソーシャルワーカー

が必要と判断した場合に発行するバウチャー（food bank voucher）を活用し、地域のフー

ドバンク団体から必要とする人へ食品を提供する取り組みをしている。さらに、困窮する

人々への支援として、ネットワークにある各地域の団体では負債の相談やメンタルヘルス

のサポートなども実施している。 
 

 

図 4-24 Trussell Trust「3 日間の緊急食品パック」提供数の推移 
（出典）TheTrussellTrust. End of the year stats (FY2019-2020)  

 
 
 
③ 関係機関の連携 

イギリスの政府機関のうち、フードバンクに関連がある機関は主に以下のとおりである。 
 環境・食料・農村地域省（DEFRA）116：食品及び農産業にかかる政策を所管している。

フードバンク等への補助金も拠出している。 
 英国歳入関税庁（HM Revenue & Customs）：慈善団体への寄附控除を含む税制度一般

を所管している。 
 英国食品規格機関（Food Standards Agency）117：イングランド、ウェールズ、及び北

アイルランドの食品安全と食品衛生を所管している。食品ラベル、食品取扱にかかる衛

生基準のガイドライン等を公表している。 

                                                  
115 TheTrussellTrust. End of the year stats (FY2019-2020) （2021/2/16 閲覧） 
https://www.trusselltrust.org/news-and-blog/latest-stats/end-year-stats/ 
116 英国政府 HP (2021/2/16 閲覧) 
https://www.gov.uk/government/organisations/department-for-environment-food-rural-affairs 
117 英国政府 HP (2021/2/16 閲覧) 
https://www.gov.uk/government/organisations/food-standards-agency  
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 英国チャリティ委員会（The Charity Commission）118：イングランド及びウェールズ

の慈善団体の登録及び規制を所管している。 
 
企業の廃棄物削減に関係する協業活動の調整役として、WRAP（Waste & Resources 

Action Program）も主要な関係機関である。WRAP は 2000 年に設立されたリサイクル・

廃棄物マネジメントを一元的に推進する機関であり、廃棄物発生量の統計調査や、一般市民、

企業や関連団体のコーディネート機能を有する 79。食品だけでなく、プラスチック包装、衣

料品など取り扱う分野は多岐にわたる119。 
 
イギリスでは、食品小売業やメーカー等の任意協定であるコートールド公約（Courtauld 

Commitment）によって、包装と食品廃棄物の削減に関して、「参加企業」が自主的または

協働での取り組みを実施してきた120。WRAP はその成果の集約、検証、及び報告を行って

いる。コートールド公約は、2005 年に第 1 フェーズが開始され、2016 年から現在に至るま

で第 4 フェーズ（Courtauld 2025）が実施されている。特に食品小売業の参加率は高く、

第 4 フェーズまでに参加企業の売上合計はイギリス全体の食品小売業売上のカバー率は

95％にまで高まっている（第 3 フェーズでは 80％）120。 
食品寄附を含む食品再配布（Redistribution）にかかるワーキンググループも設立され、

小売業、製造業、食品サービス業、貿易業、流通業等の様々な分野から企業・団体の代表が

参加している。2018 年には食品寄附量の倍増へ貢献した（2015 年比）121。第 4 フェーズで

は 2025 年までに食品廃棄物量の一人当たり 20%削減（2015 年比）を目標としており、一

人当たり年間 125kg の食品廃棄量を削減する必要がある。 
 
その他にも、政府からの補助金や委託事業を通じた食品寄附の支援が実施されている。例

えば、FareShare では、政府から補助を受けて余剰食品の寄附に関する実証を実施した。

DEFRA による食品廃棄物対策の実証プロジェクトの一環で 4 つの食品再配布団体がパイ

ロットプロジェクトを実施し、2019 年 5 月に合計 400 万ポンドが 4 団体に出資されると公

表された。食料を運ぶための設備の導入などを行い、FareShare が行う寄附が もコスト

効率的であった 91。 
世論の高まりを受けて食品関連事業者もフードバンクとの連携を強化しており 91、2018

年には、FareShare と TrussellTrust はウォルマート傘下の食品小売大手 ASDA と協力し、

Fight Hunger Create Change プログラムを立ち上げた。これは Asda が 2021 年までに両

者の冷蔵設備や輸送インフラ設備へ 2000 万ポンド以上の投資を行い、2020 年までにすべ

ての店舗が余剰食品をフードバンクへ寄附することを約束するもので、毎年 2400 万食の追

加提供を行い、50 万人以上へ生鮮食品の提供を実現させることを目的としている122。 
 
 

                                                  
118 英国政府 HP (2021/2/16 閲覧) 
https://www.gov.uk/government/organisations/charity-commission 
119 WRAP (2021/2/16 閲覧) 
https://wrap.org.uk/what-we-do/our-services 
120 渡辺達朗 (2018) 「食品ロス削減に関するフランスとイギリスにおける取り組み」, 専修ビジネスレ

ビュー, Vol. 13, No11-11 
121 WRAP 提供資料より（2021 年 1 月） 
122 ASDA (2018 年 2 月 8 日プレスリリース) Asda, FareShare and The Trussell Trust launch £20 
million partnership to help one million people out of food poverty 
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④ ドギーバッグの普及状況 

WRAP は、食品ロスを削減するための手段の一つとして、レストランの利用者とスタッ

フの食品余剰に対する意識醸成にドギーバック（またはボックス）の利用が役立つと指摘し

ている123。 
2014 年に、スコットランドでは「Good to Go」というドギーバックをレストランで導入

するパイロットプロジェクトが実施された。グラスゴー、エディンバラ、アーバイン、イー

スト・キルブライドの 4 地域で 16 のレストランを対象に実施され、8 週間で 1,400 以上の

食品持ち帰り用容器を配布した124。 
英国食品基準庁（Food Standards Agency）によると、食品衛生関連法には外食・サービ

ス（Hospitality & food service: HaFS）がドギーバック（またはボックス）を、利用者に持

ち帰りとして提供することを規制する法律はない。また食品サービス産業には、食品安全性

について消費者を指導するよう求めており、具体的な指導方法例として、以下のようなアド

バイスを提供している 123。 
 食品を保存する場合は、迅速に（理想的には 2 時間以内に）食品を冷却して有害な細菌

の成長を抑制し、2 日以内に食品を消費する。 
 食品を再加熱する場合は、全体的に「湯気が立って熱い」状態になるまで加熱する（中

心温度の 70°C で 2 分間相当）。 
 温めなおしは一度だけとする。 
  

                                                  
123 WRAP (2013), “Overview of Waste in the UK Hospitality and Food Service Sector” 
https://wrap.org.uk/sites/default/files/2020-10/WRAP-
Overview%20of%20Waste%20in%20the%20UK%20Hospitality%20and%20Food%20Service%20Sector
%20FINAL.pdf 
124 Zero Waste Scotland (2014), “Good to Go Estimating the impact of a formal take-home service on 
restaurant food waste“ 
https://www.zerowastescotland.org.uk/sites/default/files/Good%20to%20Go%20Pilot%20Report_0.pdf 
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4.4. フランス 
＜法制度＞フランスでは、企業による食品寄附を優遇するために税控除制度（減税）が導

入されているが、免責制度は法律としては確立されていない。そのため、すべてのフードバ

ンク団体が民間の責任保険に加入し、寄附された食品で意図しない事故が発生した場合の

民事責任をカバーしている。更に、フランスでは食品廃棄に対して規制を導入しており、売

れ残りの食品を廃棄するよりも寄附するように求められている。また、フードバンクへ食品

を寄附することで廃棄にかかる税を抑えること（節税）ができる。 
 
＜実態＞1984 年にヨーロッパ初のフードバンク活動が開始された。1985 年にはフラン

スフードバンク連盟が設立され、1986 年に欧州フードバンク連盟が設立された。なお、フ

ランス 大のフードバンク団体であるバンク・アリマンテールは、フランス全土に 79 のフ

ードバンク支部と 31 の物流センターを構えている。他方、フランスでは、毎年、生産され

る食品の約 20％にあたる 1,000 万トン（160 億ユーロ相当）が廃棄されていると推定され

ており、食品廃棄量の定量的な評価を 2022 年に実施予定である。フランス 大のフードバ

ンクであるバンク・アリマンテールでは 11.5 万トンの食品寄附を取り扱っている125。 
 

 食品の寄附に関する法制度 
(1) 税制優遇 

食品寄附に対する税制優遇制度として、寄附を行った法人は 20,000EUR もしくは売り上

げの 0.5%を上限として、食品や輸送・保管を含む費用の 60%相当額の税控除をうけること

ができる126 
 
表 4-15 税制優遇（フランス） 
法制度・内容 食品の寄附に対する税制優遇制度あり。寄附を行った法人は 2 万 EUR

または売上高の 0.5%を上限として、寄附の 60%相当額の税控除をうけ

ることができる。 
控除対象には食品だけではなく輸送や保管にかかるコストも含まれる 

要件 寄附による控除を得るためには、以下の要件を満たすことが必要。 
・困窮者にサービス（食事の無料提供、住宅支援、必需品の無料提供）

を提供する非営利団体への寄附であること 
・現物または現金の寄附であること 
・フランス又は欧州経済領域（EEA）内で設立された企業からの寄附で

あること 
・提供先から受領書を受けとること 

根拠法 一般税法（Code général des impôts） 

経緯 一般税法以外のインセンティブは設定しておらず、寄附を更に促進す

るための啓発制度はない。中小規模事業者による寄附のインセンティ

ブとするため、2021 年から税控除の上限を上方修正（1 万 EUR から 2
万 EUR）し、控除率も食品は 60％に据え置いた。 

 
一般税法（Code général des impôts）は税に関する一般的な法律であり、食品以外の寄

                                                  
125 バンク・アリマンテール書面ヒアリング (2021 年 2 月) 
126 Code général des impôts, LAW n ° 2018-1317 of December 28, 2018 - art. 148 (V) 
https://www.legifrance.gouv.fr/codes/id/LEGIARTI000041468432/2019-12-31/ 
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附と同様の扱いを受ける。2021 年 1 月 1 日より「寄附を行った法人は 20,000EUR または

売上高の 0.5%を上限として、寄附の 60%相当額の税控除 (réduction d'impôt＝Tax 
reduction/Tax credit)をうけることができる」と改正された127。2020 年 12 月 31 日までは

「寄附を行った法人は 10,000 EUR または売上高の 0.5%を上限」と規定していた。なお、

フランス経済・財務省によると、先の一般税法の改正にあたって、寄附による税控除率を

60%から 40%へ引き下げる提案もなされたが、食品寄附等に関しては 60%のまま据え置き

となった128。フランス農業・食料省によると、この法改正は食品寄附だけを意図したもので

はなく、中小事業者による寄附の促進を意図したものである。なお、大企業の多くは売上の

0.5％を上限とする適用範囲に振り分けられる。 
フランス財務省によると、寄附による税控除を受けるための要件としては、(1) 困窮者に

サービスを提供する非営利団体（食事の無料提供、住宅支援、必需品の無料提供）への寄附、

(2)現物または現金の寄附であること、(3)フランス又は欧州経済領域（EEA）内で設立され

た企業からの寄附であること、(4)寄附提供先から受領書(Formulaire 11580*04)を受けとる

ことが必要である129。 
なお、税控除を申告するのは寄附者側である。企業はフードバンク団体に寄附を行う際に、

品物の明細書を作成し、フードバンクは寄附を受けられるものから必要なものを取捨選択

し、受け取った旨を書面（受領書）にサインする。企業は明細書を持って毎年申告を行う。

なお、明細書に金額の記載はない130。 
 
一般税法第 238 条の二131では、以下のように規定されている。 
慈善的、教育的、科学的、社会的、人道的、スポーツ的、家族的または文化的目的を持

つ一般的な団体は、法人所得税の対象となる会社によってなされた寄附の金額の 60%に

等しい税の軽減の資格を、20,000EUR または売上の 0.5%の制限内で取得する。 
この税額控除の恩恵を受けるためには、食品提供者は寄附額を評価し申告する責任が

ある。 
寄附された食品の価値は正味帳簿価額、つまり元の価格から減価償却を引いたもので

見積もられる。食品が「賞味期限」または「使用期限」の日付に近い場合、純帳簿価額は

ゼロとなり、寄附者はこれ以上税額控除の恩恵を受けることができない。 
 

この規定は、寄贈としての引渡しや貯蔵の業務を考慮しており、食品の引渡しや貯蔵につ

いて食品提供者が責任を負う場合にも適用される。60%の税額控除は、寄附された食品の正

味帳簿価額とその輸送および保管に適用される。つまり、寄附した食品の価値及び輸送・保

管に係る費用ともに税制優遇の対象となり、食品企業へ余剰食品を廃棄するよりも寄附を

するように促すものとなっている。例えば、食品小売業者が推定 1,000EUR の余剰食品を

１トン保有し、廃棄税が 100 EUR である場合、食品を廃棄するために小売業者は 1,100 
EUR を失う。しかし、小売業者が余剰食品を寄附すれば、埋め立て処理コストを節約でき

                                                  
127 フランス政府 HP(2021/2/17 閲覧) 
https://www.legifrance.gouv.fr/codes/texte_lc/LEGITEXT000006069577/  
128 フランス元老院 (2019) JOURNAL OFFICIEL DE LA RÉPUBLIQUE FRANÇAISE, （2019 年 10
月 17 日付）p.5281 
129 フランス政府 Corporate philanthropy and donations to associations (2020 年 10 月 10 日フランス経

済・財務省及び法務行政情報局（DILA）確認) 
 https://www.service-public.fr/professionnels-entreprises/vosdroits/F22263?lang=en 
130 フランス農業・食料省ヒアリング（2021 年 2 月） 
131 フランス政府 HP(2021/2/17 閲覧) 
https://www.legifrance.gouv.fr/codes/texte_lc/LEGITEXT000006069577/ 
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るだけでなく、600 EUR の税額控除の恩恵も受けられる。この場合、食品小売業者の損失

は 400 EUR となり、1,100 EUR ではない132。 
なお、もし企業の寄附額が 20,000EUR または売上の 0.5%を超える場合は、超えた分を

以後 5 年間の納税時の控除額として分散させることができる。 
なお個人への課税の場合（一般税法 200 条）、非営利団体に寄附を行なった際には所得税

控除を受けることができる。例えば、助けが必要な人に食事、宿泊場所、無償の医療行為な

どを寄附する団体に寄附した場合、費用の 75%、 大 537EUR の税控除の対象になる。 
 
フランス農業・食料省によれば、一般税法以外に食品寄附に係る税制上のインセンティブ

は設定しておらず、寄附を更に促進するための啓発制度はない。ただし、企業にとっては寄

附をしていることによるイメージアップ効果の影響は大きい 130。また、食品を廃棄する際

には埋め立て処理の税がかかることもあり、売れ残り食品を廃棄するのではなく寄附する

ことが金銭的にも奨励される枠組みとなっている。 
 
 
(2) 免責制度 
フランスには、免責制度は存在しないため、フランス政府はフードバンク団体に対して民

間の保険を活用することを推奨している。フードバンク団体が保険に加盟していない場合、

賠償リスクが過大となるためである。 
 
表 4-16 免責制度（フランス） 
責任の所在に関する考

え方、内容 
民法により、他の人に損害を与えた責任を負うすべての人は生

じた損害を補償する義務がある。 

食料援助団体等は、パートナーシップ契約に署名し、配給、貯

蔵などの間に活動部門内で起こりうるすべての損害をカバー

する責任保険に加入する。 

要件 責任保険の加入による民事責任の補填 

根拠法 民法 CivilCode (Civil Code 1804-02-09 (1804/02/19), Article 
1382-1386 の改正に伴う Ordinance No.2016-131 (2016/02/10 

art.2) Article 1240-1244) 

経緯 2016 年 2 月に民法改正が実施されたが、「欠陥ある製造物の所

為についての責任」に置かれていた民事責任に関する規定につ

いて、見出しの変更と条文番号の変更を指示するにとどまり、

内容を変更するには至らなかった。 

効果 すべてのフードバンク団体が責任保険へ加入している 

 

民法の規定により、他の人に損害を与えた責任を負うすべての人は生じた損害を補償す

る義務がある。2016 年 2 月に民法改正が実施されたが、「欠陥ある製造物の所為について

の責任」に置かれていた民事責任に関する規定（第 1382 条から第 1386 条の 18 までの

規定）について、2016 年 2 月 10 日のオルドナンス（委任立法）133は、見出しの変更と条

                                                  
132 Bio by Deloitte (2014)  "Comparative Study on EU Member States’ legislation and practices on 
food donation Final report June 2014" （委託元： European Economic and Social Committee） 
133 政府の委任立法権限に基づく法規。オルドナンスの概要を定めた法案を国会に提出し、可決された場

合はオルドナンスによる法律の制定が可能。 
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文番号の変更を指示するにとどまり、内容を変更するには至っておらず134、現時点でフラン

スには免責制度は存在しない。 
フードバンク団体は必ず民事責任に対する保険に加入するように推奨されている。これ

は例えば、寄附された食品が原因で食中毒が起きた際の事故を保険でカバーするものであ

る。保険は義務ではないが、政府の推奨もあり、すべてのフードバンク団体が保険に加入し

ている。なお、政府による民間保険と同等の制度はなく、民間の保険会社のものを活用して

いる。欧州の統一ルールでは、食品関連の事故が発生した場合、 初の責任は市場に出した

販売者に課される。その後で調査が進み、製造者（または寄附者）に責任が見つかることも

ある。保険に加入していれば、被害者にすぐに補償することができる135。 
フードバンクが企業から食品の寄附を受け取り、受領書にサインをするまでは企業が温

度管理などの責任を負うが、サイン後は責任がフードバンク側に移動する 130。 
もしも問題が起きて、原因が寄附者の管理にある時点で生じたとわかった際には寄附者

が責任を負う。例えば、期限の偽装や保存の際の温度管理が不十分だったということがわか

った場合等が考えられる。企業側が期限表示を間違えていた場合、それが企業側が意図しな

い間違いだったとしても、食品表示の誤記は、企業がそれら食品を管理していた時点でのミ

スであれば、すべて企業側の責任になる 130。 
寄附された後（受け取りのサインをした後）の時点に原因が生じた場合には、食品を受け

取ったフードバンク団体側に責任があるので、その部分をカバーする必要があり保険に加

入している 130。 
なお、食品寄附をする際に、すべての企業に寄附行為の質を担保するためのマニュアルを

作成する義務がある。各プロセスでとるべき行動や、担当者の社員教育、寄附に出す前の賞

味期限確認、それらの自社点検などが記されたもので、全ての企業がこのマニュアルに沿っ

て食品寄附を行う 130。 
ローヌ＝アルプ地域圏のフランス農業・食料省（DRAFF Rhône-Alpes）の食品寄附にか

かる規制と衛生にかかるガイドラインでは、寄附できる食品として、生鮮食品、冷凍食品、

乾燥した食品で、酒類もアルコール度数 1.2 度以下であれば可とされているが、各フードバ

ンク団体が受け入れ食品を定めている136。 
  

                                                  
134 鈴木清貴（2017）フランス民事責任改正法草案試訳（2016 年 4 月 29 日）武蔵野大学政治経済研究所

年報 第 14 号 pp.121-149 
135 Comparative Study on EU Member States’ legislation and practices on food donation Final report 
June 2014 
136 フランス農業・食料省（ローヌ＝アルプ地域圏）（2015）Entreprises du secteur alimentaire: Guide 
pratique et réglementaire pour donner aux associations d'aide alimentaire 
https://draaf.auvergne-rhone-alpes.agriculture.gouv.fr/Entreprises-du-secteur-alimentaire 
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(3) 廃棄規制 
 フランスでは、期限切れなどの理由による売れ残り食品の廃棄は禁止されている。2016
年の法施行のあと、対象とされる食品関連事業者/団体の範囲が拡大されており、食品寄附

の量も増えている。 
 
表 4-17 売れ残り食品の廃棄禁止（フランス） 
制度の内容 賞味期限切れ等の理由による商品廃棄を禁止。事前に契約した

慈善団体に寄附するか、肥料や飼料として再利用することが義

務。違反した場合には罰金が科せられる。また、対象の事業者

/団体には慈善団体（フードバンク等）とのパートナーシップ締

結の提案が義務化されている。 

根拠法 食品廃棄物削減に関する法律（ギャロット法） 
Egalim 法に基づくオルドナンスで対象業種が拡大 

経緯 2013 年の食品廃棄物対策のための国家協約を受けた規制。任

意協定では不十分とのことで、法制化された。店舗等が任意で

実施していた食品寄附活動を環境面から追認するもの。 

効果 法施行から 4 年以上が経ち、慈善団体が配布する食事の数が大

幅に増加 

 
2013 年に食品廃棄物対策のための国家協約（Pacte National de Lutte Contre le 

Gaspillage）が締結された。食品関連事業者、フードバンク、自治体等の参加により食品廃

棄物を 2025 年までに半減させることを意図した任意協定であり、食品廃棄物削減に関する

法律にフードバンク団体を位置づけ・活用する契機となったと考えられている137。 
小売店と食料援助団体の協力関係は長年継続されてきたものであり、小売業の取り組み

を取り込んで 2013 年に食品廃棄対策のための国家協定が成立した。過去の調査では回答し

た団体の 64％が小売企業との協力関係を 10 年以上維持していると回答しており、2018 年

の調査でも、調査対象の小売店の 64％が売れ残りの食品を 3 年以内に寄附したことがある

と回答している（図 4-25）。 

 
図 4-25 フランスにおける食品小売企業と食料援助団体の協定継続年数 
（出典）EY (2019) Evaluation of the application of the provisions of the law of 11 February 2016 on the fight 

against food waste, and the implementing decree of 28 December 2016 

 

                                                  
137 杉村・小林（2019）フランス：フードバンク活動による食品ロス問題への対応と品揃え形成およびそ

の政策的背景, 小林富雄・野見山敏雄編著「フードバンクの多様化とサプライチェーンの進化 食品寄附

の海外動向と日本における課題」筑波書房, pp.31-50（第 2 章） 
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その後、食品廃棄物対策としては任意協定だけでは不十分 120 とのことで、2016 年 2 月

に食品廃棄物削減に関する法律（ギャロット法）が公布された。事業者が食品を廃棄するよ

りも寄附する方が有利になる枠組を作成したもので、店舗面積が 400 平方メートルを超え

る大型小売店を対象とし、賞味期限切れ等の理由による商品廃棄を禁止した。事前に契約し

た市民団体に寄附するか、肥料や飼料として再利用することが求められる。特に、流通業者

は消費可能な売れ残り商品を消費に適さない状態にすることを禁止され、違反した場合に

は罰金が科される。なお、「400m2 以上の売り場面積を持つ小売店は、フードバンクとのパ

ートナーシップの提案をすること」が義務化された。なお、地域によっては食料援助団体が

存在しない場合もあるので、パートナーシップ契約の実現そのものは問われないが、2017
年 2 月までに 低１つの食料援助団体に対しパートナーシップの提案をすることが義務付

けられた。 
2019 年 10 月 22 日にはフードロスに関するオルドナンスが公布された。フランス新農

業・食品法（Egalim 法）に基づくもので、ギャロット法の規定（流通業者に禁じている消

費可能な売れ残り商品を消費に適さない状態にすることの規制）を団体食堂及びアグリビ

ジネスの分野に拡大した。2020 年 10 月 22 日から 5,000 万 EUR 以上の売上がある食品製

造・加工企業と、3,000 食以上の食事を提供する事業者（例：レストランや学食など）は、

食料援助団体に対し、まだ食べられる売れ残り商品を提供する協定を提案するよう義務付

けられた。なお、新たに所定の条件に達した場合（製造業で年間売上 5,000 万 EUR 超など）

は、1 年以内に対応することとされている。また、対象事業者は、2020 年 1 月以降、食品

廃棄への対応についてのコミットメントを公表することが義務化されている。 
フランス農業・食料省によると、2016 年のギャロット法導入から 4 年以上が経ち、慈善

団体が配布する食事の数は大幅に増加している138。また、食品廃棄物対策のための国家協定

に参加する小売店の数は増加し、大手食料援助団体が集めた食品のうち、小売を含めた企業

からの寄附が 2016 年以降増加している。例えば、2015 年から 2016 年にかけて食品寄附量

は 40％増加し、2016 年から 2017 年に小売からの寄附量は 13％増加した（図 4-26）139。 

 

図 4-26 フランスにおける企業からの食品寄附量の推移 
注）縦軸の単位：トン 

（出典）EY (2019) Evaluation of the application of the provisions of the law of 11 February 2016 on the fight 

against food waste, and the implementing decree of 28 December 2016 

                                                  
138フランス農業・食料省（2020 年 9 月 23 日プレスリリース）La France pionnière de la lutte contre le 
gaspillage alimentaire  
https://agriculture.gouv.fr/la-france-pionniere-de-la-lutte-contre-le-gaspillage-alimentaire 
139 EY (2019) Evaluation of the application of the provisions of the law of 11 February 2016 on the 
fight against food waste, and the implementing decree of 28 December 2016 
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ギャロット法の成立から 4 年となったことを受けて行われた調査140では、農業食品関連

企業（IAA）の回答者（N=49）の 67％は売れ残りの食品を寄附していると回答したが、寄

附のためには、ロジスティクス、トレーサビリティ、寄附できる製品リストの制限が厳しす

ぎるといった課題が挙げられた。 
 
(4) その他 
① 寄附される食品の安全・衛生基準 

食品衛生に関しては 3 つの主な EU 規則（178/2002、852/2004、853/2004）141があり、

食品関係企業･組織（生産者から食品店まで、慈善団体も含む）に関するものである 136。食

品の販売であっても寄附であっても市場に出る食品を扱う際に等しく適用される。消費者

にとって同じ安全基準となることが原則であるため、慈善団体も、食品を消費者に提供する

観点から適用の範囲内となる142。 
フランスのフードバンクは食品を扱う他の企業等（生産者、食品製造業者、卸業者、流通

業者、小売店など）と同様に、定期的にフランス農業・食料省食品総局（DGAL）の食品品

質安全管理科（service vétérinaire）の検査が入る 136, 143。 
 
 

② 食品の期限表示 

フランスでは食品の期限表示は、消費期限（DLC）と 小耐久期限（DDM）のどちらか

が使用されている。 
消費期限（DLC）は、腐りやすい食品（シャルキュトリー、生肉、調理済食品等）に適用

される。一般的に、DLC のある食品は冷蔵庫で保管される。食品期限表示としては、「À 
consommer jusqu’au…（...まで消費される）」という文言の後に月日まで表示する。 

小耐久期限（DDM）とは、賞味期限（DLUO）に代わる用語であり、品質が損なわれ

る可能性が生じる期限である。DDM を過ぎたものを食べても人体に害はないため、DD を

過ぎていても、パッケージ変更がなされていなければ廃棄する必要はない。パッケージ上に

は「À consommer de préférence avant le…（…より前がいい）」と記載される。期限の記

載方法は、期間が 3 か月未満の製品の場合は月日、期間が 3〜18 か月の製品の場合は年月、

期間が 18 ヶ月を超える製品の場合は年を表示する144。 
なお、バンク・アリマンテールでは、全ての食品を DDM 以前に配布・消費することを推

奨している。また、寄附する食品の期限までの残存期限は、受け渡しの際に企業とフードバ

ンクで確認し、すべてパートナーシップ契約書に明記している。例外として DDM を過ぎた

食品を取り扱える場合もあるが、DDM を大きく超過する場合には、風味が悪くなっている

可能性があるため、再配布前に試食するよう関係団体に推奨している。 
                                                  
140 comerso (2020) BAROMÈTRE 2020 : ANTI-GASPILLAGE ET VALORISATION DES DÉCHETS 
POUR UNE ÉCONOMIE CIRCULAIRE, https://comerso.fr/etudes/ 
141 欧州委員会, Food Hygiene（2021/2/22 閲覧） 
https://ec.europa.eu/food/safety/biosafety/food_hygiene_en 
142 欧州委員会（2017）EU guidelines on food donation (2017/C 361/01), Official Journal of the 
European Union 
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52017XC1025(01)&from=PL 
143 バンク・アリマンテール, Trier（2021/2/22 閲覧） 
144 フランス経済・財務省 競争・消費・詐欺防止総局（DGCCRF）(2021/2/17 閲覧) 

https://www.economie.gouv.fr/dgccrf/Publications/Vie-pratique/Fiches-pratiques/Date-limite-de-

consommation-DLC-et-DDM  
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バンク・アリマンテールにおいては、食品の DDM 後の扱いについて以下のように整理し

ている（表 4-18）。食品が DDM を過ぎても取り扱えるものであるかどうか確認した後、包

装の外装（傷や凹みがないか）、匂い、味、質感等の観点から商品に劣化がないか確認して

いる。 
 

表 4-18 最低耐久日（DDM）を過ぎた食品の扱い（バンク・アリマンテール） 
分類 食品例 DDM 後の配布 注釈 

DDM 表示の

冷蔵食品 

フレッシュフルーツジュー

ス、スープ、スライスチーズ 

不可 DDMまで配布可能だが、

それ以降は不可。微生物

に敏感な食品であるた

め。 

卵（DCR※を使用） 

バター、マーガリンン、カッ

トされていないホールチーズ 

最長 2 週間 DDM + 2 週間まで配布

可能。 

乳幼児の食品 粉ミルク用雑穀粉末 不可 DDMまで配布可能だが、

栄養成分の保証のため

それ以降は不可。 

瓶入り離乳食、レトルト離乳

食 

最長６カ月間 パッケージの状態に注

意しつつ DDM + 6 カ月

まで配布可能。 

冷凍食品 冷凍鮮魚 最長６カ月 保存状態と風味に注意

しつつ DDM + 6 カ月ま

で配布可能。 

果物、野菜、肉、惣菜、菓子、

デザート、アイスクリーム、

バター 

最長６カ月 保存状態と風味に注意

しつつ DDM + 6 カ月ま

で配布可能。 

デリケートな

食品 

高温真空包装の UHT（超高温

殺菌）牛乳と、長期保存用

UHT 生クリーム 

最長３カ月 パッケージの状態に注

意しつつ DDM + 3 カ月

まで配布可能。 

チーズフォンデュ用チーズ、

生ハム、冷蔵保存しない生ソ

ーセージ 

保存状態に注意しつつ

DDM + 3 カ月まで配布

可能。 

ややデリケー

トな食品 

瓶入り UHT 牛乳 最長６カ月 パッケージの状態に注

意しつつ DDM + 6 カ月

まで配布可能。 

スープ、ジュース、デザート、

パック包装された惣菜 

植物油（瓶、プラスチックボ

トル、缶など） 

風味に注意しつつ DDM 

+ 6 カ月まで配布可能。 

デリケートで

はない食品 

缶・瓶詰めの全ての食品 最長６カ月 パッケージの状態に注

意しつつ DDM + 6 カ月

まで配布可能。 

水、ソーダ（プラスチックボ

トルまたは瓶入り） 

風味に注意しつつ DDM 

+ 6 カ月まで配布可能。 

（出典）バンク・アリマンテール提供資料より作成 

※ 卵については推奨消費日（Date de Consommation Recommandée）が適用される 
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 フードバンクの実態や背景 

(1) 背景 
① 食品ロスの発生状況・目標 

ADEME によれば、フランスでは 2016 年には約 1,000 万トンの食品が廃棄され（本来の

目的である人による消費をされない食品の量）、一人あたりでは 150kg/年と推計されている
139。流通過程での廃棄が 14％、製造が 32％、輸送が 21％、消費段階（家庭、外食、食堂）

部門からの廃棄が 33％を占める。なお、食品廃棄の定義としては、2013 年の食品廃棄物対

策のための国家協定（Pacte National de Lutte Contre le Gaspillage）で提示された「人の

消費のために生産された食品であり、フードチェーンのどこかで廃棄もしくは損傷を受け

たもの」を採用している。例えば、スーパーマーケットにおいては、製品が倉庫に入ってか

ら消費者に購入されるまでの間に廃棄される食品が該当する。 

 
図 4-27 フランスにおけるセクター別の食品廃棄量（割合） 
（出典）EY (2019) Evaluation of the application of the provisions of the law of 11 February 2016 on the fight 

against food waste, and the implementing decree of 28 December 2016 

 
フランス農業・食料省によると、食品廃棄の目標を計画する上で、食品廃棄量を測定する

ことが容易ではなかったため、2015 年に欧州ではじめて食品廃棄量の調査が実施された。

2019 年にすべての EU 加盟国は各セクターでどれくらいの食品廃棄量が発生したのか、4
年ごとに EU の担当部へ報告することが義務付けられた。 初の報告書の完成は 2022 年と

予定されており、2021 年には、セクターごとの大々的な調査が行われる予定である。なお、

2022 年に発行される 初の報告書は、2020 年の食品廃棄概算に基づいて作成される。 
 
② 食品廃棄物の処理に関する優先順位の設定 

2016 年のギャロット法では、食品廃棄に対する対処の優先順位が定められた。なお、2016
年時点では EU にも食品廃棄物の対処の優先順位の整理はなく、調査報告書ではアメリカ

環境保護庁（USEPA）などの資料を参照した整理図が提案されていた145。フランス農業・

食料省などの資料146では、同じ図を引用して、発生抑制、人の消費（寄附や形を変えるこ

と）、飼料化、堆肥化やエネルギーリカバリーの順に 4 段階で優先度を設定したとしている

（図 4-28）。 

                                                  
145 ECA (2016) Special Report, Combating Food Waste: an opportunity for the EU to improve the 
resource-efficiency of the food supply chain 
https://eca.europa.eu/Lists/ECADocuments/SR16_34/SR_FOOD_WASTE_EN.pdf 
146 フランス農業・食料省資料（2021/2/16 閲覧） 

https://ec.europa.eu/food/sites/food/files/safety/docs/fw_eu-platform_20170331_pres-10.pdf 
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図 4-28 フランスにおける食品廃棄物のヒエラルキー 
（出典）フランス農業・食料省提供資料 

（参照）ECA (2016) Special Report, Combating Food Waste: an opportunity for the EU to improve the 

resource-efficiency of the food supply chain 

 
③ フードバンクの設立背景・目的 

1984 年に欧州のフードバンクはフランスで開始された。カナダのフードバンクである

Edmonton Food Bank 創設者の Francis Lopez を通じてフードバンクの概念を知った

Cécile Bigot というシスターが、カトリック教会系の NPO 団体である Secours Catholique、
慈善団体の Emmaüs and the Salvation Army 等とともに、パリで増加している貧困対策

の一つとして開始した147。この活動が現在のバンク・アリマンテールにつながっている。 
なお、Fédération Européenne des Banques Alimentaires-European Federation of Food 

Banks（FEBA）は、欧州全体へのフードバンクネットワークの拡大を目指し、1986 年 9 月

にパリで開始されたのち、20 の国に活動の幅を拡大した。しかし、2018 年には欧州の他機

関との連携をスムーズにするため、本拠地をパリからブリュッセルへ移転し、European 
Food Banks Federation (FEBA)に活動が引き継がれた 147。 
 

  

                                                  
147 欧州フードバンク連盟（FEBA）, Our Mission (2021/2/17 閲覧) 
https://www.eurofoodbank.org/en/mission-vision-values 
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(2) 実態 
① 概要 

フランスでは、必要とする人への食料援助として心のレストラン（Les Relais du Coeur）
などが、炊き出し・食事支援をメインとして活動している。一方で、フードバンクも食料援

助の役割を担っており、1984 年に欧州初のフードバンクが設立された。 大のフードバン

クはバンク・アリマンテール（Banques Alimentaires）であり、2019 年の食品寄附量は、

約 11.5 万トンであった。 
 
② 大手フードバンクについて 

バンク・アリマンテール（Banques Alimentaires） 

フランス 大のフードバンク団体であり、フランス全土に 79 のフードバンク支部と

「Antenne」と呼ばれる 31 の物流センターを構えている（図 4-29）。寄附された食品を直

接受贈者に提供するのではなく、食品パートナーシップ契約（convention de partenariat 
alimentaire）を結んだ 5,400 の食料援助団体を通じて 200 万人以上に食品を提供している。 

食料を提供する先の食料援助団体の内訳は次のとおり。  
 慈善団体 28%（フランス赤十字、スクール・カトリック Secours Catholique、エマ

ウス Emmaüs、プチ・フレール・デ・ポーヴル Petits frères des pauvres など） 
 市役所や役場に付随する社会支援活動センター25%（villes de France） 
 個人団体・アソシエーション 47%（地域のアソシエーション、市民団体など）148 
また、割引価格で食品を提供するソーシャル食料品店（épiceries sociales）のうち 790 店

舗以上と提携している 148。（図 4-30）。 
2019 年の食品寄附量 11.5 万トンのうち、43.5%はスーパーマーケットからの寄附であっ

た（表 4-19）。 
バンク・アリマンテールが配布する食品の提供元の内訳は以下のとおりである149；大規模

及び中規模の卸売り事業者 43%、EU（FEAD）150及び国からの支援 24%、農業生産者及び

農業加工品製造業者 22%、スーパーマーケットなどで開催される大規模な食品収集イベン

ト（コレクト・ナショナル）151での寄附 11％。 
 

表 4-19 食品寄附量の推移（バンク・アリマンテール） 
 2015 2016 2017 2018 2019 

寄附量（トン/年） 

スーパー、農家、工場、企業

を含む 

105,529 106,283 112,876 113,139 115,000 

スーパーからの寄附割合 37.0% 39.1% 40.9% 42.4% 43.5% 

（出典）バンク・アリマンテール提供資料より作成 

 

                                                  
148 バンク・アリマンテール HP (2021/2/17 閲覧) 
https://www.banquealimentaire.org/nos-associations-partenaires-184  
149 バンク・アリマンテール HP (2021/2/16 閲覧） 

https://www.banquealimentaire.org/nos-sources-dapprovisionnement  
150 欧州委員会の貧困対策予算、The Fund for European Aid to the Most Deprived のこと。 
151 11 月 終週の週末に開催されるイベント。スーパーマーケットで個人等が商品を購入して寄附するも

の。春に開催されることもある。 
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図 4-29 バンク・アリマンテール：79 のフードバンク支部と 31 の物流センター 
（出典）BanqueAlimentaire, Notre organisation より作成 

注）黒文字：フードバンク支部、青字：物流センター 

 
図 4-30 バンク・アリマンテールにおける食品配布の流れ 
（出典）バンク・アリマンテールヒアリング、資料152等より作成 

 

                                                  
152 バンク・アリマンテール HP（2021/2/16 閲覧） 
https://www.banquealimentaire.org 

注︓１）「コレクト・ナショナル」とは、全国の⼤型スーパーマーケットや総合スーパー(GMS)で回開催する寄附イベント。
２）「FEAD」とは、欧州委員会の貧困対策予算であるThe Fund for European Aid to the Most Deprivedのこと。

コレクト・
ナショナル⼤型⼩売店 農業者、

⾷品産業
EU（FEAD）・
政府予算で購⼊

Banques Alimentaires
79のフードバンク⽀部（31のデポ施設）へ収集

5,400の⾷料援助団体
（associations nationales , 
associations territoriales, CCAS)

790以上のソーシャル⾷料品店
（épiceries sociales）
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バンク・アリマンテールの 2019 年時点のインフラ設備は、倉庫面積が 125,762 ㎡であ

り、481 台保有する車両のうち 359 台は冷蔵設備を備えている。また、食品寄附活動には労

働力が も重要であると考えており、ボランティアを募るキャンペーンも実施している。現

在、6,880 人の常勤ボランティアと 527 人の社員が従事している。バンク・アリマンテール

は食品寄附だけでなく、企業から現金寄附も受けており、冷蔵設備付きトラックの購入など

に使用している 125。 
食品提供企業とパートナーシップ契約を締結する際には、各支部ではなく、バンク・アリ

マンテール全体で以下の契約をカバーしている。 
 バンク・アリマンテールで働く全スタッフ（社員、研修生、ボランティアなど）の民

事責任の対応（保険加入） 
 サーバーの故障、コピー機、印刷機などの IT リスクへの対応 
 司法保護による弁護士費用や労働裁判費用など（ただし、車両保険は各支部で加入） 
 
特に倉庫での在庫管理は重要であり、ノウハウが蓄積されているため食品提供ができる。

「VIF」というソフトを利用し、どういった食品が入荷され、搬出され、在庫がどれほどあ

るか各支部が管理している 125。 
トレーサビリティソフトも導入しており、「パスレル（歩道橋、つなぐもの）」というアプ

リケーションソフトでは、食品が提供先に届けられたことを追跡できる 125。また、万が一、

食品に欠陥が見つかった場合は、警報発令を出すことができる。食品提供先団体が、商品の

受け取りと提供、在庫管理、仲介した受益者（利用者）の数を管理できるようにしている。

このアプリケーションソフトは、バンク・アリマンテールが提供先団体に無料で配布してい

る。 
 また、バンク・アリマンテールは次のようなマッチングシステムを利用している 125。 
 ProxiDon：2016 年に開始したプラットフォーム。近所の食品店（個人経営のパン屋、

小型スーパー、食材店など）と近所の食品関連アソシエーションをマッチングし、まだ

食べられる売れ残りを寄附できるようになった。このシステムにより、トラックの使用

等にかかるコストを勘案して受け取りできていなかった小規模の寄附を受け取ること

が可能となった。 
 ClickDons：2018 年に開始したポータルサイト。農業・食品産業、農業従事者、大型流

通産業と、売れ残り食品の提供先をマッチング。79 のバンク・アリマンテール支部と

輸送手段の分配を管理している。このサイト利用することで、バンク・アリマンテール

を通じて、必要なところに大量の寄附を届けることができる。2019 年には食品寄附の

11%が ClickDon ポータルサイト上で行われ、その総量は 3,000 トン近くに上った。 
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 近年の課題として認識されているのは、特にスーパーからの食品寄附の質のコントロー

ルである。スーパーから寄附された食品は、バンク・アリマンテールの倉庫でボランティア

によって仕分けされる。本来これは寄附前にスーパー側が行う作業であるが、実施が不十分

であり、品質を理由とした受け入れ拒否の割合も増加している 125。本論点は、ギャロット

法の改善のため、現在フランス国民議会でも議題に上がっている 125。 
 
表 4-20 食品寄附のうち受取を拒否した食品の割合（バンク・アリマンテール） 
 2016 2017 2018 

スーパーからの寄附の拒否割合 8.1% 10.1% 11% 
（出典）バンク・アリマンテール提供資料より作成 

注）賞味期限切れや傷みなどが原因で、バンク・アリマンテールがパートナー団体・アソシエーションに

配布できなかった食品の割合。量ベース。 

 
 
③ 関係機関の連携 

食品の寄附や食品廃棄物対策に関与するフランスの政府機関は次のとおりである。 
 フランス農業・食料省（MAA）：食品や農業に関する政策を所管。食品寄附に関するガ

イドラインを出している。 
 フランス環境連帯移行省（MTES）：持続可能な開発、環境・エネルギー政策を所管。

2020 年には食品を対象とした売れ残り製品の廃棄禁止を衣服にも拡大した。 
 フランス経済・財務省競争・消費・詐欺防止総局（DGCCRF）：消費者保護政策の担い

手として、消費者保護政策を所管。食品有効期限表示等も管轄している153。 

 フランス経済・財務省公共財政総局：フランスにおける税務行政の執行機関154 

 フランス環境・エネルギー管理庁（ADEME）：フランス環境連帯移行省及び高等教育・

研究・イノベーション省が共同設立。公的な商業・工業分野の役務に特化しているが、

行政機関ではない商工業的公施設法人（EPIC）155であり、食品ロス・食品廃棄削減の

取り組みを実施。 

また、バンク・アリマンテールでは、一時的なボランティアを集めるためのフランス政府

のプラットフォーム156を通じてボランティアの招集を行っている 125。 
食品関連事業者もフードバンクとの連携を強化している。例えば、パリに本社を置く大手

小売りの Carrefour は、1995 年以降フードバンク活動を支援しており157、食品寄附だけで

なく、カルフール財団を通じた資金援助も実施している158。 

                                                  
153 大澤彩（2018）フランスの消費者政策, 消費者庁 第７回第４期消費者基本計画のあり方に関する検討

会 資料 3 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/basic_plan_fourth/pdf/basic_plan_fou
rth_180531_0004.pdf 
154 梅原秀明 （2017）フランスの税務行政の概要と 近の取組, 税大ジャーナル第 28 号 
https://www.nta.go.jp/about/organization/ntc/kenkyu/backnumber/journal/28/pdf/08.pdf 
155 萩原隆子（2016）フランス鉄道における組織改革の動向, 運輸と経済, 第 76 巻第 1 号

https://www.itej.or.jp/assets/seika/topics/201601.pdf 
156 jeveuxaider.gouv.fr 
157 Carrefour “FOR THE 25TH YEAR, CARREFOUR IS HOSTING THE FOOD BANKS FOR THE 
NATIONWIDE DONATION CAMPAIGN – THE LARGEST EVER STAGED – DURING THIS 
HEALTH CRISIS” （2020 年 11 月 26 日発表） https://www.carrefour.com/en/actuality/25th-year-
carrefour-hosting-food-banks-nationwide-donation-campaign-largest-ever-staged 
158 バンク・アリマンテール HP “Fondation Carrefour” （2021/2/21 閲覧） 
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また、民間企業のフードバンク対応窓口のアウトソーシング事業も展開されている。2014
年に設立されたベンチャー企業であるフェニックス（Phenix）は、フランス全土に加え世

界 5 カ国で、食品小売店へ食品の寄附やリサイクルを行うことによる税軽減のコンサルテ

ィングサービスを提供している159。 
 

 
④ ドギーバッグの普及状況 

Egalim 法が施行され、2021 年 7 月 1 日からレストランは希望する消費者へ「グルメバ

ッグ（Gourmet Bag）」を提供することが義務付けられる。フランス農業・食料省によると、

歴史的に見るとフランス人にとって馴染みのないことであるが、ここ 近は国民の理解が

進んでおり、環境への関心も高いため利用する人が増えているため、自然に新しい習慣にな

ると思われる160。フランス農業・食料省では、一般消費者向けの普及啓発のためのウェブサ

イトも作成している161。 
  

                                                  
https://www.banquealimentaire.org/fondation-carrefour-323 
159 フェニックス HP （2021/2/21 閲覧）https://wearephenix.com 
160 フランス農業・食料省ヒアリング（2021 年 2 月） 
161 http://gourmetbag.fr/ 
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4.5. オーストラリア 
＜法制度＞食品寄附に特化した税制優遇措置はないものの、各州では寄附した食品によ

る意図せぬ事故に対する免責制度が整備されている。連邦政府や各州政府によるフードバ

ンク団体への補助金（食料購入の資金、州によっては運営費の補助）があるが、特に公共部

門の政策誘導はなく、民間の取り組みによって発展してきたとされる。 
 
＜実態＞アメリカを参考に 1990 年代からフードバンクが設立され、現在ではアメリカに

次いで人口あたりのフードバンクへの食品提供量が多いともいわれる162。食品寄附量はお

よそ 4.8 万トン（2016/2017 年度）と推計されており、 大のフードバンク団体ネットワー

クである Foodbank Australia が寄附される余剰食品の 7 割程度（2019 年には 3.7 万トン

程度）を扱っているとされる。 
 
 

 食品の寄附に関する法制度 
(1) 税制優遇 

現状、食品寄附に特化した税制優遇措置はない。オーストラリアの多くの地域に大きな被

害をもたらした 2019-2020 年の森林火災や新型コロナウイルスの影響も受けてフードバン

クへの食料援助ニーズは高まっており、各フードバンク団体は食品や輸送などのサービス

寄附に係る税制優遇措置の導入に向けてロビー活動を展開している。 
 
表 4-21 税制優遇（オーストラリア） 
法制度・内容 食品の寄附に特化した税制優遇措置はないが、適格な慈善団体への

食品もしくはサービス（輸送など）の寄附に関しては控除対象とさ

れる場合がある。食品の市場価値もしくは食品/サービスのコストの

いずれか低いほうが控除額上限となる。 

要件 食品の寄附による控除を得るためには、以下の要件を満たすことが

必要。 
 オーストラリア税務局 ATO に承認された慈善団体や非営利団

体への寄附であること 
 所得税法上の贈与に相当するもの 
 寄附者の流通在庫であり、通常業務の範囲外で扱われるもの 
 寄附される前の 12 ヶ月の間に購入されたもの 
 5,000 豪ドル以上の価値があるもの 

根拠法 1997 年所得税法（Income Tax Assessment Act 1997/ ITAA 1997） 

経緯 寄附一般の税控除を定める法のもと、一定の税控除は認められる。

食品寄附に係る控除の拡張や輸送などの関連するサービスの提供

のインセンティブとなる税制優遇措置の導入が求められていると

ころ。 

 
オーストラリアでは、食料援助団体の寄附に対して一定の税控除を認めている。税控除は、

税法上の控除に関する一般規則及び、控除対象受贈者（Deductible Gift Recipient/ DGR）

の認定を受けた公的慈善団体（Public Benevolent Institutions/ PBI）に関する規則の両方

                                                  
162 小林富雄（2019）産業化するフードバンクの分析-オーストラリアのケーススタディ, 流通 44 巻 p. 
33-47 
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に基づいて提供される。寄附の税控除が認められる団体（DGR）の承認は税務局（ATO）

が実施するもので、例えば Foodbank Australia は DGR 資格を保有する163。所得税法

（Income Tax Assessment Act 1997/ ITAA 1997）Section 8-1 の一般規則に基づき、寄附

と課税所得を得る目的（事業を営む寄附者の場合）との間に十分な関連性がある場合は、控

除が認められることがある。例えば、スポンサーシップ、広告宣伝やマーケティングにかか

る事業費の場合、多くは控除可能である。 
ITAA1997 Section 30-15 では、DGR 認定団体への寄附に関して特定の控除を認めてお

り、DGR 資格のある食料援助団体への金銭、財産や流通在庫の贈与は、控除対象となる。

まとめると、DGR 資格のある食料援助団体への寄附に際しての税控除には以下のようなも

のとなる。なお、プロボノサービスは、現行の税制下ではいかなる場合にも控除対象とはな

らない。 
 食料援助団体への金銭の寄附：寄附が ITAA1997 Section 30-15 の「贈与（gift）」にあ

たる場合は、寄附の全額に対する控除を請求できる。 
 食料援助団体へのサービスの寄附（例：スポンサーシップ、食品の輸送、保管など）：

一般に税控除はないが、サービスが ITAA1997 Section 8-1 に基づいた税控除の取決め

のもとで提供される場合はこの限りではない。この場合も控除対象額は、契約の下で生

じた一定のコストの価値に対してのみであり、関連するサービスの市場価格相当額の

控除は請求できない164。 
 食料援助セクターへの食品（及びその他の資産）の寄附：寄附が ITAA1997 Section 30-

15 の「贈与」にあたり、寄附されるものが以下の条件を満たす場合は、一般的に控除

が可能である。 
A) 寄附者の流通在庫であり、通常業務の範囲外で処分されるもの 
B) 寄附者の流通在庫であるかに関わらず、贈与する前の 12 ヶ月の間に寄附者が購入

したもの 
C) 寄附者の流通在庫であるかに関わらず、税務局に 5,000 豪ドル以上と評価される

もの 
なお、税控除の対象となる「贈与」に相当するためには、自主的な寄附であり寄附者に金銭

的価値のある見返り（material benefit）をもたらさないものであることが必要とされてい

る165。控除対象額は以下のとおりである。 
 食品を含め、寄附者の流通在庫であり、通常業務の範囲外で処分されるものの寄

附：食品の市場価格（寄附した日の価格）の 100％。大企業に対しては、控除額の

30％が経済的便益の上限とされる。多くの食品寄附の控除対象の要件にあたる一

方で、市場価格の算出が難しい場合がある。（コストの算出は容易だが、市場価格

での評価よりも控除額は少なくなる） 
 食品を含め、寄附者の流通在庫であるかに関わらず、贈与する前の 12 ヶ月の間に

                                                  
163 ACNC Charity Register では、DGR 資格の承認を受けた団体か確認することができる 
https://www.acnc.gov.au/for-public/charity-tax-concessions/my-donation-tax-deductible 
Foodbank Australia についての登録内容は以下のとおり 
https://www.acnc.gov.au/charity/2ffa99a2bed2de5963de0a917ae35c21 
164 KPMG によると、ITAA1997 Section 8-1 に基づいた控除が許容されるかについては案件ごとに相当

の不確実性があるとされる。 
KPMG（2020）A National Food Waste Tax Incentive - Boosting food relief through Australia's tax 
system. 
165 ATO, Claiming tax deductions（2021/2/4 閲覧） 
https://www.ato.gov.au/non-profit/gifts-and-fundraising/claiming-tax-deductions/is-it-a-gift-or-
contribution-/ 
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寄附者が購入したもの：食品の市場価格（寄附した日の価格）の 100％もしくは食

品のコストのいずれか低いほうが控除額上限。 
 食料援助のためのサービス提供：ITAA1997 Section 8-1 に基づいたものであれば、

サービスにかかるコストが控除対象となる可能性。（事業者のみが控除対象であり、

提供されたサービスの市場価格ではなくコストが控除対象） 
 通常は B）にあるように食品の市場価格（寄附した日の価格）の 100％もしくは食品のコ

ストのいずれか低いほうで控除を求めることができる。寄附を受け取ったフードバンク団

体から発行される受領書を元に寄附者である企業などが税控除の申請を行う必要がある。

食品や家畜の生産・販売を主な事業内容とする企業の場合には、フードバンクへの寄附品の

製造と加工に係る支出のどちらでも控除申請をすることができる166。 
オーストラリア 大のフードバンク団体である Foodbank Australia は、既に企業からの

食品寄附は受けているものの、需要を満たせているフードバンク団体は 37％に過ぎず、さ

らなる供給が必要と訴える。KPMG では、余剰食品を寄附するよりも廃棄するほうが圧倒

的にコストが安くなることもあるのが現状であり、税制改革によって特に経営上の余力が

小さい小規模な食品関連事業者からの寄附を後押しすべきとしている167。Foodbank 
Australia は、政府への提言として税制について以下の 2 点を求めている168。 
 食品寄附に係る税制優遇の拡張（アメリカの税制優遇措置を具体例として挙げる） 
 食料援助（Food relief）に関連するサービスの税控除。例えば、食品の輸送や輸送用の

パレットの調達、保管、冷蔵にかかるコストの軽減のため、これらのサービス提供のイ

ンセンティブになるような税制優遇を求める。 
KPMG169では食品寄附を後押しするための税制優遇について、食品寄附に係る輸送や保

管のコストも税制優遇対象であることを明示すること（ITAA1997 Section 30-15 の改正）、

もしくはすべての事業者を控除対象とし、控除対象が流通在庫であるという制限を緩和す

ることが有効ではないかと提案している。 
Foodbank Australia と同様に税制優遇の拡大を求める OzHarvest によれば、企業からの

資金寄附を受ける場合には企業側が税制優遇を受けられるケースもあり、企業からの寄附

金について要件などはなく、大抵は特定のプロジェクトに向けた寄附を受けるとのことで

あった。寄附の実質的なドライビングフォースは、現場のエモーショナルコネクション（例

えば、スーパーのスタッフとフードバンク団体スタッフのネットワークなど）や寄附意識に

基づいており、税制優遇が拡大されれば企業側にも大きな変化があるはずとの意見であっ

た170。 
 

                                                  
166 PMA Australia-New Zealand Limited (PMA A-NZ), Foodbank Donations Tax Deductible（2021/2/4
閲覧） 
https://www.pma.com/Global-PMA/ANZ/News/2018/Foodbank-Donations-Tax-Deductible 
167 The News Daily 誌（2020/9/29）Food relief agencies call for tax reforms to encourage business 

donations（2021/2/4 閲覧） 

https://thenewdaily.com.au/finance/consumer/2020/09/29/food-relief-tax-reform/ 
168 Foodbank Australia, Pre-Budget Submission 2020-21（2021/2/4 閲覧） 
https://www.foodbank.org.au/wp-content/uploads/2019/12/FINAL-Foodbank-Pre-Budget-Submission-
2020-21.pdf 
169 KPMG（2020）A National Food Waste Tax Incentive - Boosting food relief through Australia's tax 
system. 
https://home.kpmg/au/en/home/media/press-releases/2020/09/national-food-waste-tax-incentive-
would-increase-food-security-24-september-2020.html 
170 OzHarvest ヒアリング（2021 年 1 月） 
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(2) 免責制度 
連邦法による統一された免責制度はないが、全州及び特別地域がアメリカの善きサマリ

ア人の法と同じように寄附された食品による意図しない事故の民事責任を保護する法律を

整備している。いずれも 2000 年代前半に相次いで導入され、各州の要件はほぼ共通してい

る。 
 
表 4-22 免責制度（オーストラリア） 
責任の所在に関する

考え方、内容 
連邦法として統一された免責制度はなく、各州でアメリカの善き

サマリア人の法と同じように食品寄附による意図しない事故の

民事責任を保護する法律を規程。 

要件 各州ほぼ共通して概ね次のような要件を設定しており、要件を満

たした場合には食品の寄附者の賠償責任を保護する。 
 誠意を持って慈善目的で寄附された食品であること 
 食品の受贈者が食品の代金を支払わなくてもよいという意

図のもと寄附されたこと 
 食品が、提供者の所有・管理下を離れる時点（寄附される時

点）で、安全に食べられる状態であること 
 提供者は、食品の取扱と安全な消費の期限の両方に関して、

食品の安全性を確保するために必要な情報を提供すること 

根拠法 各州・特別地域がそれぞれ整備。例：ニューサウスウェールズ州

では、Civil Liability Amendment (Food Donations) Act 2005 No 16 

経緯 食品の寄附の後押しとするため、導入。フードバンク団体もロビ

ー活動を実施しオーストラリアでも社会的・環境的なニーズが高

まったために導入に至った。 

効果 制度導入から 15 年以上が経った現在も免責制度について認識し

ていない企業も多いが、寄附された食品による事故に対する訴訟

の例はない。 

 
アメリカの食品寄附に係る免責制度の先例を受け、オーストラリアでも社会的・環境的な

ニーズが高まったために導入に至った。食品の寄附の後押しとするため、フードバンク団体

もロビー活動を実施した。制度導入から 15 年以上が経った現在も免責制度について認識し

ていない企業も多いが、寄附された食品による事故に対する訴訟の例はない 170。なお、寄

附された食品に起因する意図しない事故の責任追及は各州の民法（Civil law）の範囲であ

り、刑法の範囲外である 170。 
 
各州・地域それぞれの法があり、制定の経緯や根拠法は異なるが、免責の要件はほぼ共通

している。例えば、シドニーを擁するニューサウスウェールズ州では、2005 年に導入され

た Civil Liability Amendment (Food Donations) Act によって食品を寄附する企業は寄附

した食品に起因する意図しない事故の責任を保護される。OzHarvestの創立者であるRonni 
Kahn 氏など、フードバンク団体のロビー活動も背景にあった。ニューサウスウェールズ州

の規定では、以下の要件を満たす場合、食品の寄附者は民事責任から保護される171。 
                                                  
171 ニューサウスウェールズ州環境保護庁, Donate food: feed people, not landfill（2021/2/4 閲覧） 

https://www.epa.nsw.gov.au/your-environment/recycling-and-reuse/business-government-

recycling/recycling-organics-work/food-donation 
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 誠意を持って慈善目的で寄附された食品であること 
 食品の受贈者が食品の代金を支払わなくてもよいという意図のもと寄附されたこと 
 食品が、提供者の所有・管理下を離れて寄附される時点で、安全に食べられる状態で

あること 
 提供者は、食品の安全性を確保するために必要な情報を慈善団体に提供すること 

 
ビクトリア州172においても、企業の食品寄附を後押しするため、Wrongs and Other Acts 

(Public Liability Insurance Reform) Bill 2002 による免責制度が導入されている。慈善団

体に安全な食品を寄附した場合の補償を定めるもので、ニューサウスウェールズ州の Civil 
Liability Amendment (Food Donations) Act 2005 と同様の要件が定められている。また、

クイーンズランド州の Civil Liability Act 2003173では、食品寄附に際して誠意を持ってボ

ランティアを実施した善意の人へも意図しない事故の民事責任の免除を定めている。2008
年の改正法174では、食品を寄附した個人・企業や寄附された食品を取り扱った NPO も免責

の範囲であることが明記された。各州の根拠法は以下のとおりである（表 4-23）。 
 
表 4-23 免責制度の各州根拠法（オーストラリア） 
州（略称） 州都 根拠法 

首都特別地域 (ACT) キャンベラ Civil Law (Wrongs) Act 2002175 

ニューサウスウェールズ州 

(NSW) 

シドニー Civil Liability Amendment (Food Donations) Act 

2005 No 16176 

ビクトリア州 (VIC) メルボルン Wrongs and Other Acts (Public Liability 

Insurance Reform) Bill 2002177 

クイーンズランド州 (QLD) ブリスベン Justice and Other Legislation Amendment Bill 

2008178 

南オーストラリア州 (SA) アデレード Civil Liability (Food Donors and Distributors) 

Amendment Act 2008179 

西オーストラリア州 (WA) パース Volunteers (Protection from Liability) 

Amendment Bill 2006180 

タスマニア州 (TAS) ホバート Civil Liability Act 2002 - SECT 35F181 

北部準州 (NT) ダーウィン Personal Injuries (Liabilities and Damages) Act 

2003, Section 7, 7A, 8182 

                                                  
172 Department of Health & Human Services, State Government of Victoria 
https://www2.health.vic.gov.au/public-health/food-safety/food-businesses/donating-food 
173 https://www.legislation.qld.gov.au/view/whole/html/inforce/2013-11-07/act-2003-
016#statusinformation 
174 https://www.legislation.qld.gov.au/view/pdf/bill.first.exp/bill-2008-1385 
175 http://www.legislation.act.gov.au/a/2002-40/current/pdf/2002-40.pdf 
176 https://www.legislation.nsw.gov.au/view/whole/html/inforce/current/act-2005-016 
177 http://www5.austlii.edu.au/au/legis/vic/bill_em/waoalirb2002548/waoalirb2002548.html 
178 https://www.legislation.qld.gov.au/Bills/52PDF/2008/JusticeOLAB08_AinC.pdf 
179 
https://www.legislation.sa.gov.au/LZ/V/A/2008/CIVIL%20LIABILITY%20(FOOD%20DONORS%20AN
D%20DISTRIBUTORS)%20AMENDMENT%20ACT%202008_51/2008.51.UN.PDF 
180 
http://www.parliament.wa.gov.au/parliament/bills.nsf/579A0A6B5C029BFE48257170002389C3/$File/
EM+-+Bill+136-1.pdf 
181 http://www5.austlii.edu.au/au/legis/tas/consol_act/cla2002161/s35f.html 
182 https://legislation.nt.gov.au/en/Legislation/PERSONAL-INJURIES-LIABILITIES-AND-
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なお、免責制度の要件である、「食品の安全性を確保するために必要な情報の提供」には、

ナッツなどのアレルギーの情報提供も含まれる 170。フードバンク団体においても、寄附さ

れた食品は安全に関するガイドラインに則って取り扱われている必要があるとしており183、

また、提供者は寄附をした慈善団体が食品の安全性を保つために必要なことをすべて行っ

ているか、確認する必要がある184。 
 
(3) その他の制度 
① 支援制度（補助金） 

連邦政府や州政府からフードバンク団体への補助金がある。各団体の運営費や食品の調

達のために活用され、提供された食品の量や食事の数がレポートとして公表されている。 
 
連邦社会サービス省（DSS）ではFinancial Wellbeing and Capability Program（Financial 

Crisis and Material Aid – Food Relief Activity）185を経由してフードバンクなどに補助金

を支出しており、食料援助団体の食料確保を支援している。中でも、Foodbank Australia
は必要な食品を製造・供給できるよう、連邦社会サービス省（DSS）から年間 75 万豪ドル

の補助金を受けている186。なお、Foodbank Australia では、2019 年度187の収入 597 万豪

ドルのうち、政府補助金が 80 万豪ドル（13％）程度であった。 
 2018 年 11 月に連邦政府がフードバンクへの補助金を削減しようとしたが、翌日に撤回

した事もあった188。150 万豪ドルの補助金を復活させた背景には、Foodbank Australia な

どの強力なロビー活動もあった。Foodbank Australia は困窮者への食料援助の必要性とい

う観点でアピールするため Hunger Report を毎年発行しており、オーストラリアでは 5 人

に 1 人以上が食べるものに困っており、支援の必要性があるとしている189。また、2019 年

9 月から 2020 年 2 月頃まで続いた大規模森林火災や干ばつの際にも、急増する需要に対応

するため、1,000 万豪ドルの補助金を連邦政府に求めた190。 
 

                                                  
DAMAGES-ACT-2003 
183 OzHarvest ホームページ https://www.ozharvest.org/what-we-do/our-story/ 
184 Foodwise Articles, Legalities Of Donating Food To Charity（2021/2/8 閲覧） 
https://www.foodwise.com.au/legalities-of-donating-food-to-
charity/#:~:text=The%20Civil%20Liability%20Amendment%20(Food,NSW%20to%20protect%20food%20donors.&t
ext=the%20food%20is%20donated%20with,control%20of%20the%20donor%2C%20and 
185 https://www.dss.gov.au/communities-and-vulnerable-people/programmes-services/financial-
wellbeing-and-capability 
186 Foodbank Australia, Pre-Budget Submission 2020-21 
https://www.foodbank.org.au/wp-content/uploads/2019/12/FINAL-Foodbank-Pre-Budget-Submission-
2020-21.pdf 
187 Foodbank Australia Limited, Financial Report for the Financial Year Ended 30 June 2019
（2021/2/8 閲覧） 
https://www.foodbank.org.au/wp-content/uploads/2019/12/FBA-Financial-Report-2018-19-FINAL.pdf 
188 ABC News など各紙報道（2021/2/3 閲覧） 
https://www.abc.net.au/news/2018-11-13/scott-morrison-reverses-foodbank-funding-cuts/10491092 
https://mccrindle.com.au/work/foodbank-australia/ 
189 Foodbank Australia, Hunger Report 2019 
190 ABC News（2020/2/6）Foodbank charity calls for $10m in federal funding to deal with 
unprecedented demand（2021/2/4 閲覧） 
https://www.abc.net.au/news/rural/2020-02-06/foodbank-seeks-federal-funding-under-unprecedented-
demand/11928688 
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図 4-31 オーストラリア連邦社会サービス省から Foodbank Australia への補助金額推移 
（出典）Foodbank Australia, Pre-Budget Submission 2020-21 

注）縦軸は豪ドル、横軸は年度。DSS funds＝社会サービス省の補助金、Discretionary Funds＝追加補助。

補助金額が 5 年前から半減している一方で、食料援助を提供した人の数が 2014 年の月 51.6 万人から 2020

年には月 8.15 万人に増えているとしている。 

 
Foodbank Australia は連邦政府に対して食料援助団体に対する補助金の増額を含め、多

くの要望や提言を公表している。例えば、2018/2019 年度の連邦予算の提示前には、フード

バンクへのより長期的な支援予算を求め、以下を提案した191。 
 Key Staples Program192への補助：2018-2019～2020-2021 年の 3 年間の予算として、

合計 1,050 万豪ドルを求め、主食など主要な品目（key staple food）の供給を 1.4 万ト

ン増やすことを目指す。 
 食品寄附に係る輸送へのインセンティブ：フードバンク団体は財務省及び税務局 ATO

へ食品寄附の後押しとなる税控除や、食料援助（food relief）に関する輸送サービスの

税控除を求めているところ。現状では輸送サービスは寄附と見なされず、食品寄附時の

輸送コストがハードルになっている可能性を指摘。また、埋め立て処理コストのほうが

安いことも多い現状がある。 
 食料援助（food relief）のための輸送の補助：食料支援のために係る輸送コストを賄う

ため、インフラ・地域開発省からの年間助成金として、550 万豪ドルを求める。食品が

生産される地方部からフードバンクへの需要が大きい都市部への輸送など、輸送コス

トが余剰食品のマッチングのハードルになることも多い。 
 

                                                  
191 Foodbank Australia （2018 年 2 月） 
https://www.foodbank.org.au/foodbank-lodges-pre-budget-submission/?state=au 
192 食品製造、供給事業者 30 社以上と協力した食料調達プログラムで、卸売価格もしくは優遇価格での購

入（供給）プログラムの他、食品事業者やサプライラー（農家を含む）が必要な食品を低価格もしくは無

償で（寄附として）製造するプログラムがある。9 つの主要食品を対象とする；豆、スパゲッティ、缶詰

トマト、缶詰野菜、果物、小麦粉、パスタソース、大麦、缶詰スープ 
https://www.foodbank.org.au/WA/key-staples/?state=wa 
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一方で、同じく大手のフードバンク団体である OzHarvest の収入においては行政からの

補助金は通常 5％以下と比較的割合は低い。2020 年度はコロナでフードバンクへの要望が

大きく、州・連邦政府（主に州政府）からの補助金が増えている 170。2019 年度の収入 1,521
万豪ドルあまりのうち、政府の補助金は 43 万ドル程度（3％程度）であったが、2020 年度

は収入 1,890 万豪ドルのうち、政府の補助金が 731 万豪ドル（39％程度）に跳ね上がった

（2020 年 6 月末時点）193。一方で、OzHarvest の主な収入源である寄附金やスポンサー料

は 2019 年度に 1,417 万豪ドル、2020 年度に 1,108 万豪ドルと減少している。寄附金は大

半が企業からのものであるが、企業からの寄附金が減っているので、コロナ禍の中でも食品

を提供し続けるために州政府からの補助金を使っており、またこれまではなかったほどの

補助金が出ているが、食品ロス対策ではなく社会福祉面からの補助金が多く、長期のもので

はないとのことである 170。 
 
環境面からのフードバンクへの補助金の例もある。例えば、ニューサウスウェールズ州環

境保護庁194では、2013～2021 年の Organics Infrastructure (large and small) Program
（総額 357 万豪ドル）で、食品や剪定枝などの有機性廃棄物の埋め立て処分量の削減のた

めインフラや設備への補助を実施するとしている。この中で食品寄附に関しても、フードバ

ンク団体（NPO）の必要な冷凍冷蔵設備、輸送車両やフォークリフトなど保管のための設

備が補助対象となっている。 
 
 
② 寄附される食品の安全・衛生基準 

オーストラリアでは、食品の安全基準については連邦レベルでは、Food Safety Act 1991
に基づき、オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関（FSANZ）が規制をしている。

ただし、食品寄附については各州法で別途規定が設けられており、寄附される食品が要件を

満たす限りにおいては、食品の寄附者や食品を受け取り配布する慈善団体の民事責任が免

除される（詳細については 4.5.1(2)免責制度を参照）。 
Foodbank Australia では、フードバンクでの食品の取り扱いについて、食品業界の食品

取扱安全規定及びオーストラリア・ニュージーランド食品基準機関（FSANZ）による「危

害分析・重要管理点（HACCP・ハセップ）」制度を遵守している195。OzHarvest によれば、

寄附された食品の取り扱いについての厳格なガイドラインやハンドブックはなく、免責規

定でも「食品に関して一般常識に従い」ということで、食品を受け取った人の常識に則って

判断してもらっている（匂いや味などの確認）。なお OzHarvest では、1～2 週間もつ食品

だったとしても、食品を届けてから基本的には、2～3 日以内に消費するよう推奨している
170。 
 
  

                                                  
193 OzHarvest, Impact report 2020 
https://www.ozharvest.org/app/uploads/2021/01/OZH_ImpactReport-2020.pdf 
194 NSW Environment Protection Authority, Donate food: feed people, not landfill（2021/2/4 閲覧） 
https://www.epa.nsw.gov.au/your-environment/recycling-and-reuse/business-government-
recycling/recycling-organics-work/food-donation 
195 オーストラリア国内での HACCP に関係する団体の会合にも Foodbank Australia のメンバーが登壇

している。 
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③ 食品の期限表示 

オーストラリア及びニュージーランドでは、オーストラリア・ニュージーランド食品基準

コード（Australia New Zealand Food Standards Code）で食品安全に関わる基準を定めて

いる。このうち、食品の日付表示に関する基準 Standard 1.2.5（Information requirements 
– date marking of food for sale）196の規定により、消費期限（use-by date）を過ぎた食品

の販売は禁止されているが、寄附は禁止されていない。フードバンク団体は基本的には消費

期限内の食品を取り扱うが、冷凍肉など一部は消費期限を過ぎていても食品を扱うことも

ある。OzHarvest170 では、寄附された時点での食品の安全性が焦点であり、例えば冷凍肉

は消費期限（use-by date）の前に冷凍されれば、期限が過ぎても安全に食べられるとして

いる。 
OzHarvest で寄附を受けられる食品については、基本的には「自分が食べられる、食べ

たいものを寄附してほしい」とされている197。賞味期限が過ぎた食品（past “best-before” 
dates）は、状態に問題がなく安全に食べられる状態であれば、寄附を受け付けている。主

にドライな食品が対象で、期限が切れてから 3 ヶ月以内が目安だが、品物によっては期限

を 6 ヶ月過ぎていても受付可能なものもある。何を受けられるかは各拠点の状況（需給の

マッチング状況）によって違うという。一方で、傷みやすい食品や、乳製品、魚や肉、フレ

ッシュジュースなどを含む冷凍食品に関しては、消費期限を過ぎた場合（past “use-by” 
dates）は安全ではないとして、提供は受けつけていない。ただし、例外的に消費期限まで

に冷凍された肉の扱いは認められている。 
Foodbank Australia198では、食品の期限表示のうち、消費期限（use- by date）は食品の

安全性に関するものであり、調理済の食品など傷みやすい食品に表示されるとの認識のも

と、消費される前に消費期限（use-by date）を過ぎる可能性のある食品は配布しない方針

である。一方で、賞味期限（best-before date）は安全ではなく品質に関するもので、果物、

野菜、乾燥パスタ、米、缶詰食品などに表示されるが、期限が過ぎていても安全に食べるこ

とができるとして、Foodbank Australia では、賞味期限（best-before date）を過ぎた食品

を配布することもある。ただし、パートナーである食品製造事業者の社内ガイドラインに沿

っていることと、安全に食べられて品質が劣化していないことを条件としている。また、包

装にダメージがない、適切に保管されているなど、Foodbank Australia が定める要件を満

たすことも求めている。 
  

                                                  
196 https://www.legislation.gov.au/Series/F2015L00401 
197 OzHarvest, Food Donor FAQs（2021/2/4 閲覧）の他、2021 年 1 月ヒアリングによる 
https://www.ozharvest.org/food/give-food/#FAQ 
198 Foodbank Australia, Foodbank FAQs（What’s the difference between‘Use By’ and ‘Best Before’and 
does Foodbank distribute food beyond these dates?）（2021/2/3 閲覧）

https://www.foodbank.org.au/faqs/?state=au 
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 フードバンクの実態や背景 
(1) 背景 
① 食品ロスの発生状況・目標 

オーストラリアでは、年間に 730 万トンの食品廃棄物（food waste）が発生していると推

計されている（2016/2017 年度）。生産段階（primary production）での収穫ロス/産地廃棄

なども食品廃棄物の範囲に含まれており、食品廃棄物のうち 31％が生産段階、24％が食品

製造、34％が家庭からのものと推計されている（図 4-32）199。州ごとの食品廃棄物の発生

量を見ると、ビクトリア州、クイーンズランド州、ニューサウスウェールズ州の順に多く、

それぞれ食品製造、生産段階、家庭からと発生量が も多いセクターに特徴がある（図 
4-33）。 

食品ロス・廃棄の量を把握するための第 1 歩として、2019 年に 2016/2017 年度データに

基づいた推計が行われたもので200、食品廃棄物（food waste）は以下のように定義されてい

る201。 
 固形または液体の食品で人の消費を意図されており、供給・消費のチェーン全体で発生

するもの 
 消費者に達しない食品、もしくは消費者に捨てられる食品。可食部及び不可食部を含む 
 オーストラリアに輸入され処分される食品 
 輸出のためにオーストラリアで生産・製造されたが、国外に出なかった食品 

 
図 4-32 オーストラリアにおける食品廃棄の発生状況（セクター別、2016/2017 年度） 
（出典）Department of Agriculture, Water and the Environment; Food Innovation Australia Limited (FIAL), 

2020, Resources for implementing national food waste strategy 

                                                  
199 Department of Agriculture, Water and the Environment; Food Innovation Australia Limited 
(FIAL), 2020, Resources for implementing national food waste strategy 
https://www.environment.gov.au/protection/waste-resource-recovery/publications/resources-
implementing-national-food-waste-strategy 
推計にあたっては、World Resources Institute (WRI)の「Food Loss and Waste Accounting and 
Reporting Standard」を参照し、手法を採用している。 
200 Arcadis（2019）NATIONAL FOOD WASTE BASELINE Final assessment report 
https://www.environment.gov.au/system/files/pages/25e36a8c-3a9c-487c-a9cb-
66ec15ba61d0/files/national-food-waste-baseline-final-assessment.pdf 
201 Department of the Environment and Energy (2017) National Food Waste Strategy(2021/1/29 閲覧) 
https://www.environment.gov.au/system/files/resources/4683826b-5d9f-4e65-9344 
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図 4-33 オーストラリア各州の食品廃棄の発生量（2016/2017 年度） 
（出典）Department of Agriculture, Water and the Environment; Food Innovation Australia Limited (FIAL), 

2020, Resources for implementing national food waste strategy 

 
2017 年にオーストラリア政府は SDGs に合わせて 2030 年までの食品廃棄物の半減目標

を設定し、食品廃棄物対策のための戦略 National Food Waste Strategy201を策定した。ま

た、目標達成に向けたロードマップを 2020 年に策定している202。食品廃棄物の半減目標達

成に向けたオーストラリア政府の取り組み203としても、フードレスキュー（food rescue）
への食品提供の促進が挙げられている。そのままでは捨てられるだろう食品をオーストラ

リア国民の 5 人に 1 人にもなる食料弱者に供給することとしており、社会福祉政策とも強

く結びついていることが伺える。 
 
 
② 食品廃棄物の処理に関する優先順位の設定 

 2017 年に連邦政府（環境エネルギー省）が策定した National Food Waste Strategy201で

は、食品廃棄物への対応方法の優先順位（Waste hierarchy）を設定している。発生抑制

（Avoid）についで 2 番目の優先度にある再利用（Reuse）の内数として、食品寄附、見た

目に問題のある食品の再加工（パッケージ入の人参スティックなど）、飼料（再加工無しで

与えること）が位置づけられている。 

                                                  
202 Department of Agriculture, Water and the Environment, A Roadmap for reducing Australia's food 
waste by half by 2030 
https://www.environment.gov.au/protection/waste-resource-recovery/publications/roadmap-reducing-
food-waste 
203 Department of Agriculture, Water and the Environment, Tackling Australia’s food waste 
https://www.environment.gov.au/protection/waste-resource-recovery/food-waste 
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図 4-34 オーストラリアにおける食品廃棄物のヒエラルキー 
（出典）Department of the Environment and Energy, 2017, National Food Waste Strategy 

 

一方で、オーストラリア政府による食品廃棄のデータ推計プロジェクトでは、食品寄附と

飼料化を分けて考えるように提案がされており、併せてフードレスキュー（そのままでは廃

棄されるであろう食品が回収され、寄附されたもの）の量は 4.8 万トン（2016/2017 年度）

と整理されている 199（詳細は 4.5.2(2)①概要を参照）。 
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図 4-35 食品廃棄物のヒエラルキーのカテゴリごとの処理量（2016/2017 年度） 
（出典）Department of Agriculture, Water and the Environment; Food Innovation Australia Limited (FIAL) 

(2020) Resources for implementing national food waste strategy 

 
 
③ フードバンクの設立背景・目的 

オーストラリアには 1991 年に米ロサンゼルスから Jeanne Rockey AM 氏によってフー

ドバンクのアイデアが持ち込まれた。その後、慈善家の Charles Scarf 氏とともに、個人や

労働党からの寄附を受けて 1992 年に Sydney Foodbank が設立された204。Sydney 
Foodbank は 1995 年に Sydney Foodbank は Foodbank NSW へ改称し、2014 年までに現

在の Foodbank NSW & ACT（ニューサウスウェールズ州と首都特別地域をカバーする）へ

と発展した。現在ではオーストラリア 大のフードバンク団体である Foodbank Australia
の中心組織となっている。 

1994 年には西オーストラリア州、1995 年にクイーンズランド州、2009 年に北部準州、

2010 年にはタスマニア州で地域の慈善家や教会関連団体等によって Foodbank が設立され、

南オーストラリア州では 2000 年に州知事によって Foodbank SA が設立された。ビクトリ

ア州では、1930 年の世界大恐慌を受けてビクトリア州の支援団体（State Relief Committee）
が始めた食料支援が続いてきたが、2006 年に Foodbank と統合して VicRelief Foodbank と

なり、2011 年に Foodbank Victoria へ改称した。 
その他にも食品廃棄への問題意識もあって立ち上がった OzHarvest などのフードバンク

                                                  
204 Foodbank Australia, Our Story（2021/2/3 閲覧） 
https://www.foodbank.org.au/our-story/?state=au 
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団体が活動しているが、もともと社会保障・福祉の面から困窮している人々の支援のために

立ち上がったものであり、フードバンク活動は現在に至るまで困窮者への食料支援の役割

を担っている。現在では、アメリカに次いで人口あたりのフードバンクへの食品提供量が多

くなるまでに発展している 162。 
 
 
(2) 実態 
① 概要 

オーストラリアでは多くのフードレスキュー団体があるが、大手の 3 団体が取扱量の

98％を占めるとされている205。Foodbank Australia は製造、一次生産、小売流通センター

など、サプライチェーンの上流側から大量に食品を集める傾向があり、OzHarvest と

SecondBite は小売店や外食・サービス業からのより期限の短い食品（short-shelf life foods）
を主に集めている。残りの 2％は他の中小団体、例えば Fare Share、Food Rescue、Produce 
to the People、the Big Umbrella、Communities@Work などが配布している。なお、地理

的にはニューサウスウェールズ州やビクトリア州には多くの食料援助団体があるが、北部

準州 や西オーストラリア州で活動している団体は少ない。 
大手のフードレスキュー団体の報告 205によると、2016/2017 年度にフードレスキュー団

体に寄附された食品の量はおよそ 4.8 万トンであった（図 4-36）。1 食を 500g とすると、

9,600 万食に相当する。フードレスキューに寄附される食品の多くは果物、野菜、肉、乳製

品、パンで、その他に缶詰、飲料、調理済食品、デザート、サンドイッチなどがある。ドラ

イな食品が寄附食品の 56％を占め、生鮮食品が 33％、残りは冷蔵・冷凍食品である。 
 

 

図 4-36 オーストラリア各州での食品寄附量（2016/2017 年度） 
（出典）Arcadis（2019）NATIONAL FOOD WASTE BASELINE Final assessment report 

                                                  
205 Arcadis（2019）NATIONAL FOOD WASTE BASELINE Final assessment report 
https://www.environment.gov.au/system/files/pages/25e36a8c-3a9c-487c-a9cb-
66ec15ba61d0/files/national-food-waste-baseline-final-assessment.pdf 
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困窮する人への食料援助の面が強く、寄附される食品の大半を占める余剰食品だけでは

なく、フードバンクなどへの食品寄附に向けて製造された食品が扱われる場合もある。特に

Foodbank Australia では、食品関連企業と協力し、寄附として製造された食品の供給を受

けて配布するプログラムを実施している。一方で、寄附される食品の大半は余剰食品であり、

食品関連事業者からフードバンクの各団体へ提供されている。 
各フードバンク団体は飢餓対策、困窮する人への食料支援としての面を前面に打ち出し

ており、Foodbank Australia が毎年発行している Hunger Report では、5 人に 1 人のオー

ストラリア人が食べるものに困る経験をしていると指摘している 189。なお、コロナ禍にお

いてもフードバンクには多くの食料援助ニーズが集まり、多くの企業からの寄附や行政か

らの補助金も投入されている。オーストラリアでは 2019-2020 年にも大規模な森林火災で

600 万ヘクタール以上が焼け、多くの避難者を出して緊急の食料援助が必要な人が増えてい

たこともあり、Foodbank Australia はコロナ直前の時点でも月に 80 万人以上へ食料を提

供していた206。 
 
② 大手フードバンクについて 

Foodbank Australia207 

Foodbank Australia は、全国 2,400 以上のフードバンクや慈善団体のネットワークを通

じて年に 7,700 万食を提供している、オーストラリア 大の食料援助団体である。オースト

ラリア国内のフードバンクの 7 割程度のシェア208がある。全国的に運営されるフードチャ

リティ機関であり、シドニー本部のほか、首都やシドニーを管轄する NSW&ACT を中心に

オーストラリア国内 7 つのエリアに支部を置いている。 

 
図 4-37 Foodbank Australia の活動分布 
（出典）Foodbank Australia, Foodbank Hunger Report 2019 

 

                                                  
206 GFN, 2020 The State of Global Food Banking（2021/2/3 閲覧） 
https://www.foodbanking.org/stateofglobalfoodbanking/ 
207 https://www.foodbank.org.au/ 
208 フードレスキュー（food rescue：そのままでは捨てられていた食品の寄附・再配布）のうち、7 割を

食料援助団体に提供している。 
https://www.foodbank.org.au/hunger-in-australia/what-we-do/?state=au 
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Foodbank Australia では、多国籍企業から小規模なローカル事業まで全国の寄附者 700
社から食品提供を受けている。農家、食品卸、食品製造、小売からの食品提供を受けるが、

4.28 万トンの食品配布のうち、3.7 万トンはそのままであれば捨てられた食品を再配布する

フードレスキュー（food rescue）によって賄われた（2019 年）。残りの 5800 トンの食品は

製品の寄附や製造・購入プログラムによって集められたものである。フードレスキューに加

えて、CSR 活動の一環として寄附向けの食品を製造する多くの食品製造企業からの継続的

な食品寄附を受けている209。なお、コロナ禍の影響を受けた 2020 年には寄附と購入によっ

て 4.88 万トンの食品を扱い、特に購入量は過去 3 年の購入量よりも多かったと報告してい

る210。 
さらに、サプライヤー、製造者、物流業者との Collaborative Supply Program（連携供

給プログラム）211は、平均で年に 2,000 トンの食品供給につながっている。このプログラム

では、製造事業者の余剰の生産能力を活用して主要品目を生産するが、サプライヤーからも

材料や包装を寄附や低価格で提供を受け、サプライチェーンを通じた寄附プログラムにな

っている。例えば、シリアル、牛乳、パスタ、パスタソース、缶詰の果物、ベイクドビーン

ズ（缶詰の豆）やソーセージなどの品目を扱っている。Collaborative Supply Program で

はプロセスをシンプルにするため、製造・寄附される食品は製造者のブランド名及び仕様で

供給される。サプライチェーンの上流である、農家、原料や包装材のサプライヤー、輸送業

からも寄附（無償のサービス提供を含む）を受ける他、コストがかかる部分については、業

界や行政から Foodbank Australia へ提供された資金で賄われる。Global Food Banking 
Network （GFN）212によると、取り扱い食品の量だけではなく投資の方法としても

Collaborative Supply Program は食料確保のための取り組みとして世界でも先進的な成功

事例として扱われている。 
また、地方部の農業生産者からも穀物、米、牛乳、肉、卵やその他の生鮮食品の寄附を受

けている。業界団体や生産者などとの協力の下、フードバンクや慈善団体のネットワークを

通じてそのまま必要とする人へ寄附される他、Collaborative Supply Program の製造原料

としても活用する。例えば、寄附された肉からソーセージを製造するなどしている。 
Foodbank Australia では、食品寄附の後押しも含めてフードバンクへの後押しを求めた

ロビー活動も強力に展開しており、2019 年の連邦選挙の際にも各政党へ予算・政策の提言

を実施した213。具体的には、主要品目を確保・供給する Key Staples Program192への補助

金や、Food security strategy の策定（食べるものに困る市民を減らすための政府全体の長

期戦略）、果物や野菜などの生鮮食品の輸送のための補助金を求めた。 
飢餓対策、困窮する人への食料支援としての面を前面に打ち出しており、毎月 815,000 人

に食事を提供したと報告しているほか、必要な食品の量と供給される食品の量には依然と

                                                  
209 Foodbank Australia, Foodbank FAQs（How does Foodbank source its food and groceries?）
（2021/2/3 閲覧）https://www.foodbank.org.au/faqs/?state=au 
210 Foodbank Australia（2020/2/4）Foodbank sourced record amount of food and grocery relief in 
2020（2021/2/22 閲覧） 
https://www.foodbank.org.au/foodbank-sourced-record-amount-of-food-and-grocery-relief-
in/?state=nsw-act 
211 Foodbank Australia, How the Collaborative Supply Program works（2021/2/3 閲覧） 
https://www.foodbank.org.au/collaborative-supply-program/?state=au 
212 The Global Food Banking Network はアメリカのシカゴに拠点を置く、40 カ国以上 949 のフードバ

ンク団体のネットワーク。独自にフードバンク団体の認証制度を運用する他、各団体のベストプラクティ

スの共有などを行っている。https://www.foodbanking.org/ 
213 Federal election 2019: Funding and policy priorities（2021/2/3 閲覧） 
https://www.foodbank.org.au/wp-content/uploads/2019/04/Foodbank-Funding-Policy-Priorities-2019-
1.pdf 
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してギャップが有るとしている（表 4-24）。毎年発行している Hunger Report による 5 人

に 1 人のオーストラリア人が食べるものに困る経験をしているとの推計は行政機関でも参

照されている 203。Foodbank Australia でも後述の OzHarvest でも 1 豪ドルの寄附で 2 食

を寄附できるとして個人からの寄附金も募っている。 
 
表 4-24 ネットワーク団体数・食品取扱量他（Foodbank Australia、州ごと） 

 QLD NSW

&ACT 

VIC TAS SA WA NT 合計 

フードバンク団体

の数 

252 554 434 149 495 414 123 2421 

提供した食事の数

（万食/月） 

190 万

食 

180 万

食 

120 万

食 

7.4 万

食 

42.4

万食 

50.1

万食 

3.1 万

食 

539 万

食 

食料援助が必要な

人の増加（2018 年

比％） 

24 23 25 18 15 20 27  

需要を満たすため

に不足する食品の

量（現状比％） 

34 38 32 40 25 30 48  

（出典）Foodbank Australia, Foodbank Hunger Report 2019 

 
寄附された食品と配布先とのマッチングについて、例えば、Foodbank Victoria214から食

品を受け取りたい団体は、Web 上のシステム215（アカウントが必要）を介して提供可能な

食品のリストを見ることができる。数量や重量などの説明、注文可能な量、賞味期限もしく

は消費期限（対象の場合）、取り扱い料金（対象の場合）などの情報も提供される。必要な

食品にチェックを入れて注文の合計重量や料金などを確認することができる。発注のため

には 低基準以上の箱・重量の注文のうえで、回収日時については別途調整が必要であり、

都市部の団体には注文した食品を回収に来るように求めている。また、回収予定日の 2 日

以上前に注文することが必要である。一方で、地方部に拠点を置く食品を注文した団体には

食品は配達される。ただし、配達の曜日は決まっており、包装された保存のきく食品（shelf 
stable ambient products）だけが対象である。冷蔵冷凍食品の配達は実施していない。 
 

OzHarvest216 

もとはケータリングサービスから廃棄される食品を福祉団体に寄附する取り組みからス

タートし、Ronni Kahn 氏によって 2004 年に設立された。ケータリングなどの外食産業か

らの大量の廃棄食品に気づいたことがきっかけで、当初はシドニーで Goodman 財団217か

ら寄附された 1 台の車で活動を開始し 初の 1 ヶ月で 4,000 食を届けた。 
現在 OzHarvest の事務所があるのはシドニー、アデレード、ブリスベン、ゴールドコー

スト、ケアンズ、キャンベラ、メルボルン、ニューキャッスル、パースであり、他にもウォ

ガウォガ、トゥーンバ、ポート・マッコリー、コフスハーバー、セントラル・コースト、サ

                                                  
214 Foodbank Victoria, Charity partner guidelines, April 2019（2021/2/5 閲覧） 
https://www.foodbank.org.au/wp-content/uploads/2019/04/Agency-Guidelines-V.6-APRIL-2019-1.pdf 
215 https://orders.foodbank.org.au/ 
216 OzHarvest ホームページ https://www.ozharvest.org/ 
217 Goodman Foundation ホームページ（2021/2/4 閲覧） 
https://www.goodman.com/sustainability/goodman-foundation/ozharvest 
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ファイア・コースト（南北）、サンシャイン・コーストなどの拠点を通じて約 200 名のスタ

ッフと 2500 名以上のボランティアが全国で活動している。 

 
図 4-38 OzHarvest の活動分布 
（出典）OzHarvest, Book of thanks 2020 

 
OzHarvest の拠点がある大都市圏などでは、OzHarvest の車両が直接食品寄附者から食

品を受け取り、必要とする団体に届ける。また、2019 年 6 月には OzHarvest Food App を

ローンチした218。余剰の食品がある事業者とその地域で食品を必要としている慈善団体を、

人手ではなく IT を活用してマッチングするもの。現在は他のフードバンク団体も拠点のあ

る大都市部でも大手のスーパーマーケット等と地域の慈善団体を人手（マニュアル）でマッ

チングしているが、OzHarvest の拠点がない地域でも供給源とローカルの慈善団体をマッ

チングしようとしていた219。 
OzHarvest では、スーパー、ホテル、空港、卸、農家、企業イベント、ケータリング企

業、ショッピングセンター、デリ、カフェ、レストラン、映画館など、3,253 の寄附者から

食品の提供を受ける。食品寄附は 60％が個人経営のスーパー（individual supermarket）
など、30％はカフェ、レストランやサービス業（内容はサンドイッチ、調理済食品）、製造

業が 10％程度である。朝に寄附があってその日のうちに配布される（day to day）の食品

寄附が多く、たまに 1～2 トン/日の寄附もあるが、ほとんどの寄附は小規模なものである。 
2019 年には提供を受けた 9,310 トンの余剰食品を無料で 1,462 のローカルな慈善団体に

提供していたと報告している220。 
扱う食品221の 55％は生鮮食品（野菜や果物）、10％は乳製品、6％は生肉、ほかはドライ

ストック（缶、飲み物、デザートなど）。冷凍の野菜やプロテインミックスを扱う場合には

必要に応じて、車両の冷蔵設備などを使う。痛みやすい食品や冷凍食品については消費期限

（use-by date）を過ぎていない食品で安全に食べられるもの、保存のきく食品については

                                                  
218 https://www.sbs.com.au/food/article/2019/06/05/ozharvest-launches-new-app-help-feed-people-
regional-australia 
219 ローンチ後、まだ効果的に広められておらず、一時停止中。（2021 年 1 月 OzHarvest ヒアリング） 
220 OzHarvest, Impact report 2020 
https://www.ozharvest.org/app/uploads/2021/01/OZH_ImpactReport-2020.pdf 
221 OzHarvest ヒアリング（2021 年 1 月） 
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賞味期限（best-before date）が過ぎてから 3 ヶ月以内の食品であれば寄附を受けている。 
食品の寄附を受け付けるのは事業者登録された会社からのみで、個人・一般家庭からの食

品寄附は食品安全上の問題から受け付けていない。また、食品の寄附先も個人・一般住宅は

基本的に対応しておらず、地域の慈善団体などを通じて食品を提供することが多い。 
活動の柱として、そのままでは廃棄される食品の回収・寄附（フードレスキュー）の他に

教育や普及啓発にも力を入れる。2017 年には「必要なものを受け取り、支払えるもので支

払う」という考えのもと、シドニーにレスキューされた食品によるスーパーマーケット

OzHarvest Market を開店させた。2020 年には毎日平均 200 人の消費者が訪れた。初号店

は地域の再開発に伴い、2020 年 12 月に閉店するが、シドニー市からの提供を受けて 2020
年 7 月に 2 号店を開店、 短でも 2 年は運営をする計画である222。 
食品寄附を後押しするためのロビー活動や食品廃棄に関する対策検討にも積極的に参画

しており、2005 年にボランティアの弁護士とともに食品寄附の事故に対する免責制度を各

州で実現させる際に働きかけを行った他、連邦政府の No Food waste strategy の検討にも

参画し、現在も税制優遇措置の拡大等に向けて関連業界団体や行政との議論を続けている
221。 
食品寄附への意識としては、例え企業として寄附方針を掲げていても、現場が動いていな

いこともある一方で、寄附の実質的なドライビングフォースは、現場のエモーショナルコネ

クション（例えば、スーパーのスタッフとフードバンク団体スタッフのネットワークなど）

や寄附意識に基づいているとのことであった 221。 
 
SecondBite223 

2005 年にメルボルンで設立され、一次生産者、製造、流通、大手小売などからの食品寄

附を受けて、無償で必要とする人へ提供している。個人へ食品を直接提供することはなく、

提携する団体を通じて食品を提供している。2019 年度には 1.94 万トン以上の食品を回収

し、1,100 の食料援助団体（図 4-39）を通じて 1.75 万トンを必要とする人へ無償で提供し

た。また、2020 年度には 2.2 万トンの食品を回収し、2 万トンを提供できると見込んでい

る224。2.2 万トンのうち、1.1 万トンは果物や野菜である（表 4-25）225。 
特に食品小売大手 Coles からは 2011 年以降、寄附を受けており、オーストラリア全国の

780 拠点から、2019 年度には 1.14 万トン、2019/2020 年度には 1.55 万トンの食品寄附を

受けた。 
メルボルン、ブリスベン、シドニー、アデレード、パースに倉庫を備えており、タスマニ

アと北部準州では現地の団体と提携している。直接寄附された食品を提携団体に配送する

他、Community Connect モデルとして、地域のスーパーマーケットと地元の慈善団体が直

接提携できるよう支援もしている。2019 年度には 1,300 以上の団体が、Community 
Connect プログラムを通じたコミュニティ・ミール、パントリー、スープバン（soup van）
で 7,059 トンの食品を提供した。 

1 ドルあたり 5 食を提供できるとしており、食品寄附によって回避された温室効果ガス排

                                                  
222 OzHarvest, OzHarvest Market Waterloo（2021/2/16 閲覧） 
https://www.ozharvest.org/ozharvest-market-waterloo/ 
223 https://www.secondbite.org/ 
224 SecondBite, ANNUAL REPORT 2019（2021/2/16 閲覧） 
https://static1.squarespace.com/static/5cd38ca523cfec0001c18065/t/5e67035f2293d941d090e2c9/15838
09445611/SecondBite+Annual+Report+FY19+Website.pdf 
225 SecondBite, Our Impact FINANCIAL YEAR 2019/2020 
https://static1.squarespace.com/static/5cd38ca523cfec0001c18065/t/5fb45d2aeace672263b8bbf4/16056
55860356/SecondBite+Impact+Report+-+Digital+Version.pdf 
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出量など環境影響の評価を実施、発信している（図 4-40）。 
ビクトリア州、連邦政府（保健省、社会サービス省）からの補助を受けているほか、ファ

ンドレイジングイベントなどを開催し、運営のための寄附金を集めている。企業や一般向け

のボランティアプログラムを通じて、2019 年度には 556 名のボランティアが食品の回収、

仕分け、梱包など配布作業を行った。 
 
表 4-25 取り扱う食品（SecondBite） 
品目 2019/2020 年度の食品配布量（kg） 

果物 5,028,705 

野菜 5,965,355 

パン 5,324,135 

穀物 35,576 

肉 425,294 

卵 101,825 

その他タンパク質 110,135 

牛乳 276,455 

その他乳製品 675,581 

その他高栄養食品 3,274,878 

飲料 1,231,638 

合計 22,705,678 
（出典）SecondBite, Our Impact FINANCIAL YEAR 2019/2020 
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図 4-39 SecondBite が支援する食料援助団体の分布 
（出典）SecondBite, Our Impact FINANCIAL YEAR 2019/2020 

注）赤い星印は SecondBite の提携団体がある場所であり、灰色が濃い地域ほど遠隔地域（remote）と分類

されていることを指す。 

 

 
図 4-40 SecondBite の環境影響（GHG 削減） 
（出典）SecondBite, Our Impact FINANCIAL YEAR 2019/2020 

注）食品廃棄物の埋め立て回避による GHG 排出量 3,753 t-CO2 から、食品の輸送にかかる CO2 排出量

43.8 t-CO2e と食品の冷蔵・保管などのための電力消費 49.7 t-CO2e を差し引いて、2019/2020 年度の

SecondBite の活動による GHG の削減効果は 3,660 t-CO2 と推計。 
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③ 関係機関の連携 

オーストラリアの連邦政府機関のうち、フードバンクに関連がある機関は主に以下のと

おりである。 
 連邦農業・水資源・環境省（Department of Agriculture, Water and the Environment）

226：食品廃棄対策を主導し、National Food Waste Strategy、Roadmap for reducing 
Australia's food waste by half by 2030 などを策定 

 連邦社会サービス省（Department of Social Services / DSS）：社会福祉を所管し、連

邦政府からのフードバンクからの補助金を支出 
 税務局（Australian Taxation Office）：NPO への寄附に関する税制・所得税法を所管 
 慈善団体・ 非営利団体委員会（Australian Charities and Not-for-profits Commission/ 

ACNC）：寄附をした際に税控除を受けられる（DGR）資格のある慈善団体および非営

利団体からの活動報告を受け、監視。（2012 年設立） 
また、各州の政府機関、特に環境保護庁などが食品廃棄対策の視点から各州の免責制度に

ついて発信している。例えば、ニューサウスウェールズ州環境保護庁227では、食品廃棄物の

埋め立て回避のため、フードバンクへの支援を実施しており、州政府の他機関とも連携して

補助金も支給している（4.5.1(3)①支援制度（補助金）を参照）。 
特に食品ロス・廃棄の削減に向けては、オーストラリア政府は 2020 年 12 月に食品ロス

対策の自主誓約を求める Stop food waste Australia228という取り組みを発表した。今後 4
年間で 400 万豪ドルが投資され、発足したコンソーシアムには、Foodbank Australia、
OzHarvest、SecondBite といったフードバンク団体も参画している。2017 年に策定された

National Food Waste Strategy でも食品サプライチェーンの各業界団体だけではなく、

Foodbank Australia などのフードバンク団体も参画していた229。ただし、OzHarvest221に

よれば、戦略ではフードバンクへの支援についても記載はされているものの、具体的な施策

はこれから検討する段階である。食品廃棄の削減を目指す National food waste strategy の

策定から 4 年が経ち、戦略を進めるための主体ができたことは大きいとのことであった。 
オーストラリア食品業界各社は余剰食品を寄附するだけではなく、Foodbank Australia

の Collaborative Supply Program（連携供給プログラム）211を通じ、CSR 活動の一環とし

て、寄附するための食品を生産し、継続的に提供することもある。小売大手の各社もそれぞ

れがフードバンク団体と協定を結び、継続的な寄附を実施している。（例：食品小売大手

Coles と SecondBite） 
 
 
 
④ ドギーバッグの普及状況 

オーストラリアにおいては食べ残しを持ち帰るためのドギーバッグは一般的に普及して

                                                  
226 Department of Agriculture, Water and the Environment, Tackling Australia’s food waste 

https://www.environment.gov.au/protection/waste/food-waste 
227 NSW Environment Protection Authority, Donate food: feed people, not landfill（2021/2/4 閲覧） 
https://www.epa.nsw.gov.au/your-environment/recycling-and-reuse/business-government-
recycling/recycling-organics-work/food-donation 
228 農業・水資源・環境省（2021/12/26）Establishing Stop Food Waste Australia 
https://www.environment.gov.au/protection/waste/food-waste/establishing-national-food-waste-
partnership 
https://www.riverineherald.com.au/national/2020/12/26/2437800/new-federal-body-tackles-food-waste 
229 Foodbank Australia, Foodbank FAQs（What is Foodbank’s role in addressing food waste?） 
https://www.foodbank.org.au/faqs/?state=au 
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いる習慣である 221。レストランによっては持ち帰りが断られる場合もあるが、レストラン

が食べ残しを持ち帰るための容器を消費者に提供することを規制する法律はなく、消費者

は食中毒のリスクを許容した上で自分の食事を持ち帰ることが許されている230。各州レベ

ルでもレストラン側の裁量に任されているが、安全に保管し再加熱するための注意事項に

ついて知らせることや、容器に日付を表示することなどが推奨されている。また、レストラ

ンから持ち帰った食事の保管、取り扱いについては消費者の責任のもとで行われるものと

明示されている231。 
 
 
 
 

                                                  
230 Australian Institute of Food Safety（2016）Are Restaurant Doggy-Bags Legal?（2021/2/4 閲覧）

https://www.foodsafety.com.au/blog/are-restaurant-doggy-bags-
legal#:~:text=Although%20some%20restaurants%20may%20be,the%20risk%20of%20food%20poisoni
ng. 
231 NSW Government Food Authority, Doggy bags（2021/2/4 閲覧） 
https://www.foodauthority.nsw.gov.au/consumer/eating-out/doggy-bags 



93 

5. 法制度導入にあたっての課題等の整理 

本章では、4 章で取りまとめた 4 カ国で実施されている食品の提供・寄附に関する施策と

同様の施策を日本に適用すると仮定した場合に生じ得る課題等を検討した結果をまとめた。

まず、フードバンクへの食品寄附促進に際して目配りすべきと考えられる国内の既存法制

度をまとめ、既存の支援策及び国内のフードバンク団体の実態や課題に触れた後、国内のフ

ードバンク団体や有識者の受け止めや想定される効果、課題認識等をまとめた。 
 
5.1. 国内法制度・実態との比較 

 既存の法制度の整理 
食品ロスの削減の推進に関する法律に基づく「食品ロス削減推進に関する基本的な方針」

でフードバンク活動への支援が明示されている。その他にもフードバンクへの食品寄附促

進に際して目配りすべきと考えられる既存の法制度をまとめた（表 5-1）。税制優遇に関し

ては法人税法で食品の寄附は一定の条件のもとで全額損金算入可能との整理が既に示され

ている。免責制度は日本にはないが、食品を寄附する企業の立場としては民法による損害賠

償責任、製造物責任法、食品衛生法などが関連すると考えられる。さらに、廃棄される予定

だった食品を寄附するにあたっては、食品廃棄物に関する法律、廃棄物処理法や食品リサイ

クル法への配慮・目配りも必要である。 
 
表 5-1 フードバンクへの食品寄附促進に際して配慮すべき法制度（例） 
関連施策 法制度 所轄官庁 概要 

A)税制優

遇 
法人税法 国税庁 

 法人の所得等に対する税金である法人税について

規定。 

 食品寄附の全額損金算入の仕組み：フードバンクへ

の食品の提供が、実質的に法人の商品廃棄として行

われるものであれば、一定の条件のもと、その提供

に要する費用を提供時の損金の額に算入できる

（5.1.2 参照） 

B)免責制

度 
民法 法務省 

 寄附した食品についての免責に関連して、不法行為

責任や債務不履行責任による損害賠償、また契約不

適合責任（2020 年の改正前民法では瑕疵担保責任）

との整理が必要。 

B)免責制

度 

製造物責

任(PL)法 
消費者庁 

 欠陥ある製造物を流通させた製造業者等の損害賠

償の責任を規定。消費者保護の観点から、民法の不

法行為の特則として、欠陥を責任要件とする損害賠

償責任を定める。 

 「日本の食品製造業者の多くは食品事故のリスク

や安全性の瑕疵を恐れ、たとえ余剰在庫があって

も、積極的に寄附しようとはしない」と指摘されて

いる 1)。寄附した食品についての免責に関連して、

製造物責任との整理が必要。 

B)免責制

度 

食品衛生

法 

厚生労働

省及び消

費者庁 

 食品の安全性の確保のために必要な規制等を行い、

飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、国民

の健康の保護を図るための法律。2018 年 6 月に一
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関連施策 法制度 所轄官庁 概要 

部改正され、HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理

の制度化を規程。対象事業者は、HACCP 認証を

2021 年 6 月までに導入する必要がある。 

 現状、日本のフードバンクにおける食品の衛生管理

は地域それぞれの判断に委ねられているが、統一的

な基準を設ける場合にはHACCPなども考慮する必

要があると指摘されている 2)。 

C)食品廃

棄の規制 

廃棄物の

処理及び

清掃に関

する法律

（廃棄物

処理法） 

環境省 

 廃棄物の定義や処理責任などの他、廃棄物の処理に

際して必要な許認可について定める。 

 フードバンクへの食品寄附に際して、「食品提供側

は、それまで廃棄物として処理をしていた食品を手

数料とともに引き渡すことになるので、廃棄物処理

法との関連を明確に整理しておくことが必要」と指

摘されている 3)。 

C)食品廃

棄の規制 

食品循環

資源の再

生利用等

の促進に

関する法

律(食品リ

サイクル

法) 

農林水産

省、環境

省、財務

省、厚生労

働省、経済

産業省及

び国土交

通省 

 食品の売れ残りや食べ残し、製造・加工・調理の過

程において生じたくずなどの食品廃棄物の発生抑

制と再生利用のために、食品関連事業者などが取り

組むべき事項を定める。 

 食品廃棄物等の発生量が年 100 トン以上の事業者

は、「判断基準」に従い再生利用など（発生抑制を含

む）の促進が義務付けられ、31 業種については発生

抑制目標値が設定されている。 

 食品の寄附（人の消費へ再度仕向けること）につい

ては明確な位置づけはない。 

（参考）各法関連資料、全国フードバンク推進協議会提供資料などより作成 

1) 井手留美（2019）寄附食品の栄養学側面と栄養バランス向上における課題, 小林富雄・野見山敏雄編著「フードバ

ンクの多様化とサプライチェーンの進化 食品寄附の海外動向と日本における課題」筑波書房, pp.165-183（第 8

章） 

2) 農林水産省 平成 29 年度 食品リサイクル促進等総合対策事業「フードバンク活動の推進事業（セミナー等の開催、

食品関連事業者の利用促進に向けた検討等）」実施報告書（委託先：流通経済研究所） 

https://www.dei.or.jp/research/research08/research08_05.html 

（参考）フードバンク衛生管理講習会テキスト 

https://www.dei.or.jp/research/research08/data/research08_05_data09.pdf 

3) 第 3 回食品ロス削減推進会議（2020 年 2 月 19 日）資料 5-1 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/meeting_materials/review_meeting_002/018918.html 

  



95 

 既存の施策の整理 
「食品ロス削減推進に関する基本的な方針」でも「未利用食品を提供するための活動の支

援等」としてフードバンク活動について国民の理解を促進するとされているが、これまで政

府によってフードバンクへの食品寄附の後押しのための施策としては、以下のようなもの

がある。 
 
 国税庁「フードバンクへの食品提供に係る税制上の取扱い」232 

 一般に、法人が資産（食品）を寄附した場合には、その寄附は一般の寄附金として

一定の限度額までしか損金算入することができない（法人税法第 37 条）が、フー

ドバンクへの食品の提供に関しては、一定の要件を満たせば、食品の提供に要した

費用は寄附金以外の費用として取り扱うことができると整理された（2018 年 12
月）。 

 以下の要件を満たせば食品の提供に要する費用を提供時の損金に全額算入できる。 
 提供者の社内ルール等に基づき、実質的に商品廃棄の一環で行われる取引で

あること 
 食品提供者とフードバンクの間で、提供した食品の転売等の禁止や、その食品

の取扱いに関する情報の記録及び保存、結果の報告などのルールを定めた合

意書を取交し、提供した食品が目的外に使用されないことを担保されている

こと（提供した食品の使途が確認できること）。また、提供した食品の内容や

提供量が分かる受取書等をフードバンクから受領すること。 
 食品の提供に要する費用とは、提供した食品の時価（寄附をした日の価格）もしく

は帳簿価額のことで、食品の引取費用（配送費等）を企業が負担している場合は、

これらの費用も含む。 
 合意書の雛形については、フードバンク団体でも整備されている233。 
 関連して、農林水産省の緊急需給調整事業において野菜をフードバンク等の福祉

団体へ無償提供する際にも、生産者、農協や各出荷団体が負担する費用は、寄附金

以外の費用として、提供時の損金の額に算入できると整理されている。（2020 年 6
月）234 
 

 農林水産省「フードバンク活動における食品の取扱い等に関する手引き」 
 フードバンク活動に対する社会的な理解がまだ十分でないことに加え、食品の衛

生的な取扱いやトレーサビリティの観点からフードバンク活動団体側の体制を懸

念する声があり、食品メーカー等が安心して食品の提供を行える環境が十分整っ

ていない状況にある。食品の提供者である食品関連事業者等からの信頼性向上を

通じてフードバンク活動団体におけるこれら食品の取扱いを促進するため、食品

の品質確保及び衛生管理、情報管理等の適切な運営確保に関する手引きを作成

（2016 年 11 月作成、2018 年 9 月改定） 
                                                  
232 国税庁 https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/hojin/20/11.htm 
農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/attach/pdf/foodbank-10.pdf 
233 例えば、以下の 2 団体ではホームページ上にひな形を掲載している。 
全国フードバンク推進協議会（寄贈品に関する合意書（案））https://www.fb-kyougikai.net/blank-14 
セカンドハーベスト・ジャパン（食品等の提供・譲渡に関する合意書）

http://2hj.org/support/food/xls/2HJ_donor_agreement_201706_ja_v3.0.pdf 
234 国税庁（2020 年 6 月 8 日）緊急需給調整事業における野菜の無償提供に係る費用の取扱いについて

（2021/2/8 閲覧） 
https://www.nta.go.jp/law/bunshokaito/hojin/202006/besshi.htm 
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 国内のフードバンク活動のうち、食品関連事業者等から提供された食品の譲渡に

係る活動を対象範囲としており、主な内容は以下のとおり 
１）食品の提供または譲渡における原則： 
 終的に食品を受け取る団体及び個人の要望を踏まえ、食品提供又は譲渡を行う。 
 消費/賞味期限切れ、汚損、破損等の食品衛生上の問題が生じた食品は譲渡しない。 

２）関係者間のルールづくり 
 食品提供事業者とフードバンク：提供食品の情報把握、契約書（合意書）の作成・保

有、閲覧可能な定款・役員名簿・事業計画書・報告書・収支決算書等の整備。 
 フードバンク活動団体と食品の受取先：受取先の要望の把握、譲渡にあたっての遵

守事項の確認・合意。 
３）提供食品の品質・衛生管理： 
 提供事業者：食品の品質や安全性に悪影響を及ぼす破損等が無いことを事前に確認

し、必要に応じて保管等の基準を指定。 
 フードバンク活動団体：提供食品の品質及び衛生管理、食品の受取及び配送時にお

ける検品、施設の衛生管理、マニュアル及び記録表の作成・保存。 
４）情報の記録及び伝達 

 なお、食品の取り扱いに関しては、「フードバンク活動団体は、食品衛生法、食品

表示法これらに基づく基準、条例等に従うものとする。なお、食品衛生に関して、

開設時など、適時、所在地を所管する保健所に相談することが望ましい」とされて

いる。2018 年の改正では、「衛生管理について記した表及び記録表」、食品関連事

業者・フードバンク団体が管理すべき項目を記載した「食品提供履歴管理表」が追

加された。 
 「食品ロス削減推進に関する基本的な方針」でも周知をする旨が記載されている。 
 

その他、農林水産省では、2020 年度に食品関連事業者等の供給情報と受入側の需要情報

等を一元的に管理できるマッチングシステムの実証・構築を支援している235。また、コロナ

禍を受けて、農林水産省では以下の施策を実施している236。 
 「フードバンク活用の促進対策及び再生利用の促進対策」では、食品関連事業者等に対

して、(a)フードバンクに寄附する際の輸配送費、(b)再生利用（飼料化・肥料化等）す

る際の輸配送費や処理費を支援する他、フードバンクの受入能力向上に必要な経費（一

時保管用倉庫、運搬用車両等の賃借料）の支援を実施（2020 年 12 月までで募集終了） 
 食品関連事業者から発生する未利用食品のフードバンクへの寄附を推進するため、フ

ードバンクへの情報提供（マッチング支援）を実施。メールにより農林水産省が未利用

食品に関する情報を集約し、全国のフードバンクに一斉に発信する。寄附を受けたい未

利用食品がある場合、フードバンクが食品関連事業者に直接連絡をとり、受け渡し方法

等の具体的な調整をする。 
 
また、基礎自治体がフードバンクへの支援をしている例もある。「食品ロス削減推進に関

する基本的な方針」では、自治体のフードバンク活動への支援を明記している237。従来は数

                                                  
235 農林水産省, 食品ロス削減等推進事業（令和 2 年度予算） 
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/attach/pdf/161227_8-65.pdf 
236 農林水産省, フードバンク（2021 年 2 月 8 日閲覧） 
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/foodbank.html 
237 フードバンク活動が行われている地方公共他団体等においては消費者、産業振興、環境、保健福祉等

の関係部局間の連携を密にしながら、フードバンク活動の基盤の強化に向け、フードバンク活動団体との
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ある NPO 法人の中でフードバンク団体だけを支援する根拠が乏しかったが、食品ロス対策

法で自治体によるフードバンク支援が規定されたことが大きな後押しになり、自治体が建

物の遊休スペースを無償でフードバンク団体に提供する例もあった238。フードバンクかな

がわのフードバンクに関わる政策研究会では、自治体に向けて以下のようなフードバンク

への支援施策を提案している。 
 

フードバンクについての政策提案例 
① 生活困窮者等への食支援活動を行う団体への支援を求めます。（フードバンクがある自治

体） 
② 事業者や個人からの食品の寄附を受け、食品を管理し、食支援を行うフードバンクの立

ち上げを支援してください。（フードバンクがない自治体） 
③ フードバンクは市民活動による小規模な団体が多く、食支援を制度で位置づけ業務委託

や倉庫費用、運送費、人件費など運営に活用できる補助金や助成金制度を広げて下さい。 
④ フードバンクを支えるために、諸外国のフードバンクにみられるような民間からの寄附

拡大のための啓発活動を拡げてください。川崎市・横須賀市・伊勢原市・座間市は市内に

拠点を持たない公益法人等への寄附に対する住民税の寄附控除がありません。公益性の

高い団体への寄附を拡げる税制優遇を実施して下さい。 
⑤ フードバンク設立を支援して下さい。自治体がフードバンク活動を支援するための必要

な施策例として、以下についての支援が有効です。 
１） フードバンク活動への補助・事業委託 
２） 地方自治体が所有する遊休施設の無償貸与 
３） 行政から企業に対してのフードバンク活動への支援の要請 
４） 生活困窮者自立支援事業などの福祉分野との連携の促進 
５） 生活困窮者等への食支援団体や子ども食堂等への助成・支援 
６） フードドライブへの協力（回収拠点の提供、広報など） 
７） 設立支援・フォーラムの場所貸し・後援など 

（出典）公益社団法人フードバンクかながわ（2020）フードバンクに関わる政策研究会報告~2019~ 

 
  

                                                  
連携に配意するとともに、必要な支援を検討、実施する。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/promote/pdf/promote_2003
31_0001.pdf 
238 全国フードバンク推進協議会ヒアリング（2021 年 1 月） 
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 日本のフードバンク団体の実態 
日本のフードバンクの 2018 年の食品取扱量は 2,850 トンと報告されている。また、2020

年 3 月末時点のフードバンク団体数は 120 団体であり、2000 年以降増加が続いてきた。活

動を開始して 2～3 年の団体が全体の半分強を占め、61 団体が 2016 年以降に活動を開始し

た団体である（図 5-1）。 

 
図 5-1 日本のフードバンク団体の食品取扱量・団体数の推移 
（出典）農林水産省平成 31 年度持続可能な循環資源活用総合対策事業（フードバンク実態調査事業報告

書） 

 
諸外国における組織の大きなフードバンクに比べ、日本のフードバンク団体は規模が小

さい。また、表に例示するようなフードバンク活動の課題の多くの原因は財政基盤の弱さに

あると指摘されている239。資金の確保ができれば、食品の保管場所や運搬・配送、専任職員

の雇用などが可能となるが、フードバンク活動そのものは利益を生まない活動であり、受益

者も社会的に弱い立場にあるため、受益者から資金を得ることは難しいと指摘されている。 

 

図 5-2 日本のフードバンク団体の規模 
（出典）農林水産省平成 31 年度持続可能な循環資源活用総合対策事業（フードバンク実態調査事業報告

書） 

 

                                                  
239 今村主税（2019）フードバンク山口における分散型都市の連携課題, 小林富雄・野見山敏雄編著「フ

ードバンクの多様化とサプライチェーンの進化 食品寄附の海外動向と日本における課題」筑波書房, 
pp.165-183（第 12 章） 

食品取扱量（トン/年） フードバンク団体数の推移 
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表 5-2 フードバンク活動についての運営上の課題（例） 
課題 概要 

提供食品の不足・ミス

マッチ 

 企業（特にメーカー）とフードバンク団体では組織の規模が異な

る場合が多く、企業の提供希望量とフードバンクで扱うことがで

きる量にギャップ 

 大企業ほど、提供食品の法的責任を気にする傾向があり、フード

バンク団体への提供についての社内での合意形成が難しい 

人手、資金、ハード面

の不足 

 食品の取扱記録管理、衛生管理、提供元・寄贈先との連絡業務な

どスタッフが抱えきれない業務量をこなし、身体的負担が大きい 

 専従者がいる団体でも、直接的なフードバンク活動にしか従事し

ておらず、組織を大きくする活動までは人手が足りず、またノウ

ハウも無い 

 倉庫がなく、在庫をおくことができない 

業務の効率化や実施

水準の向上 

 食品取扱量の多いフードバンクほど食品取扱に関わる各情報の

記録実施率が高く、フードバンクが食品取扱情報の記録の実施水

準向上に取り組むことは、フードバンクの食品取扱量拡大促進に

有効と考えられる 

フードバンク活動に

対する社会的認知度

や企業の理解度 

 企業がフードバンク団体の食品の取扱記録管理や衛生管理に対

して不安を抱いている 

 フードバンクへの食品寄附が全額損金算入できる仕組みに対す

る認知度がまだまだ低い 

企業側の事情を踏ま

えた企業とフードバ

ンク団体との連携拡

大における課題 

 企業が提供先を判断するために必要なフードバンク団体に関す

る情報の不足 

 フードバンク団体連携先の絞り込み（特にメーカーは大規模団体

との連携を志向する傾向） 

 商品提供のための企業側のコスト問題（商品提供の際、自社が配

送する場合の物流費や、事業所で商品収集・貯蔵・管理のコスト・

作業負担） 

 フードバンクへの食品寄附の全額損金算入の仕組みは、現場の従

業員にとっては業務負担になるため、仮に経営上のメリットがあ

っても、現場担当者の「寄贈したい」という意欲が向上しない 

（出典）農林水産省 平成 31 年度持続可能な循環資源活用総合対策事業（フードバンク実態調査事業報告

書）において、フードバンク団体、フードバンク連携組織、企業へのアンケート及びヒアリング等からと

りまとめられた事項を一部抜粋・再整理 

 
既往文献での整理やフードバンク団体へのヒアリング等から、企業がフードバンクへ食

品を寄附する際には、特に以下のような事項がハードルとして挙げられる。 
 まだ企業への認知度が低い（企業側での体制がない） 
 フードバンク側が企業が提供したい多量の食品に対応できない（フードバンクのイン

フラ不足） 
 フードバンク側の食品の取扱に不安がある（ブランド価値の毀損、レピュテーションリ

スクの懸念） 
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図 5-3 日本のフードバンク団体を取り巻く課題（例） 
（出典）各種既往文献、フードバンク団体等へのヒアリングより作成 

注）食品の寄附・提供元としては、一般企業・家庭や自治体からのフードドライブによる食品寄附もある 

 
 
なお、現状、国内のフードバンク団体では、寄附された食品の扱い（保管期限・方法、入

出庫管理など）について、統一的なガイドラインはなく、農林水産省の「フードバンク活動

における食品の取扱い等に関する手引き」やセカンドハーベスト・ジャパン及び日本フード

バンク連盟の「フードバンクガイドライン」240などを参照しながら、各団体の状況に応じた

対応がなされている。 
フードバンク団体での食品の保管期限など期日のルールはないが、原則として賞味期限

が過ぎた食品の寄附・提供はしていない。また、消費期限が設定される日配品の取扱はほと

んど寄附を受けていない、もしくは寄附を受けたその日に配布し、冷蔵設備の容量で対応で

きない場合には寄附を受けないとのことであった241。寄附者が提示する食品の量と賞味期

限に応じて、各団体が対応できる量の食品の寄附を受け、配布先の団体や個人の消費能力に

応じて配布量を決めている。食品の寄附を受けてから配布先へ渡すまでの時間を確保する

ため、賞味期限まで 1～2 ヶ月程度以上の残存期間がある食品が受け入れられている242。食

品業界の慣習である「3 分の 1 ルール」のような賞味期限までの割合で区切るようなことは

なく、1 ヶ月程度という絶対値で決めていることが多い。 
  

                                                  
240 セカンドハーベスト・ジャパン（2010/10/14）フードバンクガイドライン 2010 
http://2hj.org/guideline/ 
日本フードバンク連盟（改正 2017 年版）フードバンクガイドライン（2021/2/8 閲覧） 
https://foodbanking.or.jp/wp/wp-content/uploads/2015/11/6ebd5fc89a4ba5bd411026bca83b8f65.pdf 
241 全国フードバンク推進協議会ヒアリング（2021 年 1 月）、日本フードバンク連盟加盟団体ヒアリング

（2021 年 2 月） 
242 全国フードバンク推進協議会では、フードドライブでの受け入れ可能な賞味期限の条件について各団

体への調査を実施しており、1 ヶ月以上との回答のほか、2 ヶ月以上・3 ヶ月以上との回答もあった（出

典）全国フードバンク推進協議会提供資料 

⾷品輸⼊・卸農家 ⾷品製造・加⼯ ⾷品⼩売

フードバンク

⾷品・⾷材の寄附

福祉施設や⽀援NPOなど
（間接的⽀援）

個⼈や世帯
（直接的⽀援）

⾷品・⾷材の提供

⾷品関連企業

個⼈や世帯

寄
附
者
・
提
供
者

受
贈
者
・
消
費
者

フードバンクへの⾷品提供者と消費者

• 認知度の不⾜（フードバンクの必要性を知ら
ない）

• 窓⼝不明（対応する体制がない）
• 寄附するメリット、コスト（⼿続き、輸送、社

内調整）
• ブランド価値毀損・レピュテーションリスク懸念、

フードバンクでの⾷品取扱に対する不安 等

⾷品寄附のハードル、運営上のハードル

• ⼈⼿・資⾦、倉庫や⾞両の不⾜
• 在庫管理・品質管理の体制不⾜（トレー

サビリティ（記録）機能など）
• ボランティアを集める機能の不⾜

＜⾏政＞ （フードバンクからみて）
• フードバンクとの連携不⾜（福祉⾏政との

役割分担の不⾜）
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5.2. 国内での諸外国制度の受け止めや課題認識 
本節では、諸外国における制度を検討するにあたってのフードバンク団体の受け止めや

有識者の見解についてヒアリング結果より主な意見を整理・取りまとめた。 
 
A)免責制度 
 導入すべきではないという意見はないが、2 パターンの意見があった。 

 【企業のブランド価値の毀損リスク懸念】免責制度だけが導入されても、意味はな

い。免責制度があってもフードバンク団体での食品の取り扱いへの不安による、食

品企業のブランド価値の毀損リスクへの懸念が勝るだろう。現行の協定書や合意

書で責任の所在については整理しており、企業の不安は低減されるかもしれない

が解消はされないだろう。また、文化的に寄附の土壌がないため、限界があるので

はないか。 
 【賠償リスクの低減はプラス】免責制度が導入されることで企業が恐れる賠償リ

スクの低減に繋がり、寄附の後押しになる（増えることはないかもしれないが、減

らさない方向への下支えはできるのではないか）。また、企業へ食品寄附を求める

際の PR にはなる。 
B)税制優遇 
 現在の法人税法上、一定の要件のもとで全額損金算入可能という整理について、以下の

ような意見があった。 
 【制度周知の必要性】制度を活用して損金扱いをしている企業も増えているが、食

品ロス対策と関連付けて周知を増やすべきではないか。 
 【企業内のハードル】活用するためには、食品企業内で、寄附をする現場と経理・

会計担当の連携というハードルがある。 
C)食品廃棄の規制 
 フランスのような廃棄規制については以下のような意見があった 

 【規制までは不要】企業からの余剰の食品寄附には十分なインセンティブがあり、

これを下支えする仕組みがあるとよいのではないか。廃棄禁止までしなくても、企

業にとっては廃棄物処理費用の削減とともに、環境・CSR 面で価値が見いだされ

ている。 
・ 食品ロス対策法や SDGs を念頭に、賞味期限が近い食品の値下げ販売を受容す

るなど、食品小売企業の雰囲気も変わってきた。 
 【寄附の優先度】食品リサイクル法での食品寄附の優先順の位置づけを概念とし

て提示すること、また食品リサイクル法での事業者への報告義務での位置づけを

することができれば、食品関連企業や業界の自主取り組みの後押しとなる法制度

になる可能性。 
 【商品廃棄と寄附】廃棄物処理法での整理を明確にすることで寄附のハードルが

下がる可能性。損金算入の整理にあるような「実質的に商品廃棄として行われる取

引」の際に企業担当者が躓く場合もあると考えられる。 
その他） 
 企業からの食品の寄附を増やすためには、まずフードバンクの体制強化が必要との意

見が強かった。 
 【インフラ不足・体制強化】フードバンクのインフラが不足しており、多くの食品

寄附を取り扱うキャパシティがない。フードバンク団体の人手や資金面、倉庫や車

両などのハード面の体制強化が必要。食品の取扱への不安解消のためにも、まず体

制強化が必要だろう。 
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・ 例えば、一定の規模があるフードバンク団体の体制強化のためには、長期的に

は行政機関との連携のための人事交流制度などが有効ではないか。 
 【ネットワーク化・統括機能】地域ごとにフードバンク団体のネットワーク化がさ

らに進めば、食品の融通も出来て安定した食料供給につながるだろう。困難ではあ

るが、各地域で活動して実際に食品を配布する団体と、企業からの寄附（食品、資

金など）をまとめて受付、マッチングするようなフードバンク団体の統括機能が有

効ではないか。 
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6. コロナ禍による影響 

2020 年から世界で感染が拡大した新型コロナウイルスの影響により、調査時点（2021 年

2 月）までに諸外国及び日本のフードバンク団体も大きな影響を受けた。都市封鎖（ロック

ダウン）や買い占めなどによる物流の混乱、ボランティアの不足によって食品の確保や配布

が困難になった一方で、経済・雇用への打撃によって困窮する個人が増え、フードバンクへ

の需要は高まった。 
 
6.1. フードバンクへの需要の増加、フードバンク団体の対応 
 Global Food Banking Network （GFN）では、加盟するフードバンク団体が 2020 年 5
月に 2200 万人へ食品を提供したと推定しており、これはコロナ前に比べて 5 ヶ月で 500 万

人の増加だとする。GFN に加盟する世界各国のフードバンク団体は以下のような内容を報

告している243。 
 需要が大幅に増加した（需要が倍増したフードバンクは 37％） 
 食品サプライチェーンの混乱によって余剰食品へのアクセスが困難になった 
一方で、それぞれの国で長年活動してきたフードバンクで、政府の災害対応の一部とな

っている場合には、政府も需要に対応するための施策を導入し、フードバンクの支援を行

ったと報告されている。 

 
アメリカの Feeding America では、パンデミックの影響が現れた 2020 年 3 月はじめか

ら 10 月末までに全米で推計 42 億食を届けた244。USDA のガイドラインの 1 食あたりの

食品量は 1.2lbs（約 540g）に相当するとの数字245を用いれば、8 ヶ月で 227 万トン、月

に 28 万トンあまりに相当する。2020 年 10 月の食品配布量は前年比では 50％増えた。 
また、コロナの影響が急激に広まったことで、初めてフードバンクを訪れる人が増え

た。Feeding America は 3 月から 6 月 4 日までにフードバンクを訪れた人々の 10 人に 4
人は初めて訪れる人だったと報告している他、8 割のフードバンクが前年に比べて食べ物

を求める人が増えたとしている。Feeding America ではパンデミックによる雇用状況の悪

化のため 6 人に 1 人のアメリカ人が食料難に陥ると警鐘を鳴らしている。Feeding 
America のネットワーク団体の一つであるテキサス州の North Texas Food Bank でも、

11 月の感謝祭の前に行われた食品配布に数千台の車が行列を作ったとの報道246もあった。 
さらに、パンデミック前には月に 200 万人のボランティアがあったが、パンデミックに

よって減少している。Feeding America のネットワークにある 3 分の 2 のフードバンクが

ボランティアを募集していると発信されている。 

                                                  
243 GFN, 2020 The State of Global Food Banking（2021/2/3 閲覧） 
https://www.foodbanking.org/stateofglobalfoodbanking/ 
244 Feeding America(2020/11/25)The food bank response to COVID, by the numbers（2021/2/3 閲覧） 
https://www.feedingamerica.org/hunger-blog/food-bank-response-covid-numbers 

（参考）Feeding America では食料難の状況にある人の率を群や州ごとに地図上に示して発信している。

2020 年の推計（2020 年 10 月発信）ではコロナによる影響も加味している。

https://www.feedingamerica.org/research/coronavirus-hunger-research 
245 Feeding America 2020 Annual Report 
https://www.feedingamerica.org/sites/default/files/2021-
01/2020%20Annual%20Report_FINAL_updated.pdf 
246 CNN（2020/11/16）フードバンクの食品配布に車数千台が行列、新型コロナで困窮 米テキサス州 

（2021/2/3 閲覧）https://www.cnn.co.jp/usa/35162512.html 
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コロナを受けて、Feeding America では COVID-19 対応ファンド（COVID-19 
Resoponse Fund）を立ちあげ、6 月末までに 24 万ドル以上の資金を集め、輸送、防護

具、人件費など運営を支えるため、すべての加盟フードバンク団体へ提供した247。 
USEPA 及び USDA でも以下のような状況を認識しているとのことであった248。 

 通常ベースで食品を寄附していない企業では、フードバンクもしくはフードレスキュ

ー団体との関係性がなかったため、操業を止めようする際に、食品の寄附をどこでどの

ようにしてよいかがわからず、余剰食品の寄附を優先できなかった。（地域の食品事業

者がフードレスキュー団体について知るように求め、必要な際には食品を寄附するた

めに簡単にコンタクトをとることができる状況（例：アプリのダウンロードなど）とし

ておくことが解決策の一つだろう）。 
 フードバンクやフードパントリーは年配のボランティアに頼ってきたが、健康や安全

面への配慮から活動ができなくなり、食品へのアクセス需要が高まった一方で人手が

足りなくなった。時にはより若いボランティアが活動に加わった。（一時的に解雇され

た食品関連事業者の従業員等をフードバンク活動に動員することも解決策の一つだろ

う）。 
 ボランティアの年齢から、フードバンクが食品を配布していた礼拝所やコミュニティ

組織が閉鎖されたため、他の配布方法を模索する必要があった。移動式のパントリーや

大規模な屋外型配布モデルが導入された。 
 寄附される食品のタイプ、量、供給元が変化した。様々なセクターからの寄附がパンデ

ミック初期に急減したが、農家や流通事業者は取り扱えないほどの製品を抱えていた。

フードバンクはそうした食品を集めたが、多くは配布できるような少量のサイズのパ

ッケージではなく、また包み直して輸送するにはボランティア、時間、（時には）場所

も限られていた。 
 
イギリスのフードバンク FareShare では、コロナの影響を受けた 2020 年 4 月～7 月の

間に前年と比較して急激に食品取扱量が増加した249。4 月には 3,208 トンの食品を配布し、

食品の仕分けや配布に携わるボランティアの登録も増えたと報告している。コロナ禍を受

けて食料の提供を受けたいと申し込む団体の数は 3 倍に増え、500 団体と新規に契約した
250。行政や食品産業からも保存のきく食品の寄附を受けており、平均して週に 200 万食近

くをイギリス内の慈善団体 11,000 団体を通じて提供していた。 
コロナ禍を受け、英国環境・食料・農村地域省（DEFRA）は 1,600 万ポンドの緊急予

算を慈善団体向けに支出すると発表したが、そのうち 1,050 万ポンドが FareShare に与え

られた251。運営費とする他、缶、パスタ、米などの保存のきく食品を小売業者から仕入れ

                                                  
247 Feeding America, Financial report June 30, 2020 
https://www.feedingamerica.org/sites/default/files/2020-
11/FINAL%20Feeding%20America%202020%20FS.pdf 
248 USEPA ヒアリング（2021 年 1 月） 
249 FareShare 2019/2020 Annual Report  
https://fareshare.org.uk/annual-reports/ 
250 FareShare（2020/5/21 プレスリリース）FareShare doubles the amount of food delivered to those 
in need during coronavirus crisis（2021/2/4 閲覧） 
https://fareshare.org.uk/news-media/press-releases/fareshare-doubles-the-amount-of-food-delivered-
to-those-in-need-during-coronavirus-crisis/ 
251 FareShare（2020/10/22 プレスリリース）Mammoth Covid-19 response sees 16 million meals 
provided to UK’s most vulnerable through pandemic（2021/2/4 閲覧） 
https://fareshare.org.uk/news-media/news/mammoth-covid-19-response-sees-16-million-meals-
provided-to-uks-most-vulnerable-through-pandemic/ 
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値で購入するために活用している。FareShare では DEFRA の補助金に加えて、企業か

らの協力も得ている。小売大手の Asda からは倉庫のスペースが提供され、物流大手の

XPO Logistics からは倉庫のオペレーションのための人手を、小売大手の Sainsbury から

は食品の輸送のための資金の提供を受けた。 

 

図 6-1 イギリス FareShare の食品配布量の推移（2018～2020 年の 4～9 月） 
（出典）FareShare 2019/2020 Annual Report 

注）縦軸は食品の量（トン） 

 
 フランスのバンク・アリマンテール252でも、コロナ禍を受けて飲食業が休業した際に、

多くのレストランや企業が在庫を手放したため、食品寄附は増加した。食料援助の需要も

増加しており、数ヶ月で新たに約 400 の食料援助団体へ支援を始めた。一方で、従業員

（常勤ボランティアとスタッフ）の 65%が 65 歳以上であるため、 初のロックダウンで

はボランティアの募集を強化した。約 1,500 人の臨時ボランティアが、政府プラットフォ

ーム（jeveuxaider.gouv.fr）などを通じて集まったとのことであった。企業からも多くの

寄附（資金・食品）があり、ある企業からはバンク・アリマンテールのために工場の 1 日

分の生産品を全て寄附した例もあった。普段は売れ残り食品が寄附されるところを、例外

的にパスタ、缶詰、ジュース、ヨーグルト、生の果物といった、食料援助団体等の支援先

からのリクエストを受けて寄附された食品もあった。 
 
オーストラリアでは、Foodbank Australia が 2020 年 4 月～9 月に加盟団体を通じた調

査を実施253し、フードバンクへの需要は不安定だが、平均して 47％増加したと報告してい

                                                  
252 バンク・アリマンテール書面ヒアリング (2021 年 2 月) 
253 Foodbank Australia（2020）Hunger Report 2020 
https://www.foodbank.org.au/wp-content/uploads/2020/10/FB-HR20.pdf?state=au 
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る254。2019 年に週に一度は食べものに困る経験したオーストラリア人の割合は 15％だっ

たが、2020 年には 31％へ倍増したとする。また、2020 年に食料難を経験したオーストラ

リア人の 28％はコロナ前には食料難を経験したことがなかった。特に 18～25 歳の若い層

が影響を受けており、特に 2 つのグループ、臨時雇用者（casual employees）と留学生が

コロナ禍によって困難な状況に置かれた。食料難に陥った 61％はコロナ禍を受けて食料援

助を受けたが、他にも困っている人がいる、恥ずかしいといった理由で援助を受けない人

もいると報告されている。 
また、州を跨いだ移動の禁止によってサプライチェーンが混乱し、慈善団体が短期間に

大量の食品を集めなければならない状況もあった255。さらに、通常であれば毎週 1,000 名

の個人ボランティアが倉庫などで作業をしているが、企業が閉鎖やリモートワークに移行

したことで、企業からの支援として提供されてきたまとまったボランティアの人手がなく

なったと発信されていた256。週に 1～2 度ボランティア活動をしていた高齢者も安全のた

めに家に留まるよう求められたことで、更に人手不足に直面したこともあった。 
OzHarvest でも、食品の寄附を受けるスーパーや外食産業が影響を受け、寄附される食

品の量が変動した。2020 年 3～5 月は特に状況が大きく揺れ動き、飲食店の休業や買い占

めが起こったりしていたため、食品の寄附量が半減したり、数週間で 100％増えたりと振

れ幅が大きかったという。新型コロナウイルスの影響は幸いオーストラリアでは比較的押

さえられているため、 終的には、年間の食品取扱量の変化はそう大きくなさそうだとの

ことであった257。 
 
 日本国内でも、フードバンク等への食料支援の需要が増えていると報道されている258。

全国フードバンク推進協議会では、コロナ禍における加盟団体フードバンク団体の活動状

況に関するアンケート調査を実施した259。2020 年 3 月以降、17 団体が食品の寄贈量が増

えたと回答し、6 団体が減少傾向と回答している。特に一斉休校中に学校給食の食材が大

幅に増加した一方で、フードドライブが中止になったことで寄贈量が減少したケースもあ

った。また、需給の面では、約 7 割の団体が現在の食品の在庫量が十分ではないと回答

                                                  
254 Foodbank Australia は 2020 年 3 月には 1 週間で食料援助の需要が 50％増えた一方で供給が 27％減

ったタイミングがあったとしており、コロナウイルスの影響で経済情勢が も影響を受けた 2020 年 5 月

にはフードバンクへの需要が 78％増加したとの現地報道もあった。 
（参考）Guardian 誌（2020/4/1）、The New Daily 誌（2020/9/1） 
255 The New Daily 誌（2020/9/1）Deteriorating rental affordability prompts renewed calls for 
JobSeeker increase（2021/2/3 閲覧） 
https://thenewdaily.com.au/finance/consumer/2020/09/01/rent-jobseeker-affordability/ 
256 Guardian 誌（2020/4/1）Australian charity heads call for coronavirus volunteers as numbers 
slump（2021/2/3 閲覧） 
https://www.theguardian.com/world/2020/apr/01/australian-charity-heads-call-for-coronavirus-
volunteers-as-numbers-slump 
257 OzHarvest ヒアリング（2021 年 1 月） 
（参考）OzHarvest では、コロナ禍の中での車両の運行状況や活動状況を発信。2020 年 11 月時点では

月～金については通常通りの運行（回収・配達）を実施。 
（出典）OzHarvest, FOOD RESCUE COVID-19 UPDATES 
https://www.ozharvest.org/food-rescue-covid-19-updates/ 
258 全国フードバンク推進協議会では加盟団体のメディア掲載情報をまとめているが、日本でもフードバ

ンクへの支援要請が増えていることが各紙で報道されている。（2021/2/3 閲覧）https://www.fb-
kyougikai.net/ 
259 全国フードバンク推進協議会 2020 年 10 月 19 日報告。2020 年 9 月に協議会に加盟するフードバンク

38 団体のうち、25 団体から回答があった。（2021/2/3 閲覧） 
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し、対面形式のパントリーから宅配へ切り替えて食品を提供するなど、従来よりも対面で

の接触を控える工夫を行った団体もあった。 
フードバンクかながわでは、2020 年 4～6 月の食品提供量は前年比 4 倍の 58 トンとな

ったと報告し、提供量増加の背景として、以下のような事項を挙げている260。 
 公的施設の閉鎖・感染懸念で閉鎖する飲食業、給食、イベント中止等での余剰食品が出

た 
 臨時休校で昼食を用意できない家庭の子どもたちへのお弁当配布・食品提供を行う子

ども食堂、行政・社協の緊急食支援、地域のフードバンクなど、フードバンクに多くの

食品要請があった 
 農林水産省は食品関連事業者から発生する未利用食品をフードバンクに寄附する取り

組みを開始し、全国規模で企業の未利用食品情報がフードバンクにもたらされた。 
 
6.2. 政府の支援策・政策への影響 
 コロナ禍を受けたフードバンクへの食料支援のニーズ増加に対応して、各国ともにフー

ドバンク団体への補助金を支出している。 
例えば、アメリカでは農務省から各州を通じたフードバンクに対する緊急食料支援プロ

グラム（TEFAP）補助金が追加的に支出されており、食品の確保やフードバンク団体の運

営費の補助に充てられている（4.2.1(3)①参照、Coronavirus Aid, Relief, and Economic 
Security Act（PL 116-136, CARES Act））。 

イギリスでも環境・食料・農村地域省（DEFRA）が食料確保や運営費の補助を実施し

ている他、オーストラリアでも各州や連邦社会サービス省（DSS）が食料確保のためフー

ドバンク団体への補助金を出している。フランスでは、バンク・アリマンテールが 2020
年にフランス政府から複数回に渡って食品確保のための支援を受けていた261。日本でも、

農林水産省が未利用食品のマッチングやフードバンクへの輸送費・運営費のを補助した。 
その他、アメリカ農務省（USDA）では、2020 年 4 月に公表された 190 億 USD のコロ

ナウイルス食料支援プログラム（Coronavirus Food Assistance Program）に基づき、60 億

USD を活用して農家を含む小規模事業者などから農作物を購入し、必要とする人へ届ける

プログラム（Farmers to Families Food Box Program）262を実施した。TEFAP では USDA
が価格を優先して大量に食品を買うが、小さな農家は大きな契約が難しい。今回のプログラ

ムではコロナで影響を受けた食品流通業などの企業へ資金を提供し、直接農家などから食

品（生鮮食品、乳製品、肉製品）を購入して、食品流通企業にて家族単位への配布に適した

量に包装し、フードバンクや小規模な NPO へ食品を提供した。 
また、英 FareShare では、新型コロナウイルス感染症の第一波によるロックダウン中は

食品配布にかかる資金運用について、イギリス政府から委託を受け、1,200 万ポンドの食品

購入及び再配布の事業を実施した。余剰食品の活用ではなく、買い占めなどで食料が手に入

りにくくなったため、食料確保のために製造事業者との調整を実施したものである263。） 
一方で、免責制度や税制優遇、寄附の義務化といった、食品寄附を促す大枠の法制度につ

いての変化は 2021 年 2 月現在では見られていない264。  

                                                  
260 公益社団法人フードバンクかながわ（2020）フードバンクに関わる政策研究会報告~2019~ 
https://fb-kanagawa.com/pdf/seisakukenkyu_report2019.pdf 
261 バンク・アリマンテールヒアリング（2021 年 2 月） 
262 USDA Farmers to Families Food Box（2021/2/8 閲覧） 
https://www.ams.usda.gov/selling-food-to-usda/farmers-to-families-food-box 
263 FareShare ヒアリング（2021 年 2 月） 
264 Harvard Law School Food Law and Policy Clinic ヒアリング（2021 年 2 月） 
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7. ヒアリング先一覧 

本調査では、以下の行政機関、フードバンク団体及び有識者へのヒアリングを行った。ヒ

アリング結果は 4 章～6 章に取りまとめた。 
 
表 7-1 ヒアリング先 
国 ヒアリング先 ヒアリング内容 

米 

環境保護庁（USEPA） 行政の支援という視点から 

 行政による支援・制度の要件、内容・経緯（所管） 

 食品ロス対策としての支援制度の内容、効果 

米 農務省（USDA） 同上 

米 Harvard Law School Food 

Law and Policy Clinic265 

食品寄附・食品廃棄に関する法制度の専門家の視点から 

 アメリカの免責制度の詳細（刑事責任の扱い、制度

の効果、範囲、訴訟の例） 

 税制優遇の範囲・効果 

 コロナによる食品寄附に係る政策への影響 

英 

WRAP 

（The Waste and 

Resources Action 

Programme） 

行政の支援という視点から 

 税制優遇制度に関する考え方と対応策 

 免責制度に関する背景、概要 

 Food Waste Bill 2015-16 が否決された要因 

 コロナへの対応・影響 

英 

Fare Share フードバンク団体の視点から 

 食品の寄附者のインセンティブとして何があるか

（税など） 

 Food Waste Bill 2015-16 制定に向けた活動等 

 コロナの影響 

仏 

バンク・アリマンテール

（Banque Alimentaire） 

フードバンク団体の視点から 

 寄附者に対する税制優遇制度（インセンティブとし

ての効果） 

 免責規定に代わる対応方法（責任保険、食品の保管

方法含む） 

 Egalim 法による廃棄規制で食品寄附が拡大したの

か 

仏 農業・食料省（Ministère de 

l'Agriculture et de 

l'Alimentation） 

行政の支援という視点から 

 寄附者に対する税制優遇制度（要件、運用） 

 免責制度に代わる対応方法（今後の法制化、関連制

度） 

豪 OzHarvest フードバンク団体の視点から 

 行政による支援・制度の概要（免責、税制他） 

 実態（取り扱う食品の要件、期限の扱い） 

 コロナによる影響 

                                                  
265 アメリカの食品寄附に係る法制度の研究・情報発信をしている他、Global Food Donation Policy 
Atlas プロジェクトでは各国の食品寄附に関する制度を取りまとめている。 
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国 ヒアリング先 ヒアリング内容 

日 全国フードバンク推進協議

会 

 諸外国にあるような制度の受け止め 

 国内フードバンクの実態（食品の取り扱い他）、課

題 

 コロナ禍による影響・対応 

日 セカンドハーベスト・ジャ

パン 

 同上 

日 日本フードバンク連盟（加

盟団体） 

 ヒアリング事項：同上 

 連盟事務局の他、参加団体：セカンドハーベスト名

古屋、フードバンク札幌運営委員会、フードバンク

セカンドハーベスト沖縄、フードバンク OSAKA、

フードバンク関西 

日 神戸大学 石川雅紀名誉教

授 

 既存の法制度（廃棄物処理法・食品リサイクル法）

との兼ね合い、国内におけるフードバンクの課題に

ついて 

日 食品ロス・リボーンセンタ

ー 

 食品卸・流通からフードバンクへの食品寄附・提供

にあたっての感触、課題他 

 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委託元︓消費者庁 消費者教育推進課 ⾷品ロス削減推進室 

委託先︓みずほ情報総研株式会社 
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調査期間︓2020 年 11 ⽉〜2021 年 2 ⽉ 

 
  



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リサイクル適性の表⽰︓印刷⽤の紙にリサイクルできます 

この印刷物は、グリーン購⼊法に基づく基本⽅針における「印刷」に係る判断の基準にしたがい、印刷⽤

の紙へのリサイクルに適した材料［A ランク］のみを⽤いて作製しています。 
 
 


